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○ 名 称 大阪府信用農業協同組合連合会

○ 本 所 所 在 地 大阪市中央区高麗橋３丁目３番７号

○ 設 立 年 月 日 昭和２３年８月２７日

○ 総 資 産 5兆1,897億円

○ 貯金 ･ 譲渡性貯金 4兆4,909億円

○ 貸 出 金 7,284億円

○ 出 資 金 １，４０６億円

○ 単体自己資本比率 14.48%

○ 役 員 数 経営管理委員8人、
理事5人、監事3人

（令和２年７月１日現在）

○ 職 員 数 218人

○ 格 付 の 取 得 状 況 発行体格付「Ａ」
（格付の方向性：安定的）
短期格付「ａ- １」

（株式会社格付投資情報センター
（Ｒ＆Ｉ）による格付）

JAバンク大阪信連のプロフィール（令和2年３月３１日現在）
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■本冊子は農業協同組合法第54条の3に基づいて
　作成したディスクロージャー資料です。
■金額及び比率は、原則として、単位未満を切り捨て
　のうえ表示しています。
■単位未満の残高がある場合は「0」、無い場合は
　「−」で表示しています。

大阪府 貝塚市にて撮影されたものです。
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代表理事理事長経営管理委員会会長

中上 文宏岸本 隆之

　皆さまには、日頃より大阪府信用農業協同組合連合会（ＪＡバンク大阪
信連）をお引立ていただきまして、誠にありがとうございます。
　当会は、１９４８年の設立以来、府内のＪＡを金融面からサポートするとと
もに、組合員・利用者のニーズにお応えし、大阪農業の振興・地域経済の
発展に取り組んでまいりました。
　このたび、令和元年度の業務実績や活動内容などをまとめた「ＪＡバン
ク大阪信連 ディスクロージャー誌 Ｒｅｐｏｒｔ２０２０」を作成いたしましたので、
ご一読いただければ幸いに存じます。
　さて、令和元年度は、米中貿易摩擦の長期化で世界的に景気の減速
感が強まっていたところに、新型コロナウイルスの世界的大流行によって
企業の生産活動が停止、消費需要も消失するなど、年度終盤に大波乱と
いう一年になりました。
　かかる状況を受け、米国では２００８年のリーマンショック以来のゼロ金
利政策に踏み切るとともに、史上最大の緊急経済対策を成立させるなど
金融環境が大きく変化いたしました。
　このように１年を通して厳しい経営環境ではありましたが、「第１１次中期
経営計画（２０１９年度～２０２１年度）」の初年度として、その達成に向けて、
資産ボリュームの最適化に配慮した調達と、リスクヘッジとバランス効果を
重視した運用に取り組んだ結果、事業目標を上回る経常利益１０６億円を
計上することができました。
　併せまして、府内ＪＡと大規模農業者や農業法人との関係構築・深耕を
支援するとともに、大阪農業の振興に資する府独自の施策を立案、実施
いたしました。また、行政と連携しながら様々な農家所得向上策を展開す
る大阪農業振興サポートセンターの活動を、金融面を中心として、幅広い
側面から支援するなど、府内農業者の皆さまの多様なニーズに対応すべ
く努めてまいりました。
　当会は、引き続きＪＡとともに組合員利用者本位を基本姿勢とし、ご利用
者の皆さま其々にとって最適でお役に立つ金融サービスの提供に努めて
まいります。
　皆さま方におかれましては、今後とも変わらぬご愛顧とご支援を賜りま
すよう心よりお願い申し上げます。 
令和2年７月
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JAバンク大阪信連とは

JAグループの一翼を担い、質の高い
金融サービスの提供を目指しています。

JAグループにおけるJAバンク大阪信連

●JAグループの仕組み

　JAグループは、市町村をエリアとして各種事業［営農指導事業、経済（購買・販売）事業、信用（貯金・融資等）事
業、共済事業等］を行う『JA』、各事業別の『都道府県段階』並びに『全国段階』の組織により成り立っています。
　また、JA・信連・農林中央金庫をもって「JAバンク」とし、JAバンクグループ一体となり、より利便性に富んだ
総合金融サービスの提供を目指しています。
　私どもJAバンク大阪信連は、大阪府における信用事業の都道府県段階の連合会組織であり、府内JAの業務
サポート等を行うとともに、「JAバンク大阪」としてJAと一体となって、ご利用者の皆さまのお役に立つ金融サー
ビスをご提供できるよう努めています。

○貯金、融資等金融サービス
　の提供
○JA信用事業のサポート

貯金・融資など
信用事業

農産物販売など
経済事業

営農指導など
指導事業

生命共済・
建物更生共済など
共済事業

Ｊ  

Ａ
　 

（
農
業
協
同
組
合
）

市町村段階 都道府県段階 全国段階

Ｊ
Ａ
組
合
員
を
は
じ
め
と
す
る
ご
利
用
者
の
皆
さ
ま

JAバンク大阪
J
A
バ
ン
ク
グ
ル
ー
プ

信用

経営
相談

共済

経済 JA全農
（全国農業協同組合連合会）

JA共済連
（全国共済農業協同組合連合会）

大阪府農業（協同組合中央会）

大阪府信用農業（協同組合連合会）

JA大阪中央会 JA全中

農林中金

一般社団法人全国（農業協同組合中央会）

（農林中央金庫）

JAバンク
大阪信連
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JA組合員をはじめとするご利用者の皆さま

安 心

便 利

行　政
連　携

貯金保険機構

JAバンク支援協会

系統債権管理回収機構

JA中央会
協力・連携

破綻時の支援

破綻未然防止の支援

不良債権の管理・回収

信連
（JAバンク府本部）JA 農林中金

（JAバンク中央本部）

破綻未然防止システム
○JA等の経営状況のモニタリング
○JA等に対する経営改善指導
○JAバンク支援基金等による
　資本注入などのサポート等

一体的事業運営
○実質的に一つの金融機関として機能
　するような運営システムの確立
○共同運営システムの利用
○全国どこでも統一された良質で
　高度な金融サービスの提供

安 心

農林中金への
指導権限の付与など

［JAバンク基本方針］

JAバンク会員の
経営健全性確保

金融サービスの
提供の充実

農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律再編強化法

「JAバンクシステム」により、
 ご利用者の皆さまに、より一層の「安心」と「便利」をお届けします。
　「JAバンクシステム」とは、「再編強化法」に基づきJAバンク会員（JA・信連・農林中央金庫）が一体的に事業
運営に取り組む仕組みです。JAバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、金融サービス提供の
充実・強化を目指す「一体的事業運営」の2つの柱で、皆さまに安心で便利なサービスをご提供します。
　また、JAバンクでは、「破綻未然防止システム」と「貯金保険制度」により「JAバンク・セーフティネット」を構
築しています。これにより、皆さまにより一層の安心をお届けします。 

JAバンク・セーフティネット

破綻未然防止システム 貯金保険制度
（農水産業協同組合貯金保険制度）

　ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻
を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度
です。具体的には、（1）個々のＪＡ等の経営状況
についてチェック（モニタリング）を行い、問題点
を早期に発見、（2）経営破綻に至らないよう、早
め早めに経営改善等を実施、（3）全国のＪＡバン
クが拠出した「ＪＡバンク支援基金」等を活用し、
個々のＪＡ等の経営健全性維持のために必要な
資本注入などの支援を行います。

　貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金
等の払出しができなくなった場合などに、貯金者
等を保護し、また、資金決済の確保を図ることに
よって、信用秩序の維持に資することを目的とす
る制度です。※

　この制度は、銀行・信金・信組・労金等が加入する
「預金保険制度」と同様の内容になっています。

※保険の対象となる貯金等のうち、決済用貯金（無利息、要求払い、
決済サービスを提供できること）に該当するものは全額、それ以
外の貯金等については1農水産業協同組合ごとに貯金者1名あ
たり元本1,000万円とその利息等の合計額が保護されます。

破綻未然防止のためのJAバンク独自の制度 貯金者等保護のための公的な制度

JAバンクシステム

JAバンク・セーフティネット
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ご利用者にとって最適なサービスを提供することで
ビジョンの実現を目指します。

　JAバンク大阪の基本的な戦略として「JAバンク大阪基本戦略」を策定し、組合員利用者本位の徹底を図る
中、JAと当会の役割分担を明確化することで、JAとともに、ご利用者の皆さまの満足度向上に向けて取り組ん
でおります。

　我々は、JAとともに「組合員利用者第一」を徹底し、ご利用者の役に立つ金融サービスの提供を
通じて、ご利用者の満足度向上とその結果としての利用量・シェアの拡大を実現します。特に大阪農
業振興のために、農業メインバンク機能の発揮の他、非金融分野にも取り組んでいきます。

ＪＡとともに地域で一番頼れる金融機関を目指しますビジョン

　組合員利用者本位の基本姿勢を徹底し、組合員利用者のお役に立つことで、信頼関係を強
化し、JAの利用拡大を図る。

メンバーシップ組織と総合事業の強みを生かした組合員利用者本位の
サービスの提供によるオンリーワン戦略を実践し、他金融機関との差別
化を図り、利用者基盤の強化と利用量の確保に努める。

JAに対する安定的な収益還元を実現し、JAを財務的にサポートすると
ともに、JAにおける組合員利用者本位の徹底及び利用者基盤拡充、健
全性確保の動きを人的・機能的にサポートする。

組合員利用者本位の徹底

JAと信連の役割分担の明確化

ＪＡ

信 連

ＪＡバンク大阪信連は 
最適なサービスの提供を通じて

ご利用者の信頼に応えます

明確化

●JAバンク大阪基本戦略

経 営 理 念

経営方針
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　低金利環境の長期化や他金融機関との競争激化等、取り巻く環境が厳しさを増す中、ＪＡに対する
サポート機能の発揮や収益力・財務体質の強化等に取り組みます。

第11次中期経営計画（2019年度～ 2021年度）

信 連 の 役 割 主 要 戦 略

農業振興 農業メインバンク機能の維持・強化

推進・
経営相談

❶  組合員利用者本位の業務運営に係るサポート
❷  中央会と連携したJAへの経営相談機能の
　 充実化
❸  JAバンクシステム維持のためのJAの
 　健全経営サポート

本部機能 JAバンク大阪における本部機能の発揮

IT ITを活用した事業推進・業務効率化サポート

調達
❶  JAにおける利用者基盤の強化と
　 調達コストの低減
❷  自己調達基盤の維持・拡充

運用
❶  あらゆる金融環境に対応した機動的な運用
❷  取引先の分散とバランスのとれた
 　貸出資産の確保

財務運営・
リスク管理

❶  マイナス金利政策にも耐えうる
　 資産アロケーションの構築
❷  自己資本の充実と効率的なリスク取得
❸ リスク管理の充実化

組織・人財
❶  戦略を実践するための人財開発と確保及び
　 価値観の共有
❷  役割発揮のための体制整備（組織・システム）

業務効率化と
事務堅確性
向上

❶  IT等の活用による業務効率化の徹底
❷  ITの活用やPDCAを通じた事務堅確性の
 　向上

子会社等 子会社・関連会社を含めた経営資源の
効率的活用

Ⅰ.  JAグループならではの
   存在価値発揮に資する
   サポート機能の充実

Ⅱ.  マイナス金利政策にも
    耐えうる収益力と
    財務体質の強化

Ⅲ.  2つの役割の
    遂行を支える
    組織力強化
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（単位： 百万円）業務純益
経常利益

当期剰余金
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8,865
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10,731 10,604
8,875

令和元年度

厳しい金融環境の中、安定的な業績を維持し、
地域で一番頼れる金融機関を目指します。

　令和元年度の我が国経済は、米中貿易摩擦の長期化で世界的に景気の減速感が強まっていたところに、新型
コロナウイルスの世界的大流行によって企業の生産活動が停止、消費需要も消失するなど、年度終盤に大波乱
となる一年になりました。
　かかる状況を受け、米国では2008年のリーマンショック以来のゼロ金利政策に踏み切るとともに、史上最大
の緊急経済対策を成立させるなど金融環境が大きく変化いたしました。
　こうした厳しい経営環境の中、資産ボリュームの最適化に配慮した調達と、リスクヘッジとバランス効果を重
視した運用に取り組んだ結果、事業目標を上回る経常利益１０６億円を計上することができました。
　また、府内ＪＡと大規模農業者や農業法人との関係構築・深耕を支援するとともに、中央会等の各連合会と一
体となった大阪農業振興サポートセンターを通じて、大阪府と共同で担い手育成に取り組む等、大阪農業振興
に向けた取組みを進めております。
　令和2年度につきましても、ＪＡグループの一員として大阪農業振興に貢献すべく取り組むとともに、 組合員
利用者本位の徹底により、ＪＡと一体となってご利用者の皆さまにとっての最適な金融サービスの提供を行って
まいります。

令和元年度　事業の概況

　令和元年度は、低金利環境が続く運用難の中、資産ボリュームの最適化に配慮した調達と、リスクヘッジと
バランス効果を重視した運用に取り組んだ結果、業務純益は10,731百万円（前期比1,923百万円減）、経常
利益は10,604百万円（同1,121百万円減）、当期剰余金は8,875百万円（同9百万円増）となりました。

業績の推移

業績ハイライト
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　調達コストの低減に重きを置いた取組みを進めた結果、府内ＪＡ貯金の令和元年度末残高は4兆9,571億
円（前年度末比288億円減）となりました。
　また、当会の貯金（譲渡性貯金を含む）につきましても、自己調達を抑制したことから4兆4,909億円（同
821億円減）となりました。

ＪＡ貯金・信連貯金の推移　
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6,742

平成27年度

7,109

平成28年度

6,990

平成29年度

6,854

平成30年度 平成27年度

13,800

平成28年度

11,039

平成29年度

11,386

令和元年度

7,284

令和元年度

11,176

平成30年度

47,080

令和元年度

●JA貯金の推移 ●信連貯金の推移
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48,000

46,000

44,000

42,000

40,000

38,000

36,000

34,000

0 0

46,854

平成27年度

48,057

平成28年度

49,359

平成29年度

49,860

平成30年度

49,571

令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

6,742

平成27年度

7,109

平成28年度

6,990

平成29年度

6,854

平成30年度 平成27年度

13,800

平成28年度

11,039

平成29年度

11,386

令和元年度

7,284

令和元年度

11,176

平成30年度

47,080

令和元年度

●JA貯金の推移 ●信連貯金の推移

　貸出金は、多様な案件に取り組むなど融資基
盤の強化に努めたことから、令和元年度末残高
は7,284億円（前年度末比430億円増）となりま
した。

貸出金残高の推移
　有価証券は、将来に亘って安定的な収益を確保
できるポートフォリオの維持・構築に努めた結果、
令和元年度末残高は1兆1,386億円（前年度末比
209億円増）となりました。

有価証券残高の推移
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最近5年間の主要な経営指標
（単位:百万円、人、%）

1. 平成27年度及び平成28年度は、有価証券残高のうち、保有目的区分「その他有価証券」については、期末の時価を適用しています。
    平成29年度～令和元年度は、有価証券は全て「その他有価証券」で保有しており、期末の時価により評価しています。
2. 「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出して

おります。

脚注

　令和元年度は、内部留保の積上げにより、自己資本額は2,708億円（前年度末比43億円増）となったものの、
リスク・アセットの増加に伴い、自己資本比率は14.48％（同0.22ポイント減）となりました。

自己資本比率（単体）の推移
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9,000

6,000

3,000

0

22
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2

0

自己資本
リスク・アセット

自己資本比率

（単位： %） （単位： 億円）

14,277

2,501

平成27年度

16,141

2,558

平成28年度

16,670

2,620

平成29年度

18,706

2,708

14.48

令和元年度

18,126

2,665

平成30年度

17.51
15.85 15.71

14.70

項　　　目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
経 常 収 益 50,856 52,591 54,346 50,778 46,811
経 常 利 益 18,196 14,193 12,782 11,726 10,604
当 期 剰 余 金 13,633 9,895 10,406 8,865 8,875
出 資 金 135,359 137,808 140,690 140,690 140,690

（出資口数） （27,071千口） （27,561千口） （28,138千口） （28,138千口） （28,138千口）
純 資 産 額 309,864 303,017 301,790 312,501 299,269
総 資 産 額 5,241,353 5,397,051 5,486,208 5,448,991 5,189,746
貯 金 等 残 高 4,441,224 4,550,141 4,708,087 4,573,171 4,490,991
貸 出 金 残 高 674,201 710,927 699,090 685,462 728,471
有 価 証 券 残 高 1,243,883 1,380,008 1,103,916 1,117,642 1,138,618
剰 余 金 配 当 金 額 5,590 5,247 4,996 4,905 5,009
・出 資 配 当 額 2,315 2,388 2,475 2,475 2,475
・事 業 分 量 配 当 額 3,275 2,858 2,521 2,429 2,534
職 員 数 216 216 215 212 218
単 体 自 己 資 本 比 率 17.51 15.85 15.71 14.70 14.48

※「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出しております。

業績ハイライト
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M
essage

　当会は、大阪府を事業区域として、最適なサービスの提供を通じて農業振興等に貢献し、ご利用者の信頼に
応えてまいります。
　当会の資金は、その大半が府内JAにお預けいただいたご利用者の皆さまの大切な財産である貯金を源泉と
しており、その資金をもとに、農業基盤の拡充と発展を目的とした農業関連融資や地域経済を支える企業の発
展を支援するための融資活動等を行っています。
　また、新型コロナウイルス感染拡大防止に向け、府内ＪＡにおいては、職員の交替勤務等、店舗運営に係る
対応を進めてまいりました。これからも業務継続体制を万全に整え、金融機関としての社会的責任に応えてま
いります。

　当会の令和元年度末の貸出金残高は7,284億円となりました。
　ＪＡの組合員の皆さまには、農業関連資金をご活用いただくとともに、資産活用等にはＪＡを通じた賃貸住宅
ローン等をご利用いただいています。
　また、大阪府内に事務所を置く企業等の皆さまには、ご融資をはじめ、総合的な金融サービスをご提供して
います。
　このほか、(独)住宅金融支援機構、㈱日本政策金融公庫の受託貸付金として106億円のお取引があり、今後
も地域の皆さまへの資金供給を積極的に行います。

地域への資金供給の状況

　当会の令和元年度末の貯金残高（譲渡性貯金を含む）は4兆4,909億円となっており、うち4兆1,977億円は
府内JAよりお預かりしています。
　また、組合員をはじめとする地域の皆さまの計画的な資産作りをサポートするため、目的に応じた各種貯金や
国債、投資信託等の金融商品を取り扱っています。

地域からの資金調達の状況

事業を通じた地域貢献

　ＪＡバンク大阪中之島倶楽部では、「中之島倶楽部セミナー」と題し、税理
士等の専門家を講師に迎え、組合員からの関心が高い生産緑地制度改正
や不動産活用の種類・事業手法等をテーマとしたセミナーを開催し、参加
者の皆さまに大変ご好評をいただきました。
　今後も、中之島倶楽部では、ＪＡと一体となって、会員の方々の関心が高
い税制改正や不動産活用、遺言等についての各種セミナーの開催や、相
続・不動産・金融資産等に関するコンサルティング業務の充実に努めます。

「中之島倶楽部セミナー」を開催

社会的責任と地域貢献活動

大阪の農業振興・経済の発展に貢献することが、
当会の社会的責任であると考えます。
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店舗名 所在地 相談窓口 電話番号

本　所 大阪市中央区高麗橋
3丁目3番7号

農業金融部 06‐6204‐6586

営業部法人営業担当
06‐6204‐6583
06‐6204‐6584
06‐6204‐6585

中小企業の経営改善のための取組みの状況

　当会は、金融円滑化に係る相談窓口を、農業金融部及び営業部（法人営業担当）に設置しており、ご利用者の皆
さまの経営実態等を踏まえて、経営のご相談や経営改善に関する支援を行う等、コンサルティング機能を適切に
発揮できる体制を整備しています。
　また、金融円滑化に係るご相談には、事業についての改善や再生の可能性その他の状況を勘案しつつ、相談内
容に柔軟かつ適切に対応するよう努めており、その際、必要に応じて他金融機関並びに外部機関との緊密な連携
を図る体制を整備しています。
　令和元年度は、金融円滑化に係る条件変更等のご相談（6件、貸付債権額247百万円）に対応しています。
　なお、当会は、金融円滑化に係る基本的方針を、以下のとおり定めています。

●中小企業の経営支援に関する取組み

社会的責任と地域貢献活動

地域密着型金融

金 融 円 滑 化 に 係 る 基 本 的 方 針

1．当会は、農業者又は中小企業者等のお客さまから、お借入れ
の申込みがあった場合には、お客さまの特性及び事業の状況
を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

2．当会は、農業者又は中小企業者等のお客さまからの新規融資
や貸付条件の変更等の申込み、事業再生ＡＤＲ手続の実施依
頼の確認又は地域経済活性化支援機構もしくは東日本大震
災事業者再生支援機構からの債権買取申込み等の求めにつ
いて、関係する他の金融機関等（政府系金融機関等、信用保証
協会等及び中小企業再生支援協議会を含む。）と緊密な連携
を図るよう努めてまいります。

　また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務
に留意し、お客さまの同意を前提に情報交換を図り連携に努
めます。

3．当会は、農業者又は中小企業者等のお客さまからの経営相談
に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に向
けた取組みをご支援できるよう努めてまいります。

4．当会は、お客さまからの、お借入れの申込みや貸付条件の変
更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相談及び苦情につ
いては、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得

られるよう努めてまいります。
　また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り

具体的かつ丁寧に説明するよう努めます。
5．当会は、上述のような金融の円滑化を適切に進めるために以

下のような体制を整備しております。
（1）金融円滑化管理委員会の設置

金融円滑化の適切な推進のため、理事長を委員長とし、関
係役員部長を委員として設置し、金融円滑化に係る対応を
一元的に管理し、組織横断的に協議します。

（2）金融円滑化管理責任者の設置
運用担当常務を金融円滑化管理責任者、農業金融部長及
び営業部長を金融円滑化管理担当者として、当会におけ
る金融円滑化の方針施策の徹底に努めます。

（3）相談窓口の設置
農業金融部及び営業部にお客さまからの円滑化に係る相
談窓口を設置しております。

6．当会は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その
適切性及び有効性を定期的に検証し、必要に応じて見直しを
行ってまいります。

お客さまのためのご相談窓口

●「経営者保証に関するガイドライン」への対応
　経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会及び日本商工会議所が事務局）が公表した｢経営者保
証に関するガイドライン｣を踏まえ、当会は、本ガイドラインを尊重し、遵守するための態勢を整備しています。
　当会は、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに即した保証債務の
整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応するよう努めます。

※ご相談受付時間：月～金 午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）
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M
essage

農業メインバンク機能強化への取組み

　府内農業者の皆さまの多様なニーズに対応するため、ＪＡ・信連が
一体となって農業者を訪問し、農業所得増大を促進するための様々
な提案を行っています。
　具体的には、当会の取組みとして各種農業融資に関する相談に対
応するほか、㈱日本政策金融公庫の受託資金を活用し、次代の農業
の担い手による攻めの経営展開を支援するため、農業者の「経営能
力」や「経営戦略」を積極的に評価する資金の提案を行っています。
　また、ＪＡバンクとしてアグリシードファンドによる出資を府内農業
法人に対して案内するなど、総合的な金融サービスを通じて規模拡
大や財務基盤強化への取組み支援を行っています。

　農業を取り巻く状況の厳しさや、政府による農協改革の動き等を踏まえて、ＪＡグループでは、今まで以上に
農業の発展や地域へ貢献すべく、「自己改革」に取り組んでいます。
　当会としても、農業メインバンク機能強化に取り組むとともに、大阪農業振興サポートセンターを通じて、
様々な取り組みを実践しています。

　「ＪＡ農機ハウスローン」、「農業振興資金」、「ＪＡ担い手応援ローン」、「ＪＡ新規就農応援資金」、「農業近代化資金」
といった府内ＪＡにおける農業融資に対し、全国ＪＡバンクグループの取組みとして利子補給を実施しています。ま
た、当会の独自支援策として、農業者が借入を行った際に負担する大阪府農業信用基金協会の保証料の全額助成
や農業融資に係る利子助成に取り組むとともに、各種農業融資商品や支援策について、より広く周知するために
JＡバンク大阪ホームページにおける農業融資商品の紹介ページなどを通じて、府内農業者の皆さまの満足度向
上や農業所得増大へのサポートを積極的に行っています。
　また、令和元年度も引き続き、平成30年台風第21号により被害を受けた農業者に対し、大阪府との協調による
農業近代化資金への利子補給の実施や、農業融資に係る利子助成の拡充により、広く被災農業者の借入負担を
軽減し、農業経営の維持や早期の経営再建の支援を行っています。

●農業融資に対する取組み

●農業者への金融支援における取組み

　担い手農業者の農業生産増大と農業所得向上へのサポートとし
て、商談会等への出展費用や法人化に係る登記費用等、ＧＡＰ認証
取得費用、新規就農者への営農費用等の一部助成を実施してい
ます。
　また、農家組合員・農業法人等からの多様なニーズにお応え出来
るよう、府内ＪＡ及び当会に担い手金融リーダー（令和２年３月末現
在府内ＪＡ・当会 計３１名）を設置するとともに、資金相談・経営相談
に精通する人材育成を目的に「ＪＡバンク農業金融プランナー」資格
取得者の拡充（同 計３３９名）を図っています。

担い手支援に向けた取組み

農業振興・自己改革
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大阪農業振興サポートセンターの取組み
　JAグループ大阪の中央会・各連合会が一体となって立ち上げた、大阪農業振興サポートセンターでは、大阪府
と共同で農業の担い手育成に取り組む等、農家所得向上による大阪農業振興に向けて、様々な取組みを行って
います。

　大阪府等と連携し、担い手経営体への育成支援を通じて、経営力強化等を図る以下の取組みを実施しました。
　具体的な取組みとしては、①府内若手農業者の経営能力を高める農業ビジネススクール「大阪アグリアカデ
ミア」の開催、②重点農家と位置づける生産者の経営力強化・所得増大を図るべく、専門家等を個別に派遣する

「経営強化コンサル事業」の実施、③新規就農を目指す方に対する栽培講習や地元農家との関係構築を目的と
した新規就農「はじめの一歩」村＠堺の開村・運営、を実施しました。

●大阪府等と連携した担い手経営体育成支援（農の成長産業化推進事業）

担い手育成とＪＡ支援

社会的責任と地域貢献活動

　農家組合員の労働力確保に対応すべく、JAが無料職業紹介事業者
に登録して無料職業紹介所を開設し、農家組合員に求職者を斡旋する
労働力確保支援事業を新たに展開しました。また、「農家で働く」ことに
特化したJAグループ大阪農業専門求人サイトを開設し、農業を労働先
として認知してもらえるように情報発信しました。

●労働力確保支援

都市農業の理解促進対策（大阪農業ＰＲ・ブランディング対策）

　昨年立ち上げたＷＥＢサイト「やるやん！大阪農業」にて、大阪農業の新しい価値を見つけ出し、その魅力を消
費者にアピールしています。各農家の取組みを取材したコンテンツをサイトやＳＮＳにより情報発信を行うほか、
取材した農家を集め、農産物の販売を行うなど、大阪農業の魅力を広く訴求しています。

●大阪農業ＰＲプロジェクト「やるやん！大阪農業」の展開

　大阪府内飲食店にて大阪産農産物を食する機会を創出し、安全・安心で新鮮な大阪産農産物の魅力を訴求
することを目的に、㈱ぐるなびとのコラボ企画として地産地消応援ＷＥＢサイト「大阪産のお野菜さん」を運営い
たしました。本サイトでは、大阪地産地消応援店舗の紹介や大阪産農産物を応援する情報発信等を行っていま
す。今般、プロジェクトの一環として「旬熟 大阪ぶどう＆大阪いちじくフェア」を8月に、「旬熟 大阪いちごフェア」
を3月に府内飲食店にて実施しました。旬の大阪産農産物を使ったスイーツを一般消費者に販売することで、
PRに努めました。

●大阪地産地消プロジェクトの展開

　今年度も㈱ガンバ大阪が運営するガンバ大阪アカデミー寮「青翔寮」に対し、年
間9トンの大阪産米を供給しました。この取組みは、㈱ガンバ大阪OfficialPartner
として、同クラブチームのブランド力を活用し、大阪産米の更なる認知度向上を図
るものです。また、同チームのユース生による農作業体験イベント等を6月にJA
茨木市管内の圃場にて実施したことに加え、5月及び9月のホームゲームにてPR
イベントを実施する等、地域農業との交流を図っています。

●ガンバ大阪OfficialPartnerとしての大阪産米ＰＲの展開
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M
essage

　本研究は、高い機能性成分を豊富に含む野生ブドウとワイン用品種の交配種から、大阪におけるワイン作りに適し
た新品種を選抜し、初の大阪産まれの新品種を用いたワインの醸造及びその普及を目指すものです。

野生ブドウを活用した「大阪ワイン」ブランド用ブドウ新品種の選抜と機能性成分強化方法の確立
（生命環境科学研究科　塩崎 修志准教授／平成29年度支援開始）

　本研究は、栽培経験のない人でも作業を行えるよう、画像処理技術を用いてブドウの房の数や位置を自動的に認識
する栽培作業補助システムを開発し、担い手不足の解消を通じて、大阪でのブドウ栽培の継続を目指すものです。

大阪ブドウの継続的な栽培に向けた作業者支援システムの開発
（工学研究科　内海 ゆづ子講師／令和元年度支援開始）

　規格外ナスの機能性を訴求して販路を創出するための可能性調査を行うとともに、規格外ナスを原料としたＧＡＢＡ
高含有ペーストの食品素材化と販路開拓を実施し、現状廃棄処理されているナスの有効活用・有価値化を目指します。

規格外のナスを原料としたＧＡＢＡ食品素材化の可能性調査

　平成30年に品種登録したブドウ‘ポンタ’の味・香りの基本的な特徴を明確化し、また、果皮色に影響する栽培環境の調査と、
果皮色が異なる果実の味・香りの分析を進め、‘ポンタ’のブランド化を推進し、大阪のブドウ産地の活性化を目指します。

大阪オリジナルブドウ品種‘ポンタ’の果皮色・味・香りのトリプル解明

　地球温暖化シナリオと50年以上蓄積した栽培データを活用し、デラウエアの発育の将来変動を予測し、ブドウ農家が
温暖化に適応した栽培管理を行うことや経営戦略を思考するための支援を目指します。

温暖化シナリオによる大阪府特産品ブドウ‘デラウエア’の発育の変動予測と適応策の検討

　心斎橋周辺の地下街クリスタ長堀にて、農産物直売イベント「プレミ
アムマルシェ」を毎月開催しました。会場では農産物の販売のほか大阪
農業ＰＲリーフレットの配布や試食コーナーを設け、大阪産農産物の魅
力を消費者に発信し、ファン拡大に努めています。また9月中旬の11日
間、「大阪産グルメフェア」を実施し、クリスタ長堀地下商店街飲食店に
よる大阪産農産物を使った限定メニューを一般消費者に提供しました。

●クリスタ長堀での大阪産農産物マルシェの実施

　当会は、「食」「農」「環境」をキーワードに、地域社会における学術・研究・人材育成等の分野において、人的・知的
資源の交流・活性化促進を目的に公立大学法人大阪（大阪府立大学）と産学官連携基本協定を締結しております。
　本協定に基づき、当会は、「産学連携研究支援事業」として同大学の在籍教員が行う大阪府域の農業者等に貢献
する技術開発のための研究に対し、平成 25 年度より研究費の支援を行っています。

大阪府立大学との連携

　当会は、地域社会における農業・食品・環境に関する技術開発、技術教育等を支援するとともに、新事業創出等
地域の産業振興に寄与することを目的に、地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所と研究支援基本
協定を締結し、令和２年度より研究費の支援を開始いたしました。
　研究テーマは、食・農業・環境に関連するもので、農業新技術の実用化等、具体的に農業者の役に立ち、大阪農
業の振興に繋がるものを対象としています。

大阪府立環境農林水産総合研究所との連携

●令和２年度の支援対象研究

●令和２年度の支援対象研究

トピックス
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食農教育への取組み

　ＪＡバンクが全国の小学生に向けて贈呈している教材本「農業とわたし
たちのくらし」等を活用した出張授業を実施しています。
　授業では、身近な野菜の特徴や産地等に関するクイズで農業への関心
を高めるとともに、日本の食料自給率の現状や、地域農業の維持・発展の
重要性について、府内ＪＡと連携しながら子供たちに伝えています。

●食農教育教材本を活用した出張授業の実施

　ＪＡバンク大阪では、信用事業の利用を通じて、大阪産農産物の美味しさを知っていた
だき、府内農業への理解を深めていただくことを目的に、令和元年6月～令和2年1月（期
間は府内JA任意）の間、『便利に“もぐもぐ”キャンペーン』を展開しました。本キャンペー
ンは府内各JAで定めるお取引をしていただいた組合員利用者の皆さまに大阪産農産物
の加工品７つの中から１つをお選びいただくというもので、特典の農産物加工品をお楽し
みいただきました。

●『便利に“もぐもぐ”キャンペーン』の展開

　令和元年6月25日、7月19日、8月7日、11月12日、11月20日にＪＡ大阪センタービル前で夕市を開催し、府内
で生産された新鮮な野菜・果物・花苗を販売するなど、大阪農業と農産物の普及促進に努めました。

●ＪＡ大阪センタービル前での夕市の開催

　当会では、奇数月の月末に、JA大阪センタービル周辺において職員一人ひとりが自主的に参加を行い、清掃活
動を行っております。なお、11月末の清掃活動につきましては、大阪市主催の「大阪マラソン“クリーンＵＰ”作戦」
へ参加いたしました。

●奇数月月末清掃

　地域社会との交流、地域文化への発展に寄与するものであるという趣旨に賛同し、令和元年8月31日、9月1日
に開催された公益社団法人上方落語協会主催の第29回「上方はなし・彦八まつり」へ協賛いたしました。

●第２９回「上方はなし・彦八まつり」への協賛

その他の取組み

　ＪＡバンクでは、直売所の利用を通じて、大阪産農産物の新鮮さや美味しさを広く知っていただき、府内農業
への理解を深めていただくことを目的に、ＪＡが運営する直売所等※でのお買い物時にＪＡカードでお支払いい
ただくと、ご請求時に5％割引する施策を実施しています。

●信用事業を通じた府内農業の振興

※対象店舗は、ＪＡが運営する直売所・ファーマーズマーケットです。一部対象とならない店舗があります（大阪府内の対象店舗：あすかてくるで河内長野店、あ
すかてくるで羽曳野店、愛彩ランド、ＪＡ大阪北部農産物直売所、Rizumieこーたり～な、ハーベストの丘農産物直売所「またきて菜」、畑のつづき龍華店、畑
のつづき八尾店、畑のつづき天美店、畑のつづき東大阪店、畑のつづき松原店、畑のつづき柏原店、畑のつづき長瀬店、JA大阪市農産物直売所「おいで～
菜」平野店、JA茨木市農産物直売所「みしま館」）。

※本特典は、令和2年7月1日現在のものであり、予告なく割引率の変更や本特典を終了する場合があります。
※その他、詳細はＪＡバンクのホームページをご覧ください（https://www.jabank.org/campaign/market/）。

社会的責任と地域貢献活動
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統合的リスク管理

M
essage

経営の健全性維持並びに収益性の向上に資するため、
リスク管理態勢の充実・強化に取り組んでいます。

●統合的リスクマネジメント態勢

リスク管理態勢
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収益

資本 リスク

予算

資本計画

アロケーション
方針

経営
目標

リスク認識

リスク許容量

規制資本管理 経済資本管理

　金融・経済のグローバル化の進展、情報技術の革新等、金融機関を取り巻く環境の変化はリスクをより複雑・
多様化させています。こうした環境下、当会では経営の健全性の維持並びに収益性の向上に資するため、統合
的リスク管理態勢の構築に取り組んでいます。

　リスク管理の目的は「リスクから生じる効用を増やし、損失を回避する」こと。つまりは、リスクをうまくコントロー
ルすることにより、経営の「健全性の維持」と「収益性の向上」を同時にバランスよく達成することにあります。
　金融機関を取り巻くリスクが複雑・多様化する今日、まさにリスク管理の巧拙が経営の鍵を握っていると言って
も過言ではありません。
　そこで、当会は、「リスクマネジメント基本方針」をはじめ、各種リスク管理方針を策定し、その中でリスク管理に
関する方針・手法・体制等を定め、機能的・効果的なリスク管理に努めています。

　当会では、業務上抱える様々なリスクを計量化するとともに、自己資本を配賦原資としたリスク許容額を
算出し、リスクの種類別にリスク配賦額を決定しています。
　各部門は決定されたリスク配賦額の範囲内において業務運営を行い、リスク管理統括部門で一元的な管
理を行うことにより、経営の健全性の維持と収益性の向上に努めています。

経営目標を達成するために、必要なリスク
の種類及び規模を認識します。
信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク  等

リスク認識と対をなすものであり、資本額を
もとに許容するリスクの最大値を定めます。

目標とする収益を確保するための予算、収益
確保や経営の健全性維持のためのリスクテ
イクを定めるアロケーション方針、そして、リ
スク認識の裏づけとなる経営体力（資本）を
確保するための資本計画が整合的であるこ
とを確認します。

リスク管理に対する考え方

統合的なリスク管理の取組み

リスク認識

リスク許容量

収益、リスク、資本の整合性を確認

●統合的リスク管理態勢

リスク管理態勢
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リスクの種類

M
essage信用リスク

市場リスク

流動性リスク

オペレーショナル・
リスク

信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し損失を被るリスク

金利、為替、株価等の様々な市場のリスク要因の変動により、資産･負債の価値が変動し
損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスク

運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難に
なる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被
るリスク(資金繰りリスク)及び市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、
通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク(市
場流動性リスク)

業務継続リスク
自然災害等による大規模な被災や大規模な障害の発生に際し、適切な対策が実施できず
業務継続が困難となるリスク

事務リスク
業務の過程又は役職員の活動が不適切であることにより損失が発生するリスク

システムリスク
コンピュータシステムのダウン、誤作動、システム不備等に伴い当会が損失を被るリスク

法務リスク
経営判断や個別業務の執行において、法令違反や不適切な契約締結等に起因し、当会に
損失が発生したり、取引上のトラブルが発生するリスク

人的リスク
労務慣行の問題、労働安全衛生環境の問題又は役職員等の不法行為により当会が使用
者責任を問われる問題に起因して、当会が損失を被るリスク

有形資産リスク
災害、犯罪又は資産管理の瑕疵等の結果、有形資産の毀損による損失を被るリスク

情報漏洩等リスク
情報が適切に保護されず、漏洩することに伴うリスク

系統組織の経営リスク
府内ＪＡの経営に関連して当会が何らかの影響を受けるリスク

風評リスク
当会の活動に関連して現実に発生したリスク事象、又はマスコミ報道、評判・風評、虚偽の
風説・悪意の中傷等が契機となり、市場や利用者の間における当会の信用（又は評判）が
毀損し、当会が有形無形の損失を被るリスク

規制・制度変更リスク
法規制、会計基準等の変更により、当会の業務遂行が困難になる、あるいは経営戦略の変
更を余儀なくされるリスク
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各種リスク管理方針
信用リスク

市場リスク

流動性リスク

オペレーショナル・リスク

クレジットポリシー

内部格付

ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）

業務継続リスク

事務リスク

システムリスク

　当会では、「クレジットポリシー」により定められた貸出業務の行動規範を遵守し、優良貸出資産の形成に努め
ています。個別融資案件については、融資・審査部門で情報収集に努めるとともに、内部格付等の基準に基づい
た厳正な審査を行っています。
　また、融資ポートフォリオ管理やグループ別与信限度額管理によりリスク分散化に努めるとともに、信用リスク
計測システムにより同リスクの計量化を行い、信用リスク管理を行っています。

　当会では、フロントオフィス（市場部門）から独立したバックオフィス（事務処理部門）及びミドルオフィス（リスク
管理部門）を設置し、相互に牽制が働く組織体制としています。
　市場リスクの管理については、「ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）」等によりリスク量を算出し、自己資本をベース
に配分されたリスク限度額の管理を中心とした各限度額等管理、また、計測リスク量の適正性を検証するバック
テスト等を通じ管理の精緻化に取り組んでいます。

　安定的な流動性確保のため、大口資金の動向や資金決済情報による流動性資金の残高管理を日々行うととも
に、万一の事態に備え、適正な資金確保と資金調達ルートの拡充に努めています。

　オペレーショナル・リスクの内容は、リスクの種類に記載のとおりですが、各種オペレーショナル・リスクを一元
的に管理する規程を整備し、以下のとおり適切に管理を行っています。

　法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、情報漏洩等リスク、系統組織の経営リスク、風評リスク、規制・制度変
更リスク各々については、コンプライアンス・マニュアル、セキュリティポリシー、他各種規程に基づき適切に管理
を行っています。

　クレジットポリシーは、当会の与信業務の基本原則等を定めたものであり、与信業務における役職員の行動規
範として位置づけています。

　内部格付は、与信先の返済能力を定量・定性分析により合理的に判定する統一的な基準です。これに伴い、適正
な自己査定を実施するとともに、ポートフォリオ管理や適正金利の設定に活用しています。

　ＶａＲとは、過去の価格変動からみて、一定の保有期間中に、一定の確率の範囲内において市場が不利に動いた
場合に予想されうる最大損失額をリスク量として認識する考え方です。

　業務継続要領等に基づき、自然災害等による大規模な被災や大規模な障害の発生に際し、当会として優先して
遂行すべき業務を継続するための態勢の構築を図る等、適切なリスク管理を行っています。また、全国のＪＡバン
クとしての業務継続態勢の整備にも取り組んでいます。

　役職員の不正確な事務処理、あるいは事故・不正等についてその発生を未然に防止するため、コンプライアン
ス・マニュアル、内部管理事務手続等の遵守並びに相互牽制機能に基づき、適切なリスク管理を行っています。

　セキュリティポリシーにより、当会の情報資産（情報及び情報システム）を適切に保護するための安全対策に係
る基本方針を明文化し、コンピュータシステムのダウン･誤作動、システムの不備等について、内部管理手続等の
遵守及び相互牽制機能に基づき、トラブルの発生を未然に防止するために適切な管理を行っています。

リスク管理態勢
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破綻先債権
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3か月以上延滞債権

●貸倒引当金等によるカバー率●リスク管理債権の推移 ●貸出金全体に占める
　リスク管理債権の割合 （単位： 百万円）

カバー率

100%
リスク管理債権比率

0.07%

貸出金
728,471

リスク管理債権合計
556

計556

個別貸倒
引当金残高
549

担保・保証付
債権額等
6

平成
27年度

359

359

令和
元年度

556

556

平成
28年度

2,335

2,335

平成
29年度

254

243 243
11

平成
30年度

1,202

1,191

11

M
essage　令和元年度末のリスク管理債権残高は556百万円（前年度末比646百万円減）となり、貸出金に占める割合

（リスク管理債権比率）は、0.07％（同0.10ポイント減）となりました。
　なお、リスク管理債権については、貸倒引当金や担保・保証等により100％カバーされています。

　当会では、内部監査部門として他の業務執行部門から独立した「監査部」を設置しています。内部監査において
監査部では、当会の経営活動全般にわたる管理及び業務の遂行状況を、内部統制の適切性と有効性の観点から
検証・評価し、監査結果に基づく情報の提供、改善・合理化への助言提案を通じて、当会財産の保全及び経営効率
の向上に努めています。
　内部監査は、内部監査計画に基づき、当会の全部署及び連結対象子会社のすべての業務を対象としており、リ
スクアセスメント結果を踏まえ重点項目を設定する等、被監査部署のリスクの種類・程度に応じた、効率的で実効
性のある監査の実施に努めています。
　監査結果は、理事長及び常任監事に報告したのち、定期的に理事会、経営管理委員会に報告しています。併せ
て、被監査部署における提案指導事項等の改善取組状況について、定期的にフォローアップを実施することで、
内部監査の実効性確保に努めています。
　また、監査部は、資産自己査定における査定結果の検証部署として、内部格付、自己査定、償却・引当の正確性・
適切性についての検証を通じて、資産の健全性確保に努めるとともに、「財務諸表の正確性、内部監査の有効性
についての経営者責任の明確化」に関し、代表者確認書制度の検証体制を構築しています。

●リスク管理債権への対応

●内部監査体制
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職　　員

コンプライアンス体制図
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理  事  会
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監  事
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 コンプライアンス委員会

付議・報告
指示
監査
報告
指導

　コンプライアンスとは、「企業が企業活動を行うに際して関係法令等を厳格に遵守することをはじめ、社会的
規範を全うする」ということです。当会においても違法行為の未然防止の仕組みを構築するとともに、役職員が
法律を守るという姿勢を高め、経営の健全性と社会からの信頼を確保していきます。

　当会の業務運営及び役職員の行動がコンプライ
アンスに基づき、より具体的に実践されるよう、当会
の「経営理念・倫理憲章」に則した役職員の行動規
範、及び遵守すべき法令等の解説を取りまとめた「コ
ンプライアンス・マニュアル」並びに具体的な実践計
画を明示した「コンプライアンス・プログラム」を策定
し、役職員への周知徹底を図っています。

　「コンプライアンス・プログラム」に基づき、コンプ
ライアンスに係る意識と理解の向上を目指した全役
職員への研修の実施、コンプライアンス・オフィサー
の資格取得義務付けの継続並びに各部署による具
体的なプログラムの実施に取り組む等、常に経営の
健全性の確保に努めています。
　今後もコンプライアンスは当会経営の「基盤」で
あるとの認識のもと、経営管理委員、理事をはじめ、
すべての役職員がそれぞれの立場・役割において誠
実かつ公正な業務運営を遂行していきます。

法令遵守（コンプライアンス）態勢

コンプライアンス活動と今後の取組み

倫 理 憲 章
当会の社会的責任と公共的使命の認識
1. 当会の金融機関としての社会的責任と公共的使命を認識し、経営理念に基づく健全かつ適切な事業運営を通じて、それ

らを果たしていくことにより、社会に対する一層の揺るぎない信頼の確立を図る。
会員等のニーズに適した顧客本位で質の高い金融サービスの提供
2. 「ＪＡバンクシステム」の一員として、お客さま本位のサービス提供により、お客さまのニーズに応えるとともに、市民生活

や業務運営に脅威を与えるサイバー攻撃、自然災害等に備えたセキュリティレベルの向上や災害時の業務継続確保によ
り質の高い金融サービス及び非金融サービスの提供を通じて、府内JA信用事業を支援することにより、その役割を十全
に発揮し、会員・利用者及び地域社会の発展に寄与する。

法令やルールの厳格な遵守
3. すべての法令等を厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、誠実かつ公正な事業運営を遂行する。
反社会的勢力の排除、テロ等の脅威への対応
4. 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、関係遮断を徹底する。また、国際社

会がテロ等の脅威に直面しているなか、マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策の高度化に努める。
透明性の高い組織風土の構築とコミュニケーションの充実
5. 経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、系統内外とのコミュニケーションの充実を図りつつ、真に透明な経営

の重要性を認識した組織風土を構築する。
職員の人権の尊重等
6. 職員の人権、個性を尊重するとともに、健康と安全に配慮した働きやすい環境を確保する。
環境問題への取組
7. 資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄与する金融サービスを提供するなど、環境問題

に取り組む。
持続可能な社会貢献活動への取組
8. 当会が社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であることを自覚し、社会の一員として、地域社会等と連携し、すべて

の人々の人権を尊重しつつ環境問題等の社会的課題への対応に努め、社会と共に歩む「企業市民」として、積極的に持続
可能な社会貢献活動に取り組む。

●コンプライアンス

コンプライアンス
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名　　　　　称 電　話　番　号
東 京 弁 護 士 会 紛 争 解 決 セ ン タ ー 0 3 - 3 5 8 1 - 0 0 3 1
第 一 東 京 弁 護 士 会 仲 裁 セ ン タ ー 0 3 - 3 5 9 5 - 8 5 8 8
第 二 東 京 弁 護 士 会 仲 裁 セ ン タ ー 0 3 - 3 5 8 1 - 2 2 4 9
京 都 弁 護 士 会 紛 争 解 決 セ ン タ ー 0 7 5 - 2 3 1 - 2 3 7 8
兵 庫 県 弁 護 士 会 紛 争 解 決 セ ン タ ー 0 7 8 - 3 4 1 - 8 2 2 7

金 融 商 品 の 勧 誘 方 針

当会は、貯金・定期積金、その他の金融商品の販売等に係る勧誘に当たっては、次の事項を遵守し、お客さまに
対して適正な勧誘を行います。

M
essage　当会では、お客さまからのご相談及び苦情等の声を真摯に受け止め、迅速かつ組織的に対応するとともに、

業務改善に努め、お客さまの利便性向上に取り組んでいます。

　これらの各機関のご利用に際しては、①の窓口又は一般社団法人ＪＡバンク相談所【電話：０3−６837−1359 
月～金 午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）】にお申し出ください。
　なお、以下の弁護士会仲裁センター等には、お客さまより直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。

　また、東京三弁護士会の仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望
を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法があります。

東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレ
ビ会議システム等により、共同して解決に当たります。

東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。

　当会では、お客さまより頂いたご相談及び苦情等に適切に対応するために、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、そ
の内容をホームページ等で公表しています。また、「ＪＡバンク相談所」とも連携し、迅速かつ適切な対応に努めています。

　当会では、紛争解決機関として、次の６の外部機関（弁護士会仲裁センター等）を利用しています。

ご相談・苦情等受付窓口（総務部） 【電話：０６−６２０４−６５76 月～金 午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）】

○東京三弁護士会（東京、第一東京、第二東京）仲裁センター等 ○京都弁護士会紛争解決センター
○公益社団法人　民間総合調停センター（大阪府） ○兵庫県弁護士会紛争解決センター

※ＪＡバンク相談所　公平・中立な立場でお申し出を伺い、お客さまのご了承を得たうえで、ご利用のＪＡに対して迅速な解決を依頼します。

① ご相談・苦情等への対応

② 紛争解決機関

現地調停

移管調停
※現地調停、移管調停は全国の弁護士会で実施しているものではありません。具体的内容についてはＪＡバンク相談所又は東京三弁護士会仲裁センター等に

お問い合わせください。

　当会では、お客さまが安心して金融商品をご利用いただけますよう、知識と経験を持った職員を配置し、リス
クの所在など重要な事項を正しくご理解いただくための各種商品に対する情報提供に努めています。

１．お客さまの商品利用目的並びに知識、経験、財産の
状況及び意向を考慮のうえ、適切な金融商品の勧
誘と情報の提供を行います。

２．お客さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容な
ど重要な事項を十分に理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事
実でない情報を提供するなど、お客さまの誤解を招
くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、お客さまのご都合に合わ
せて行うよう努めます。

５．お客さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の
研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関するお客さまからのご質問やご照会
については、適切な対応に努めます。

●金融ＡＤＲ制度への対応

●金融商品の勧誘方針
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個 人 情 報 保 護 方 針

当会は、利用者等の皆さまの個人情報及び個人番号等（以下「個人情報等」といいます。）を正しく取り扱うこ
とが当会の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守します。

１．関係法令等の遵守
　　当会は、利用者等の個人情報等を適正に取り扱う

ために、「個人情報の保護に関する法律」及び「行政手
続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律」（以下「番号法」といいます。）をは
じめとする関係法令・ガイドライン等に加え、本保護
方針に定めた事項及び当会の諸規程を誠実に遵守し
ます。

２．利用目的
　　当会は、利用者等の個人情報等の取扱いにおいて、

利用目的をできる限り特定したうえで、ご本人の個人
情報等を取得するに当たっては、その利用目的を通
知、公表又は明示するとともに、その利用目的の達成
に必要な範囲内において、これを取り扱います。

　　なお、番号法における個人番号等の利用等、特定の

個人情報等の利用目的が法令等に基づき別途限定さ
れている場合には、当該利用目的以外での取扱いは
いたしません。

　　当会の個人情報等の利用目的は、当会の窓口に掲
示するとともに、ホームページ等に掲載しております。

３．適正な取得
　　当会は、個人情報等を取得する際には、適正かつ

適法な手段で取得いたします。
４．安全管理措置
　　当会は、取り扱う個人情報等を利用目的の範囲内

で正確かつ最新の内容に保つよう努めるとともに、
漏えい等を防止するため、安全管理に関する必要か
つ適切な措置を講じ、従業者及び委託先（再委託先
等も含みます。）を適正に監督します。

　当会は、個人情報保護の重要性に鑑み、また、当会に対する社会の信頼をより向上させるため、「個人情報の
保護に関する法律（個人情報保護法）」・その他の関連法令・ガイドライン等に基づき、次のとおり取組方針を制
定し、個人情報の適正な取扱いに努めています。

　ＪＡグループは、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合として、助け合いの精神のもとに、持続可能な
農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現を理念として掲げています。
　当会では、この理念のもと、2017年3月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を採
択するとともに、利用者の皆さまの安定的な資産形成に貢献するため、以下の取組方針を制定いたしました。
　今後、本方針に基づく取組みの状況を定期的に公表するとともに、よりお客様本位の業務運営を実現するた
め本方針を必要に応じて見直してまいります。

１．お客様への最適な商品提供　
　（1） お客様に提供する金融商品は、特定の投資運用

会社に偏ることなく、社会情勢や手数料の水準等
も踏まえたうえで、お客様の多様なニーズにお応
えできるものを選定します。

２．お客様本位のご提案と情報提供
（１）お客様の金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わ

せて、お客様にふさわしい商品をご提案いたします。
（２）お客様の投資判断に資するよう、商品のリスク特

性・手数料等の重要な事項について分かりやすく
ご説明し、必要な情報を十分にご提供します。

（3）お客様にご負担いただく手数料について、お客様
の投資判断に資するように、丁寧かつ分かりやす
い説明に努めます。

３．利益相反の適切な管理
（１）お客様への商品選定や情報提供にあたり、お客様

の利益を不当に害することがないように、「利益
相反管理方針」に基づき適切に管理します。

４．お客様本位の業務運営を実現するための人材の育
成と態勢の構築

（１）研修による指導や資格取得の推進を通じて高度
な専門性を有し誠実・公正な業務を行うことがで
きる人材を育成し、お客様本位の業務運営を実現
するための態勢を構築します。

●お客様本位の業務運営に関する取組方針

●個人情報保護について

コンプライアンス
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M
essage

　当会は、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品取引法及び関係する
ガイドライン並びに当会で定める利益相反管理方針（以下、「方針」といいます。）に基づき、利益相反するおそ
れのある取引を適切に管理するための体制を整備し、適正に業務を遂行しています。
　当会は、法令等に従い、当会の利益相反管理方針の概要を次のとおり公表いたします。

１．対象取引の範囲　
　　方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」

は、当会の行う信用事業関連業務又は金融商品関連
業務に係るお客さまとの取引であって、お客さまの
利益を不当に害するおそれのある取引をいいます。

２．利益相反のおそれのある取引の類型
　　「利益相反のおそれのある取引」の類型は、以下の

とおりです。
（１）お客さまと当会の間の利益が相反する類型
（２）当会の「お客さまと他のお客さま」との間の利益

が相反する類型
３．利益相反の管理の方法
　　当会は、利益相反のおそれのある取引を特定した

場合について、次に掲げる方法により当該お客さま
の保護を適正に確保いたします。

（１）対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を
行う部門を分離する方法

（２）対象取引又は当該お客さまとの取引の条件若し
くは方法を変更し、又は中止する方法

（３）対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に
害されるおそれがあることについて、当該お客さ

まに適切に開示する方法（ただし、当会が負う守
秘義務に違反しない場合に限ります。）

（４）その他対象取引を適切に管理するための方法
４．利益相反管理体制
（１）当会は、利益相反のおそれのある取引の特定及

び利益相反管理に関する当会全体の管理体制を
統括するための利益相反管理統括部署及びその
統括者を定めます。この統括部署は、営業部門か
らの影響を受けないものとします。　　　　　
　また、当会の役職員に対し、方針及び方針を踏
まえた内部規則等に関する研修を実施し、利益相
反管理についての周知徹底に努めます。

（２）利益相反管理統括者は、方針にそって、利益相反
のおそれのある取引の特定及び利益相反管理を
実施するとともに、その有効性を定期的に適切に
検証し、改善いたします。

５．利益相反管理体制の検証等
　　当会は、方針に基づく利益相反管理体制について、

その適切性及び有効性を定期的に検証し、必要に応
じて見直しを行います。

５．第三者への提供
　　当会は、法令により例外として扱われるべき場合

を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個
人情報を第三者に提供しません。

　　なお、個人番号等につきましては、番号法に限定的に
明記された場合を除き、第三者に提供いたしません。

６．機微（センシティブ）情報の取扱い
　　当会は、ご本人の機微（センシティブ）情報（金融

分野における個人情報保護に関するガイドラインで
定める情報をいいます。）につきましては、法令等に
基づく場合や業務遂行上必要な範囲においてご本
人の同意をいただいた場合などの同ガイドライン
に掲げる場合を除き、取得・利用・第三者提供はいた
しません。

７．匿名加工情報の取扱い
　　当会は、匿名加工情報（個人情報を個人情報の区

分に応じて定められた措置を講じて特定の個人を
識別することができないように加工して得られる個
人に関する情報であって、当該個人情報を復元して
特定の個人を再識別することができないようにした
ものをいいます。）の取扱いにつきましては、関係法

令・ガイドライン等に則して、安全管理に関する必要
かつ適切な措置を講じます。

８．開示・訂正等、利用停止等
　　当会は、保有個人データにつき、法令に基づきご

本人からの開示・訂正等及び利用停止等のお申し出
につきましては、迅速かつ適切に応じます。

９．継続的な改善
　　当会は、取り扱う個人情報等の保護のための取組

みを継続的に見直し、その改善に努めます。
10．苦情・ご意見・ご要望のお申し出
　　当会の個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・

ご要望につきましては、誠実かつ迅速に対応します。
　　当会の個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意

見・ご要望につきましては、次の窓口までお申し出く
ださい。

〒541−0043 
大阪府大阪市中央区高麗橋３丁目３番７号
大阪府信用農業協同組合連合会　総務部 
TEL 　06-6204-6576

●利益相反管理方針の概要
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　当会は、事業を行うにつきまして、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以
下、「マネー・ローンダリング等」といいます。）の防止に取り組みます。
　あわせて、本基本方針を定め、これを遵守し、反社会的勢力等に対して断固とした姿勢で臨むことをここに
宣言します。
　また、利用者に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対応を講じます。

　当会は、ご利用者の正当な利益の保護と利便の確保のため、以下の方針を遵守します。また、ご利用者の保
護と利便の向上に向けて継続的な取組みを行います。

［運営等］
1. 当会は、マネー・ローンダリング等防止及び反社

会的勢力等との取引排除の重要性を認識し、適
用となる法令等や政府指針を遵守するため、当
会の特性に応じた態勢を整備します。

　　 また、適切な措置を適時に実施できるよう、役
職員に指導・研修を実施し、マネー・ローンダリン
グ等防止及び反社会的勢力等との取引排除につ
いて周知徹底を図ります。

［マネー・ローンダリング等の防止］
2. 当会は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を

実施するため、自らが直面しているリスクを適時・
適切に特定・評価し、リスクに見合った低減措置を
講じます。

［反社会的勢力等との決別］
3. 当会は、反社会的勢力等に対して取引関係を含め

て、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力によ
る不当要求を断固として拒絶します。

［組織的な対応］
4. 当会は、反社会的勢力等に対しては、組織的な対応

を行い、職員の安全確保を最優先に行動します。
［外部専門機関との連携］
5. 当会は、警察、財団法人暴力追放推進センター、弁

護士など、反社会的勢力等を排除するための各種
活動を行っている外部専門機関等と密接な連携を
もって、反社会的勢力等と対決します。

［有事における民事と刑事の法的対応］
6. 当会は、反社会的勢力による不当要求に対しては、

民事と刑事の両面から断固たる態度で対応します。
［裏取引の禁止］
7. 当会は、反社会的勢力による不当要求が、事業活

動上の不祥事や職員の不祥事を理由とする場合
であっても、事実を隠ぺいするための裏取引を絶
対に行いません。

［資金提供の禁止］
8. 当会は、反社会的勢力等への資金提供は、絶対に

行いません。

１. 当会は、ご利用者に対する取引又は金融商品の説
明（経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点
からの説明を含む。）及び情報提供を適切かつ十
分に行います。

２. 当会は、ご利用者からのご相談・苦情等について、
公正・迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとし
た金融円滑化の観点からの対応を含む。）し、ご利
用者の理解と信頼が得られるよう適切かつ十分
に対応します。

３. 当会は、ご利用者に関する情報について、法令等
に基づく適正かつ適法な手段による取得並びに
情報の紛失、漏洩及び不正利用等の防止のため
の必要かつ適切な措置を講じます。

４. 当会が行う事業を外部に委託するに当たっては、
ご利用者情報の管理やご利用者への対応が適切
に行われるよう努めます。

５. 当会は、当会との取引に伴い、ご利用者の利益が
不当に害されることのないよう、利益相反管理の
ための態勢整備に努めます。

【備考１】 本方針の「ご利用者」とは、「農業協同組合法その他関
連法令等により営む事業で取引をされている方及び
今後取引を検討されている方」をいいます。

【備考２】 本方針の「取引」とは、「与信取引（貸付契約及びこれに
伴う担保・保証契約）、貯金等の受入れ、商品の販売、
仲介、募集等においてご利用者と当会との間で事業と
して行われるすべての取引」をいいます。

●マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針

●利用者保護等管理方針

コンプライアンス
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Service

本所窓口

融資活動

有価証券運用

　当会は、府内JAがご利用者の皆さまからお預かりした貯金
およそ4兆9千億円のうち、4兆1千億円を預かっており、また
地域の事業会社や個人の方にもお気軽にご利用いただいて
います。各種貯金、定期積金はもとより、国債、投資信託等皆
さまのニーズにお応えすることができるよう商品を多彩に取
り揃えています。

　当会は、府内ＪＡの融資業務を補完し、農業基盤の拡充と
発展を目的とした農業関連融資への取組みはもとより、大阪
に拠点を置く企業を中心に、広範囲な融資活動を積極的に
展開し、地域経済の発展に貢献しています。
　また、受託金融機関として、（株）日本政策金融公庫の農業
生産基盤の向上を目的とした、長期低利融資、（独）住宅金融
支援機構が行う住宅資金などの窓口（代理業務）ともなっ
ています。

　ご利用者の皆さまからお預かりした大切な資金をもとに、
国債等を中心に良質なポートフォリオを構築し、安定的な収
益の確保に努めています。
　金融商品の高度化・複雑化が進展する中、今後も経済情勢
の変化に機敏に対応しつつ、各種リスクに留意した運用を行
います。

様々な業務を通じて、
皆さまのニーズに真摯にお応えします。

貯金業務

融資業務

有価証券運用業務

業務のご案内
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　当会は、府内ＪＡと一体となって、最適なサービスの提供を通じて、組合員をはじめ地域の皆さまのお役に立て
るよう「地域で一番頼れる金融機関」を目指して、様々な取組みを行っています。
　ＪＡバンク大阪をご利用の皆さまのお金と暮らしに関するニーズが多様化する中、研修会等を通じて、ＪＡバン
ク大阪の職員が行う相談・提案活動を支援しています。ＪＡバンク大阪に関する情報発信・住宅ローン等のシミュ

レーションを簡単に行うことができるホー
ムページを運営するなど、皆さまの満足度
向上に努めております。
　また、有益な情報提供や資産承継等に関
しての様々なお悩みにお応えすべく、「ＪＡ
バンク大阪 中之島倶楽部」を運営していま
す。同倶楽部では、今後も引き続き、会員
の方々の関心が高い相続対策や不動産活
用、遺言等についての各種セミナーをはじ
めとする会員サービスや、コンサルティン
グ業務の充実に努めます。

　「JAバンクシステム」のもと、①組合員をはじめ、地域の皆さまのニーズに十分に応えることができる金融商
品・サービスを提供し、JAの利便性を向上させること、②JAを安心してご利用いただけるようその健全性を高
め、また万一の場合に備えて信頼できるセーフティネットを構築、維持すること、この2点を目的に、当会が「JAバ
ンク大阪府本部」として、府内JAの信用事業全体のレベルアップと各JAの健全性のチェック等を行っています。

信用事業指導業務

金融推進業務

　当会は、府内JAの為替・決済業務本部として、全国のJAを含む各金融機関とのATMによる貯金ネットワーク
サービスをはじめ、振込・代金取立などの内国為替取引、給与・年金の自動受取、公共料金等の自動支払、またイ
ンターネットによる各種金融サービスの提供など多様化・高度化する決済業務に対応しています。

資金決済業務

　JAバンク大阪の信用事業オンラインシステムは、全国統一の「JASTEMシステム」を使用し、当会並びに府内
JAをご利用いただいている皆さまに、安全・安心、かつ高度なオンライン金融サービスを提供しております。
　また、JAバンク大阪をご利用いただいている皆さまの貯金の安全性を確保するため、偽造・盗難キャッシュカー
ドの対策として、ICキャッシュカードの発行を行っており、さらに、「生体認証（手のひら静脈認証）機能」をICキャッ
シュカードに登録することができるなど、不正利用被害の防止・抑制への対応強化に努めています。

オンライン・電算業務

中之島倶楽部　コンサルティングルーム

業務のご案内
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Service

●定期貯金は原則として毎週月曜日に利率を見直し、店頭に表示しています。   ●詳しくは、店頭に備えつけの商品概要説明書をご覧ください。

主な貯金

普通貯金と定期貯金を一冊の通帳にセットでき、また、必要時に定期貯金から
自動借入もできるたいへん便利な口座です。受取る（給与など）・支払う（公共料
金など）・貯める・借りるが一冊でできます。

自由に出し入れができます。公共料金等の自動支払や給与・年金等の自動受取
が可能です。

無利息の決済用貯金であり、貯金保険により、全額保護されます。

小切手･手形によりお支払いができます。

ごく短期間の運用に便利です。

大口資金の運用に適しています。

6か月ごとに金利が変動します。

普通貯金と同じように出し入れができるうえ、お預入残高に応じて、適用利率が
段階的に高くなります。（金利情勢などにより、各段階の利率が同じになる場合
もございます。）お使いみちの決まっていない資金の運用に最適です。

固定金利で金額・期間に合わせてお選びいただけます。証書・定期貯金通帳・総
合口座でのお取扱いが可能です。

固定金利で、利息は１年複利で計算されますので有利です。
1年間の据置期間後はいつでもお引き出しいただけます。

預入期間に応じて6段階の金利を設定しています。

ご計画に合わせて一定期間ごとに積み立てていく積金です。

積立額、貯蓄目的ともご自由。お預け入れ後、１年経過すればいつでもお引き出
しいただけます。

住宅取得を目的とした積み立てで、財形年金と合わせて550万円まで非課税の
特典が受けられます。

在職中に退職後のために積み立てを行い、60歳以降に年金方式（2か月または
3か月ごとのお受取り）でお受取りできます。また、財形住宅と合わせて550万
円まで非課税の特典が受けられます。

税金の納付に備えるための貯金です。

大口資金の運用に適しています。また、満期日前に譲渡することができます。貯
金保険の対象ではありません。

　種　　　　　　類

ス ー パ ー 定 期 貯 金

期 日 指 定 定 期 貯 金

変 動 金 利 定 期 貯 金

据 置 定 期 貯 金

定 期 積 金

総 合 口 座

普 通 貯 金

普通貯金無利息型（決済用）

貯 蓄 貯 金

当 座 貯 金

通 知 貯 金

大 口 定 期 貯 金

納 税 準 備 貯 金

譲 渡 性 貯 金
（ＮＣＤ）

一 般 財 形 貯 金

財 形 住 宅 貯 金

財 形 年 金 貯 金

財
形
貯
蓄

お預け入れ金額期　　間特　　　　　　色

出し入れ自由

出し入れ自由

1週間以上

1か月以上
10年以内

6か月以上
5年以内

1か月以上
10年以内

6か月以上
5年以内

3年以上

5年以上

5年以上

5年以内

お引き出しは納税時

最長3年

1・2・3年

出し入れ自由 1円以上

出し入れ自由 1円以上

出し入れ自由 1円以上

1円以上

1円以上

1円以上

1,000円以上1円単位

1回あたり1円以上

1回あたり1円以上

1回あたり1円以上

1円以上

1,000万円以上

1円以上

50,000円以上

1円以上
300万円未満

1円以上
1,000万円未満

1,000万円以上

教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置に対応した専用口座です。ご
利用いただける方は、直系尊属（祖父母等）から贈与契約書により教育資金を受
贈した30歳未満の個人で、贈与による金銭の取得後2か月以内に本口座に預
入いただく必要があります。原則として貯金者の教育資金の支払にあてる場合
に限り払い戻しできます。

JA教育資金贈与専用口座
貯金者が30歳に
達した日など、
一定の要件に
該当した日まで

1円以上
1,500万円以下

商品のご案内
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●当会規定上、ローンのご利用は大阪府内在住の方に限らせていただきます。

個人向けご融資

満20歳以上でその他一
定の要件を満たしている
方。

住宅の新築・増築、宅地または
住宅の購入などにご利用いた
だけます。

原則として担保・保証をい
ただきます。その他必要に
応じてご相談のうえ決定し
ています。

住 宅 ロ ー ン 35年以内5,000万円以内

種　　類 ご利用いただける方 お使いみち ご融資金額 ご返済期間 保証・担保

●国債は預貯金と異なり、預金保険・貯金保険の対象ではありません。  ●詳しくは、店頭に備えつけの商品概要説明書をご覧ください。

国債の窓口販売

中途売却する場合、市場価格の変動により売却価格が購入価格を下回る
ことがあります。

発行から１年が経過すれば中途換金できますが、直近２回分の利子相当額
（税引前）×０．７９６８５が差し引かれます。

長期利付国債
中期利付国債

個人向け国債

種　類 期　間 申込単位 発　行 留意事項
10年
2年・5年

月１回

月１回

1万円

5万円

変動10年
固定5年
固定3年

事業関連向けご融資

通常の運転資金・設備資
金のほか、決算・賞与資金
やその他の季節的一時的
な資金、あるいは長期の
運転資金にお使いいただ
けます。

運転資金・設備資金・そ
の他資金で農業外事業を
営むために必要な資金に
お使いいただけます。

貸家・賃貸住宅の新築、増
改築、賃貸住宅の購入な
どにお使いいただけます。

原則として農業信用基金
協会の保証を受けていた
だきます。その他必要に
応じてご相談のうえ決定
しています。
原則として農業信用基金
協会の保証を受けていた
だきます。その他必要に
応じてご相談のうえ決定
しています。

必要に応じて、ご相談の
うえ決定しています。事 業 資 金

個 人 事 業 資 金

賃貸住宅ローン

受 託 貸 付 業 務

1億円以内 20年以内

ご相談のうえ決
定しています。

ご相談のうえ決
定しています。

5億円以内 35年以内

種　　類 ご利用いただける方 お使いみち ご融資金額 ご返済期間 保証・担保

（独）住宅金融支援機構の賃貸住宅建設融資などの受託業務をお取扱いしています。

府内に住所または事務所
をお持ちで、対象となる事
業を営まれている一般企
業の皆さま。

府内ＪＡの組合員の
皆さま。

府内ＪＡの組合員の
皆さま。

農業関連向けご融資

当会の会員の皆さま及
び農林漁業を営まれる
皆さま。

原則として農業信用基金協
会の保証を受けていただき
ます。その他必要に応じてご
相談のうえ決定しています。

農林漁業振興資金

受 託 貸 付 業 務

制 度 融 資

20年以内ご相談のうえ決
定しています。

種　　類 ご利用いただける方 お使いみち ご融資金額 ご返済期間 保証・担保

（株）日本政策金融公庫の各種資金の受託業務をお取扱いしています。

農業近代化資金など各種制度融資をお取扱いしています。

農林漁業に係る設備・運転資
金にお使いいただけます。

商品のご案内
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Service

HSBC投信ＨＳＢＣ世界資産選抜　収穫コース（予想分配金提示型）
「愛称 ： 人生100年時代」

農林中金全共連アセット
マネジメント

農林中金＜パートナーズ＞日米６資産分散ファンド（資産形成コース）
「愛称 ： コア６シード」

農林中金全共連アセット
マネジメント

農林中金＜パートナーズ＞日米６資産分散ファンド（安定運用コース）
「愛称 ： コア６エバー」

セゾン投信セゾン・バンガード・グローバルバランスファンド

大和アセットマネジメントグローバル・リート・インデックスファンド（資産形成型）
「愛称 ： 世界のやどかり」

HSBC投信ＨＳＢＣ世界資産選抜　充実生活コース（定率払出型）
「愛称 ： 人生100年時代」

HSBC投信ＨＳＢＣ世界資産選抜　育てるコース（資産形成型）
「愛称 ： 人生100年時代」

国 内 外 債 券 ・
株 式 ・ R E I T

大和アセットマネジメントグローバル・リート・インデックスファンド（毎月決算型）
「愛称 ： 世界のやどかり」

海 外 R E I T

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞J-REITインデックスファンド（年１回決算型）

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞J-REITインデックスファンド（毎月分配型）

国 内 R E I T

セゾン投信セゾン資産形成の達人ファンド国 内 外 株 式

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞つみたてＮＩＳＡ米国株式　Ｓ＆Ｐ５００

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞米国株式　Ｓ＆Ｐ５００インデックスファンド

海 外 株 式

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞長期厳選投資　おおぶね

農林中金全共連アセット
マネジメントJA海外株式ファンド

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞おおぶねJAPAN（日本選抜）

農林中金全共連アセット
マネジメント農林中金＜パートナーズ＞つみたてＮＩＳＡ日本株式　日経２２５国 内 株 式

農林中金全共連アセット
マネジメント農中日経225オープン

三菱UFJ国際投信グローバル・インカム・フルコース（為替ヘッジなし）

三菱UFJ国際投信グローバル・インカム・フルコース（為替リスク軽減型）国 内 外 債 券

アセットマネジメントOneOneニッポン債券オープン

アセットマネジメントOneDIAM 高格付インカム・オープン ( 毎月決算コース )
「愛称 ： ハッピークローバー」海 外 債 券

農林中金全共連アセット
マネジメントJA日本債券ファンド国 内 債 券

●投資信託は預貯金とは異なり、預金保険・貯金保険の対象ではありません。
●投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。
●投資信託の運用による利益及び損失は、投資信託のご購入者が負うことになります。
●お申込みの際は必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」、「契約締結前交付書面」の内容をご確認ください。

ライフプランやニーズに合わせたさまざまな投資信託商品をお取扱いしております。投資信託
主な投資対象 運用会社商　　　　品　　　　名
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その他の商品・サービス
種　　類 内　　　容

J　  A ネ ッ ト バ ン ク
インターネットに接続されているパソコンや携帯電話からご利用貯金口座の残高や入出金明細
の照会のほか、指定口座への振込・振替等のサービス及びマルチペイメントネットワークによ
る収納サービスもご利用いただけます。また、法人JAネットバンクを通じて、JAバンクでんさい
サービスもご利用いただけます。

内 国 為 替 サ ー ビ ス 全国どこの金融機関にも、お振込、ご送金、お取立を行っています。

J　A キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス

　

当会のキャッシュカードがあれば、全国のJA・信連・JFマリンバンク・都銀・地銀・第二地銀・信
金・信組・労金・ゆうちょ銀行及びイーネットATM・ローソン銀行・セブン銀行のCD（現金自動支
払機）、ATM（現金自動預入・支払機）で、現金のお引き出し、残高照会がご利用いただけます。
手数料等については、次ページをご確認下さい。
また、J−デビットの加盟店（ ）において、ご利用代金を精算できるデビットカードサービスをご利用
いただけます。

給 与 振 込 サ ー ビ ス 給与・ボーナスがお客さまのご指定いただいた貯金口座に自動的に振り込まれます。

各 種 自 動 受 取 サ ー ビ ス 国民年金・厚生年金等各種年金、配当金などがお客さまの口座に自動的に振り込まれます。その
都度お受け取りに出かけられる手間も省け、期日忘れのご心配もありません。

各 種 自 動 支 払 サ ー ビ ス 電気・電話・NHK放送受信料等公共料金のほか、各種クレジット代金など普通貯金（総合口座）、当座
貯金から自動的にお支払いいたします。

ク レ ジ ッ ト カ ー ド
（JAカ ー ド ）（JAカ ー ド 一 体 型 ）

お買い物、ご旅行、お食事などお客さまのサイン一つでご利用いただけます。また、キャッシュカー
ドとクレジットカードが1枚になった便利なJAカード（一体型）の取扱いもしています。

信 託 契 約 代 理 業 務 農中信託銀行の信託契約代理店として、土地信託・特定贈与信託・公益信託等の信託契約代理業務
の取扱いをしています。なお、当会が行う信託契約代理業務は、契約締結の媒介です。

遺 言 信 託
（ 遺 言 信 託 代 理 業 務 ）

農中信託銀行の遺言信託代理店として、遺言信託契約締結の媒介を行っております。

遺 産 整 理 業 務
（ 遺 言 信 託 代 理 業 務 ）

農中信託銀行の遺言信託代理店として、遺産整理に関する委任契約締結の媒介を行っております。

コ ン サ ル テ ィ ン グ 業 務 ライフプランニング、貯蓄、年金、借入、投資・運用、資産活用、相続・贈与に係る各種相談、提案、助言
及び経営全般に係るコンサルティングを行います。

小 規 模 企 業 共 済 業 務 独立行政法人中小企業基盤整備機構の代理店として、小規模企業共済をお取扱いしています。

商品のご案内
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Service

利用時間
利用するATM（利用1回あたり）

JAバンク JF
マリンバンク ゆうちょ銀行 E-net

（イーネット） ローソン銀行 セブン銀行 三菱UFJ銀行

入　
金

平　日

  8:00～  8:45

無料 入金不可

110円 110円 110円 110円

入金不可

  8:45～18:00 無料 無料 無料 無料

18:00～21:00 110円 110円 110円 110円

土曜日

  8:00～  9:00 110円 110円 110円 110円

  9:00～14:00 無料 無料 無料 無料

14:00～21:00 110円 110円 110円 110円

日曜日・祝日   8:00～21:00 110円 110円 110円 110円

出　
金

平　日

  8:00～  8:45

無料 無料

110円 110円 110円 110円 110円

  8:45～18:00 無料 無料 無料 無料 無料

18:00～21:00 110円 110円 110円 110円 110円

土曜日

  8:00～  9:00 110円 110円 110円 110円 110円

  9:00～14:00 無料 無料 無料 無料 110円

14:00～21:00 110円 110円 110円 110円 110円

日曜日・祝日   8:00～21:00 110円 110円 110円 110円 110円

●その他提携銀行（MICS）のATM手数料は、ATM設置金融機関による所定の手数料となります。
●法人のお客様は、当会のATM以外はご利用いただけません。
● 1月2日と1月3日の手数料は、祝日と同じ手数料となります。また、12月31日の手数料は、ゆうちょ銀行と三菱ＵＦＪ銀行は曜日に応じた手数料、その他は祝日と同じ手数料

となります。
●上記金額には消費税が含まれています。

ATM手数料（当会のキャッシュカードをご利用の場合）（令和２年7月1日現在）

JAバンクでんさいサービス手数料（令和２年7月1日現在）

JAネットバンク利用料（令和２年7月1日現在）

種　　類
手数料（取扱い１件あたり）

当会本支所あて・系統金融機関あて 系統以外の金融機関あて

発生記録 330円 660円

譲渡記録 330円 660円

分割（譲渡）記録 330円 660円

●上記金額には消費税が含まれています。
●振込手数料については、Ｐ３２「為替取扱手数料」をご覧ください。
●端末（パソコン又は携帯電話）やこれに付随する関連機器、通話料、インターネット接続業者（プロバイダー）や携帯電話会社との契約料、接続料等につきましては、お客

さまのご負担となります。

月額利用料：無料

●でんさいは、株式会社 全銀電子債権ネットワークが取り扱う電子記録債権です。
●上記金額には消費税が含まれています。
●サービスの詳細並びにその他のお取引手数料につきましては、当会窓口にお問い合わせください。
●上記系統金融機関とは、JA・信連・農林中金のことです。
●系統以外の金融機関とは、上記以外の銀行・信金・信組・労金等の金融機関のことです。

※本サービスのご利用にあたっては、当会所定の審査があります。また、法人ＪＡネットバンクのご契約が別途必要です。

種　　類 月額利用料
個人JAネットバンク 無料

法人JAネットバンク（振込・照会サービスのみ） 1,100円

法人JAネットバンク（振込・照会サービス ＋ データ伝送サービス） 3,300円

手数料一覧
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種　　類 当会本支所あて・系統金融機関あて 系統以外の金融機関あて

送金手数料（1件につき） 普通扱
（送金小切手） 550円 880円

振
込
手
数
料
（
１
件
に
つ
き
）

窓口利用
3万円未満 文書扱・ 電信扱とも 330円 660円

3万円以上 文書扱・ 電信扱とも 550円 880円

ＡＴＭ利用
3万円未満 電信扱 110円 440円

3万円以上 電信扱 330円 660円

インターネット
バンキング

利用

個　
人

3万円未満 電信扱 110円 220円

3万円以上 電信扱 220円 440円

法　
人

3万円未満 電信扱 110円 220円

3万円以上 電信扱 220円 440円

自動送金
サービス

3万円未満 電信扱 110円 440円

3万円以上 電信扱 330円 660円

代金取立手数料

大阪手形交換所区域内 1通につき　　770円

大阪手形交換所区域外
至急扱い　1通につき　1,100円

普通扱い　1通につき　　880円

そ
の
他
の

諸
手
数
料

送 金 ・ 振 込 の 組 戻 料 1件につき　1,100円

不 渡 手 形 返 却 料 1通につき　1,100円

取 立 手 形 組 戻 料 1通につき　1,100円

取 立 手 形 店 頭 呈 示 料 1通につき　1,100円

● 上記金額には消費税が含まれています。

自 己 宛 小 切 手

小 切 手 帳 1冊につき  1,210円

1冊につき  1,100円

1冊につき  1,210円

1冊につき  1,100円

1枚につき　  880円

1枚につき　  550円

1枚につき　  770円

1枚につき  2,200円

1冊につき  1,100円

1通につき  1,100円

1枚につき  1,100円

無　 料

無　 料

残高証明書　当会の書式　定例発行

残高証明書　当会の書式　随時発行

貯 金 証 書 再 発 行

ＩＣ キ ャ ッ シ ュ カ ー ド 発 行

ＩＣ キ ャッ シ ュ カ ード 再 発 行

JAカード（一体型）期限更改手数料

残高証明書　当会の書式以外

貯 金 通 帳 再 発 行

種　　類 手数料
（ 署 名 鑑 付 ）

小 切 手 帳（ 署 名 鑑 無 ）

手 形 帳（ 署 名 鑑 付 ）

手 形 帳（ 署 名 鑑 無 ）

その他の手数料（令和2年7月1日現在）

● 上記金額には消費税が含まれています。

110,000円

33,000円

単発型（提案書作成、1通）

継続型（月額）

手数料種　　類
コンサルティング業務手数料（令和2年7月1日現在）

● 上記金額には消費税が含まれています。
● 持込または持帰の多い方の枚数により所定の手数料をいただきます。
　 また、同一金種間（新券、汚損現金等）の交換も、両替に準じた所定の手数料をい
　 ただきます。ただし、記念硬貨への交換につきましては、無料といたします。
● 金種を指定しての現金払戻し、また、新券指定の現金払戻しにつきましても、
　 両替に準じた手数料をいただきます。
　 なお、一部の金種を指定して払戻しされる場合、金種を指定せずに払戻しされた
　 残金についても合計枚数に含みます。
● 窓口で通帳またはキャッシュカードの提示が必要となります。

1 0 0 枚 ま で

1 0 1 ～ 5 0 0 枚

5 0 1 枚 以 上

窓口両替
金額指定の払戻し

660円

660円

1,320円

窓口両替手数料（令和2年7月1日現在）

（以降500枚ごとに660円加算）

（当会に口座をお持ちの方は1日1回まで無料）

● 上記金額には消費税が含まれています。
● 窓口でのお口座へのご入金の際に、算定する硬貨の枚数によって所定の手数料を
 いただきます。算定に対する手数料のため、算定後に入金を取りやめる場合や、金
 額を変更される場合も、所定の手数料をいただきます。
 なお、手数料はご入金する硬貨とは別にご用意ください。

1 0 0 枚 ま で

1 0 1 ～ 5 0 0 枚

5 0 1 枚 以 上

660円

660円

1,320円

窓口硬貨入金整理手数料（令和2年7月1日現在）

（以降500枚ごとに660円加算）

（1日1回まで無料）

枚　　数 手数料

枚　　数 手数料

●上記金額には消費税が含まれています。
●系統金融機関とは、JA・JFマリンバンク・信連・信漁連及び農林中金等のことです。
●系統以外の金融機関とは、上記以外の銀行・信金・信組・労金等の金融機関のことです。
●その他の諸手数料で、1,100円を超える取立経費を要する場合は、その実費とさせていただきます。
●同一店舗あての振込手数料は無料です。
●ATM 利用の振込については、系統以外の金融機関のカード利用時には振込手数料のほか別途ATMの利用手数料が必要です。

為替取扱手数料（令和2年7月1日現在）

手数料一覧
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貸借対照表

貸借対照表� （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度 科　　目 平成30年度 令和元年度

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現 金 4,348 2,878 貯 金 4,341,701 4,277,891
預 け 金 3,372,074 3,059,895 当 座 貯 金 24,025 25,951
系 統 預 け 金 3,372,045 3,059,863 普 通 貯 金 7,575 7,530
系 統 外 預 け 金 29 32 貯 蓄 貯 金 29 21
買 入 金 銭 債 権 7,052 5,274 通 知 貯 金 260 240
金 銭 の 信 託 54,930 44,721 別 段 貯 金 456 1,309
有 価 証 券 1,117,642 1,138,618 定 期 貯 金 4,309,237 4,242,763
国 債 600,411 498,767 定 期 積 金 117 74
地 方 債 48,210 28,784 譲 渡 性 貯 金 231,470 213,100
社 債 9,160 6,058 債券貸借取引受入担保金 441,548 297,321
外 国 証 券 278,123 310,955 借 用 金 47,000 33,500
株 式 16,492 14,710 代 理 業 務 勘 定 － 1
受 益 証 券 165,242 279,342 そ の 他 負 債 41,133 41,128
貸 出 金 685,462 728,471 貸 付 留 保 金 175 175
手 形 貸 付 754 582 未 払 法 人 税 等 1,956 636
証 書 貸 付 539,387 572,431 貯金利子諸税その他 24 24
当 座 貸 越 18,739 22,854 従 業 員 預 り 金 671 695
金 融 機 関 貸 付 126,499 132,527 金 融 派 生 商 品 6,638 6,374
割 引 手 形 79 76 仮 受 金 2,698 2,850
そ の 他 資 産 10,649 12,580 リ ー ス 債 務 347 262
従 業 員 貸 付 金 63 57 そ の 他 の 負 債 76 294
差 入 保 証 金 2 2 未 払 費 用 26,526 24,229
金 融 派 生 商 品 592 1,613 前 受 収 益 6 10
仮 払 金 459 295 約定取引未決済借 2,000 5,566
そ の 他 の 資 産 842 717 未 決 済 為 替 借 10 9
未 収 収 益 4,681 4,586 諸 引 当 金 13,548 14,094
前 払 費 用 － 15 相互援助積立金 10,995 11,406
約定取引未決済貸 3,999 5,282 賞 与 引 当 金 225 228
未 決 済 為 替 貸 8 11 退職給付引当金 1,949 2,069
有 形 固 定 資 産 7,763 7,667 役員退職慰労引当金 116 137
建 物 2,988 2,986 特例業務負担金引当金 261 253
土 地 4,385 4,385 繰 延 税 金 負 債 20,024 13,360
リ ー ス 資 産 331 234 債 務 保 証 64 79
その他の有形固定資産 59 61 負 債 の 部 合 計 5,136,490 4,890,477
無 形 固 定 資 産 30 37 （純 資 産 の 部）
ソ フ ト ウ ェ ア 12 8 出 資 金 140,690 140,690
リ ー ス 資 産 16 28 （うち後配出資金） （87,270） （87,270）
その他の無形固定資産 1 1 再 評 価 積 立 金 0 0
外 部 出 資 192,431 192,431 利 益 剰 余 金 117,495 121,465
系 統 出 資 188,396 188,396 利 益 準 備 金 50,900 52,700
系 統 外 出 資 3,772 3,772 その他利益剰余金 66,595 68,765
子 会 社 等 出 資 263 263 経営基盤安定化積立金 23,200 24,100
債 務 保 証 見 返 64 79 特 別 積 立 金 24,500 25,400
貸 倒 引 当 金 △ 3,459 △ 2,910 当期未処分剰余金 18,895 19,265

（うち当期剰余金） （8,865） （8,875）
会 員 資 本 合 計 258,186 262,156
その他有価証券評価差額金 52,838 35,985
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1,476 1,127
評価・換算差額等合計 54,315 37,113
純資産の部合計 312,501 299,269

資 産 の 部 合 計 5,448,991 5,189,746 負債及び純資産の部合計 5,448,991 5,189,746
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損益計算書

損益計算書� （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度

経 常 収 益 50,778 46,811
資 金 運 用 収 益 43,539 33,283
貸 出 金 利 息 7,205 4,825
預 け 金 利 息 360 320
有 価 証 券 利 息 配 当 金 14,189 10,815
コ ー ル ロ ー ン 利 息 0 0
そ の 他 受 入 利 息 21,784 17,322
（ う ち 受 取 奨 励 金） （19,579） （15,899）
（ う ち 受 取 特 別 配 当 金） （2,199） （1,411）

役 務 取 引 等 収 益 26 43
受 入 為 替 手 数 料 8 8
そ の 他 の 受 入 手 数 料 7 10
そ の 他 の 役 務 取 引 等 収 益 11 24

そ の 他 事 業 収 益 5,637 11,909
受 取 助 成 金 0 0
外 国 為 替 売 買 益 1,026 2,600
国 債 等 債 券 売 却 益 3,526 6,119
受 取 出 資 配 当 金 1,084 3,189

そ の 他 経 常 収 益 1,573 1,575
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 13
株 式 等 売 却 益 320 30
金 銭 の 信 託 運 用 益 929 1,162
そ の 他 の 経 常 収 益 323 369

経 常 費 用 39,051 36,207
資 金 調 達 費 用 26,882 24,714
貯 金 利 息 474 439
譲 渡 性 貯 金 利 息 81 30
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 14 6
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 163 442
そ の 他 支 払 利 息 26,149 23,796
（ う ち 支 払 奨 励 金） （26,135） （23,782）

役 務 取 引 等 費 用 41 13
支 払 為 替 手 数 料 3 3
そ の 他 の 支 払 手 数 料 37 9
そ の 他 の 役 務 取 引 等 費 用 0 0

そ の 他 事 業 費 用 4,872 5,167
支 払 助 成 金 1 1
国 債 等 債 券 売 却 損 4,871 1,133
国 債 等 債 券 償 還 損 － 3,928
金 融 派 生 商 品 費 用 － 104

経 費 5,094 4,768
人 件 費 2,056 2,052
物 件 費 2,990 2,666
税 金 47 49

そ の 他 経 常 費 用 2,160 1,543
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 936 －
相 互 援 助 積 立 金 繰 入 額 408 411
株 式 等 売 却 損 216 888
株 式 等 償 却 － 54
金 銭 の 信 託 運 用 損 587 102
そ の 他 の 経 常 費 用 11 86

経 常 利 益 11,726 10,604
特 別 損 失 0 1
固 定 資 産 処 分 損 0 1

税 引 前 当 期 利 益 11,726 10,603
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,713 1,738
法 人 税 等 調 整 額 147 △ 10
法 人 税 等 合 計 2,860 1,728
当 期 剰 余 金 8,865 8,875
当 期 首 繰 越 剰 余 金 10,030 10,390
当 期 未 処 分 剰 余 金 18,895 19,265
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剰余金処分計算書

剰余金処分計算書� （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 18,895 19,265
剰 余 金 処 分 額 8,505 8,609
利 益 準 備 金 1,800 1,800
任 意 積 立 金 1,800 1,800
経 営 基 盤 安 定 化 積 立 金 900 900
特 別 積 立 金 900 900

出 資 配 当 金 2,475 2,475
（ 普 通 出 資 配 当 率） （3%） （3%）
（ 後 配 出 資 配 当 率） （1%） （1%）
事 業 分 量 配 当 金 2,429 2,534

次 期 繰 越 剰 余 金 10,390 10,655

●事業分量配当金の分配の基準
平成30年度　年間貯金利用高に対し 0.057%

うち普通 0.052%
うち特別 0.005%

令和元年度　年間貯金利用高に対し 0.059%
うち普通 0.047%
うち特別 0.012%

●任意積立金のうち経営基盤安定化積立金は次のとおりです。
（１）積立目的
　　府内信用事業の基盤の維持・強化に資するため予測しがたい諸リスクに備えて積み立てるものとします。

（２）積立目標額
　　特別積立金の残高に達するまでの額。

（３）取崩基準
　　総会の決議に基づき、上記目的に照らして必要な額を取り崩すことができるものとします。
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注記表（平成30年度／自平成30年4月1日　至平成31年3月31日）

１　重要な会計方針に関する事項
	 （１）	記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
	 （２）	有価証券（外部出資勘定の株式を含む。)の評価基準及

び評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のと
おり行っています。
・売買目的有価証券　・・・時価法（売却原価は移動平均

法により算定）
・子会社・子法人等株式・・
 及び関連法人等株式

原価法（売却原価は移動平均
法により算定）

・その他有価証券
 　　時価のあるもの・・・原則として決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

 　　時価を把握することが極めて困難と認められるもの
・・・原価法（売却原価は移動平均

法により算定）
なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整

と認められる部分については償却原価法による取得価
額の修正を行っています。

	 （３）	金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構
成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記
（２）の有価証券と同様の方法によっており、信託の契
約単位ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及
び負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上し
ています。

	 （４）	デリバティブ取引の評価は時価法により行っています。
	 （５）	有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定率

法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用し、資産から直接減額して計上しています。

	 	　また、主な耐用年数は次のとおりです。
建　物 15年～50年
その他 	3年～20年

	 （６）	無形固定資産の減価償却は、定額法により償却していま
す。そのうち自社利用ソフトウェアについては、当会に
おける利用可能期間（5年）に基づいて償却しています。

	 （７）	所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固
定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐
用年数とした定額法により償却しています。なお、残存
価額については、零としています。

	 （８）	外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による
円換算額を付しています。

	 （９）	引当金の計上方法
①貸倒引当金
貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、次の

とおり計上しています。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含

む。）に相当する債権については、一定の種類ごとに
分類し､貸倒実績率等に基づき算定した額を計上し
ています。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権

額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める
額を計上しています。

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
います。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しています。
②相互援助積立金
相互援助積立金は、「大阪府ＪＡバンク支援制度要
領」等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信
用向上に資することを目的として、所要額を計上し
ています。
③賞与引当金
賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、
職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰
属する額を計上しています。
④退職給付引当金
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、
当年度末における職員の自己都合退職の場合の要支
給額を基礎として計上しています｡
⑤役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払
に備えるため、当年度末の要支給見積額を計上して
います。
⑥特例業務負担金引当金
特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済
組合より通知される特例業務負担金の将来負担見込
額に基づき計上しています。

	 （10）	ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額
等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為替
変動リスク、株価変動リスクを一定の範囲内でヘッジ
しています。
・為替変動リスクヘッジ
外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対す
るヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭
債権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替
スワップ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、
ヘッジ対象である外貨建金銭債権に見合うヘッジ手
段の外貨ポジション相当額が存在することを確認す
ることによりヘッジの有効性を評価しています。
・株価変動リスクヘッジ
国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の
方法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象
である個別株式を売り建てる株式先渡取引をヘッジ
手段とし、ヘッジ対象である個別株式とヘッジ手段
のポジション相当額が存在することを確認すること
によりヘッジの有効性を評価しています。

（11）	消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっ
ています。
（追加情報）
「税効果会計に係る会計基準」の一部改正（企業会計
基準第28号　平成30年2月16日）等を当年度から適
用しています。
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注記表（平成30年度／自平成30年4月1日　至平成31年3月31日）

２　貸借対照表に関する事項　
	 （１）	有形固定資産の減価償却累計額は、4,031百万円です。
	 （２）	担保に供している資産は次のとおりです。

担保に供している資産
　有価証券	 441,328百万円
担保資産に対応する債務
　債券貸借取引受入担保金	 441,548百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及
び有価証券7,070百万円を差し入れています。

	 （３）	子会社等に対する金銭債権の総額は732百万円です。
	 （４）	子会社等に対する金銭債務の総額は1,484百万円です。
	 （５）	理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭

債権はありません。
	 （６）	理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭

債務はありません。
	 （７）	貸出金のうち、破綻先債権額は11百万円、延滞債権額

は1,191百万円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、

破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金です。

	 （８）	貸出金のうち、3か月以上延滞債権額はありません。
なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払

が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

	 （９）	貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権
及び3か月以上延滞債権に該当しないものです。

	 （10）	破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額は1,202百万円です。
なお、（７）から（10）に掲げた債権額は、貸倒引当金

控除前の金額です。
	 （11）	割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、

金融取引として処理しています。これにより受け入れ
た商業手形は、自由に処分できる権利を有しています
が、その額面金額は79百万円です。

	 （12）	当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ
ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一
定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。
これらの契約に係る融資未実行残高は、110,233百万
円です。

	 （13）	貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位であ
る旨の特約が付された劣後特約付貸出金48,164百万
円が含まれています。

３　損益計算書に関する事項
	 （１）	子会社等との取引による収益総額　　	 78百万円

うち事業取引高　　　　　　　　　	 78百万円
	 （２）	子会社等との取引による費用総額　　960百万円

うち事業取引高　　　　　　　　　960百万円

４　金融商品に関する事項
	 （１）	金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が
会員となって運営されている相互扶助型の農業専門
金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金
融機関です。
ＪＡは、農家組合員や地域から預かった貯金を原
資に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が
預かる仕組みとなっています。
当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡ
や農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や
団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほ
か、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価
証券による運用を行っています。
②金融商品の内容及びそのリスク
当会が保有する金融資産は、主として府内の取引
先に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに
晒されています。
また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、
その他目的で保有しています。これらは、それぞれ発
行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されています。
③金融商品に係るリスク管理体制
	ａ	信用リスクの管理

貸出金の信用リスク管理については信用リスク
に関する管理諸規程に従い、個別案件ごとの与信
審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関
する体制を整備し運営しています。これらの与信
管理は、営業部等の貸出担当部門のほかリスク統
括部により行われ、その与信管理の状況について
は、リスク統括部がモニタリングを行い、定期的に
理事会に報告を行っています。
また、有価証券の信用リスク管理については信
用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。

	ｂ	市場リスクの管理
（ａ）金利リスクの管理

リスク統括部において金融資産及び負債の
金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析
や金利感応度分析等によりモニタリングを行
い、定期的に理事会に報告しています。

（ｂ）為替リスクの管理
為替の変動リスクに関しては、継続的なモ
ニタリングを行うとともに、必要に応じ為替
予約等の措置を講じることでその軽減を図っ
ています。なお、モニタリング結果については、
リスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告
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しています。
（ｃ）価格変動リスクの管理

有価証券を含む投資商品の保有については、余裕金運用規程等に従い行っています。運用にあたっては、運用限度額を
設定し、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っています。なお、これらの情報はリスク統括部を
通じ、理事会に定期的に報告しています。

（ｄ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、市場リスクマネジメント方針等に基づき内部牽制を確立し、実施しています。

（ｅ）市場リスクに係る定量的情報
当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当会において、主要なリスク変数で

ある金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、｢預け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分類される債券、
「貯金」です。
当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後1年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の

変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当年度末現在、指標となる金利が0.30％上昇したものと想定

した場合には、経済価値が26,019百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮して

いません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

	ｃ	資金調達に係る流動性リスクの管理
流動性リスクマネジメント方針等により、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続的なモニタリングを通じて流動性

リスクを管理しています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額（これに準ずる価額を含む。）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあります。

	 （２）	金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず③に記載しています。

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
預　 け　 金 3,372,074 3,371,701 △	372
買入金銭債権
　有価証券に該当しないもの 7,052 7,053 1
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 7,977 7,977 ―
　その他の金銭の信託 46,953 46,953 ―
有 価 証 券
　そ の 他 有 価 証 券 1,117,642 1,117,642 ―
貸　 出　 金 685,525
　貸倒引当金 △	3,459
　貸倒引当金控除後 682,066 695,418 13,352

資　産　計 5,233,765 5,246,746 12,980
貯　　　　金 4,573,171 4,572,587 △	584
借　 用　 金 47,000 46,995 △	4

負　債　計 4,620,171 4,619,582 △	589
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているもの （6,045） （6,045） ―

デリバティブ取引計 （6,045） （6,045） ―
（脚注）1．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
　　　2．貸出金には、貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金63百万円を含めています。
　　　3．貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金231,470百万円を含めています。
　　　4．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（	　）で表示しています。

②金融商品の時価の算定方法
【資産】
	ａ	預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金

（単位：百万円）
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については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

	 b	 買入金銭債権
ブローカー等の第三者から入手した評価額によっています。

	 c	 金銭の信託
信託財産を構成している貸出金や有価証券の時価は、下記ｄ及びｅと同様の方法により評価しています。

	 d	 有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっています。また、投資信託につい

ては、上場投資信託は取引所の価格、非上場投資信託は公表されている基準価格によっています。
	 e	 貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定
しています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円

Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として

います。
【負債】
	ａ	貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価は、
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時
価に代わる金額として算定しています。

	ｂ	借用金
借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフ

リーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
【デリバティブ取引】

デリバティブ取引は、為替予約取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、為替予約取引は決算日の為替予約相場、通貨ス
ワップ取引、株式先渡取引は取引金融機関等から提示された価格により算出した価額によっています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれて
いません。

貸借対照表計上額
外	部	出	資 192,431百万円
（脚注）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価

開示の対象としていません。
④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
預け金 3,372,074 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
その他有価証券に
該当しないもの 7,050 ― ― ― ― ―

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの 136,150 145,524 187,017 8,767 22,553 508,651

貸出金 88,310 81,709 81,387 70,783 82,442 279,615
合　　　計 3,603,585 227,234 268,404 79,551 104,996 788,266

（脚注）１．貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越18,739百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない劣後
特約付貸出金47,164百万円については「5年超」に含めています。

　　　２．貸出金のうち、3か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等1,202百万円は償還の予定が見込まれないため、含
めていません。

⑤借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
貯　　　金 4,341,587 78 33 ― 0 1
譲渡性貯金 231,470 ― ― ― ― ―
借　用　金 9,700 14,900 13,100 9,300 ― ―
合　　　計 4,582,757 14,978 13,133 9,300 0 1

（脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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５　有価証券に関する事項
	 （１）	有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。

①売買目的有価証券はありません。
②満期保有目的の債券はありません。
③その他有価証券
その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 15,630 8,979 6,650
債　券 895,523 845,303 50,220
　国　債 600,411 568,730 31,680
　地方債 47,610 46,880 730
　社　債 9,160 9,007 153
　外国証券 238,340 220,685 17,655
受益証券 141,579 123,847 17,731
小　計 1,052,733 978,131 74,602

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 862 976 △	113
債　券 40,382 40,821 △	439
　地方債 599 600 △	0
　外国証券 39,783 40,221 △	438
受益証券 23,663 23,895 △	232
小　計 64,908 65,693 △	785

合　　　計 1,117,642 1,043,824 73,817
（脚注）	上記差額合計から繰延税金負債20,623百万円を差し引いた金額53,193百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれ

ています。

	 （２）	当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

売	却	額 売	却	益 売	却	損
株　　　式 2,982 242 152
債　　　券 264,793 3,526 4,871
受	益	証	券 3,361 78 64
合　　　計 271,137 3,847 5,088

６　金銭の信託に関する事項
　　　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。

①運用目的の金銭の信託
貸借対照表計上額 7,977百万円

②満期保有目的の金銭の信託はありません。
③その他の金銭の信託

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

その他の金銭の信託 46,953 47,444 △	491 303 794
（脚注）１．上記差額合計に繰延税金資産137百万円を加えた金額△354百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれていま

す。
　　　２．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ

「差額」の内訳です。

７　退職給付に関する事項
	 （１）	退職給付

①採用している退職給付制度の概要
当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。退職一時金制度では、退職給付として、

給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職
給付費用を計算しています。

②確定給付制度

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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	ａ	退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金	 1,821百万円
退職給付費用	 150百万円
退職給付の支払額	 △	22百万円
期末における退職給付引当金	 1,949百万円

	ｂ	退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用	 150百万円

	 （２）	その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法
等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充
てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。
なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、20百万円となっていますが、損益計算書上は特例業

務負担金引当金戻入額20百万円と相殺して表示しています。

８　税効果会計に関する事項
	（１）	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等 	（２）	法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

繰延税金資産 法定実効税率 27.88％
貸倒引当金超過額 332百万円 （調整）
賞与引当金超過額 62百万円 事業分量配当金 △	5.77％
退職給付引当金超過額 543百万円 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.36％
相互援助積立金超過額 3,065百万円 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △	1.67％
未払事業税 175百万円 評価性引当額の増減 3.35％
その他 	469百万円 その他 0.24％

繰延税金資産小計 4,648百万円 税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.39％
評価性引当額 △	3,678百万円
繰延税金資産合計(A) 970百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △	20,486百万円
繰延ヘッジ損益 △	508百万円

繰延税金負債合計(B) △	20,994百万円
繰延税金負債の純額(A)＋(B) △	20,024百万円
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注記表（令和元年度／自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）

１　重要な会計方針に関する事項
	 （１）	記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
	 （２）	有価証券（外部出資勘定の株式を含む。)の評価基準及

び評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のと
おり行っています。
・売買目的有価証券　・・・時価法（売却原価は移動平均

法により算定）
・満期保有目的の債券・・・定額法による償却原価法
・子会社・子法人等株式・・

及び関連法人等株式
原価法（売却原価は移動平均
法により算定）

・その他有価証券
　　  時価のあるもの・・・原則として決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

　　  時価を把握することが極めて困難と認められるもの
・・・原価法（売却原価は移動平均

法により算定）
　　　　　　なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整

と認められる部分については償却原価法による取得価
額の修正を行っています。

	 （３）	金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構
成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記
（２）の有価証券と同様の方法によっており、信託の契
約単位ごとに当年度末の信託財産構成物である資産及
び負債の評価額の合計額をもって貸借対照表に計上し
ています。

	 （４）	デリバティブ取引の評価は、時価法により行っていま
す。

	 （５）	有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却は、定率
法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法）を
採用し、資産から直接減額して計上しています。

　　　　　　また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　　　　　建　物　　15年～50年
　　　　　　その他　　		3年～30年
	 （６）	無形固定資産の減価償却は、定額法により償却してい

ます。そのうち自社利用ソフトウェアについては、当会
における利用可能期間（5年）に基づいて償却していま
す。

	 （７）	所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固
定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償
却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却
しています。なお、残存価額については、零としていま
す。

	 （８）	外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による
円換算額を付しています。

	 （９）	引当金の計上方法
①貸倒引当金
貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、次の

とおり計上しています。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償
却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公
認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号	令
和２年３月17日）に規定する正常先債権及び要注意
先債権に相当する債権については、主として今後１
年間の予想損失額または今後３年間の予想損失額を
見込んで計上しており、予想損失額は、過去３年間の
貸倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、これに

将来見込み等必要な修正を加えて計上しています。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める
額を計上しています。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
います。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しています。
②相互援助積立金
相互援助積立金は、「大阪府JAバンク支援制度要
領」等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信
用向上に資することを目的として、所要額を計上し
ています。
③賞与引当金
賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、
職員に対する賞与の支給見込額のうち、当年度に帰
属する額を計上しています。
④退職給付引当金
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、
当年度末における職員の自己都合退職の場合の要支
給額を基礎として計上しています｡
⑤役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払
に備えるため、当年度末の要支給見積額を計上して
います。
⑥特例業務負担金引当金
特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済
組合に対する特例業務負担金の費用に充てるため、
当年度末における将来負担見込額を計上しています。

	 （10）	ヘッジ会計の方法
　　　　　　デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額

等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利
変動リスク、為替変動リスク、株価変動リスクを一定の
範囲内でヘッジしています。
・金利変動リスクヘッジ
金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会
計は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象
となる国内債券とヘッジ手段である金利スワップ取
引に関する重要な条件が同一であると認められるた
め、高い有効性があると見込まれることから、これを
もって有効性の判定に代えています。
・為替変動リスクヘッジ
外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対す
るヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭
債権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替
スワップ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、
ヘッジ対象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ
手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認
することによりヘッジの有効性を評価しています。
・株価変動リスクヘッジ
国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の
方法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象
である個別株式を売り建てる株式先渡取引をヘッジ
手段とし、ヘッジ対象である個別株式とヘッジ手段
のポジション相当額が存在することを確認すること
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によりヘッジの有効性を評価しています。
	 （11）	消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっ

ています。

２　表示方法の変更に関する事項
（損益計算書）
　前年度において、その他事業収益の「その他の事業収益」に含め
ていた「受取出資配当金」は金額的重要性が増したため、当年度よ
り独立掲記しています。

３　貸借対照表に関する事項
	 （１）	有形固定資産の減価償却累計額は、4,253百万円です。
	 （２）	担保に供している資産は次のとおりです。
　　　　　　担保に供している資産
　　　　　　　有価証券	 305,840百万円
　　　　　　担保資産に対応する債務
　　　　　　　債券貸借取引受入担保金 297,321百万円
　　　　　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物

取引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及
び有価証券8,910百万円を差し入れています。

	 （３）	無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付け
ている有価証券が、国債に合計9,502百万円含まれて
います。

	 （４）	子会社等に対する金銭債権の総額は567百万円です。
	 （５）	子会社等に対する金銭債務の総額は1,670百万円です。
	 （６）	理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭

債権はありません。
	 （７）	理事、経営管理委員及び監事との間の取引による金銭

債務はありません。
	 （８）	貸出金のうち、破綻先債権額はありません。延滞債権額

は556百万円です。
　　　　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が

相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金です。

　　　　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金です。

	 （９）	貸出金のうち、3か月以上延滞債権額はありません。
　　　　　　なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払

が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

	 （10）	貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　　　　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権
及び3か月以上延滞債権に該当しないものです。

	 （11）	破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額は556百万円です。

　　　　　　なお、（８）から（11）に掲げた債権額は、貸倒引当金
控除前の金額です。

	 （12）	割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、
金融取引として処理しています。これにより受け入れ
た商業手形は、自由に処分できる権利を有しています
が、その額面金額は76百万円です。

	 （13）	当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ

ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一
定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。
これらの契約に係る融資未実行残高は112,602百万
円です。

	 （14）	貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位であ
る旨の特約が付された劣後特約付貸出金48,164百万
円が含まれています。

４　損益計算書に関する事項
	 （１）	子会社等との取引による収益総額	 78百万円　　

うち事業取引高	 78百万円　　
	 （２）	子会社等との取引による費用総額	 881百万円　　

うち事業取引高	 881百万円　　
	 （３）	貸出金償却は、すでに個別貸倒引当金を引き当ててい

た債権について、償却額と引当金戻入額を相殺してお
り、相殺した金額は、534百万円です。

５　金融商品に関する事項
	 （１）	金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当会は、大阪府を事業区域として、地元のJA等が
会員となって運営されている相互扶助型の農業専門
金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金
融機関です。
JAは、農家組合員や地域から預かった貯金を原資
に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が預
かる仕組みとなっています。
当会では、これを原資として、資金を必要とする
JAや農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企
業や団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほ
か、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価
証券による運用を行っています。
②金融商品の内容及びそのリスク
当会が保有する金融資産は、主として府内の取引
先に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに
晒されています。
また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、
満期保有目的及びその他目的で保有しています。こ
れらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リ
スク、為替の変動リスク及び市場価格の変動リスク
に晒されています。
③金融商品に係るリスク管理体制
	 a	 信用リスクの管理

貸出金の信用リスク管理については信用リスク
に関する管理諸規程に従い、個別案件ごとの与信
審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や
担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関
する体制を整備し運営しています。これらの与信
管理は、営業部等の貸出担当部門のほかリスク統
括部により行われ、その与信管理の状況について
は、リスク統括部がモニタリングを行い、定期的に
理事会に報告を行っています。
また、有価証券の信用リスク管理については信
用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。

	 b	 市場リスクの管理
（ａ）金利リスクの管理

リスク統括部において金融資産及び負債の
金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析
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や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、定期的に理事会に報告しています。
（ｂ）為替リスクの管理

為替の変動リスクに関しては、継続的なモニタリングを行うとともに、必要に応じ為替予約等の措置を講じることでそ
の軽減を図っています。なお、モニタリング結果については、リスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。

（ｃ）価格変動リスクの管理
有価証券を含む投資商品の保有については、余裕金運用規程等に従い行っています。運用にあたっては、運用限度額を

設定し、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っています。なお、これらの情報はリスク統括部を通
じ、理事会に定期的に報告しています。

（ｄ）デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、市場リスクマネジメント方針等に基づき内部牽制を確立し、実施しています。

（ｅ）市場リスクに係る定量的情報
当会で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当会において、主要なリスク変数で

ある金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、｢預け金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分類される債券、
「貯金」、「デリバティブ取引」のうちの金利スワップ取引です。
当会では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後1年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の

変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当年度末現在、指標となる金利が0.25％上昇したものと想定

した場合には、経済価値が16,489百万円減少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮してい

ません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

	 c	 資金調達に係る流動性リスクの管理
流動性リスクマネジメント方針等により、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続的なモニタリングを通じて流動性リ

スクを管理しています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額（これに準ずる価額を含む。）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあります。

	 （２）	金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等
当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず③に記載しています。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

預　 け　 金 3,059,895 3,060,017 122
買入金銭債権
　満期保有目的 5,274 5,268 △	5
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 5,980 5,980 ―
　その他の金銭の信託 38,741 38,741 ―
有 価 証 券
　その他有価証券 1,138,618 1,138,618 ―
貸　 出　 金 728,529
　貸倒引当金 △	2,910
　貸倒引当金控除後 725,619 740,107 14,488

資　産　計 4,974,129 4,988,734 14,604
貯　　　　金 4,490,991 4,491,156 165
借　 用　 金 33,500 33,500 ―

負　債　計 4,524,491 4,524,656 165
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているもの （4,760） （4,760） ―

デリバティブ取引計 （4,760） （4,760） ―
（脚注）１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
　　　２．貸出金には、貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金57百万円を含めています。
　　　３．貯金には、貸借対照表上の譲渡性貯金213,100百万円を含めています。
　　　４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（　）で表示しています。
②金融商品の時価の算定方法
【資産】
	 a	 預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金
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については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現
在価値を時価に代わる金額として算定しています。

	 b	 買入金銭債権
ブローカー等の第三者から入手した評価額によっています。

	 c	 金銭の信託
信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記d及びeと同様の方法により評価しています。

	 d	 有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっています。また、投資信託につい

ては、上場投資信託は取引所の価格、非上場投資信託は公表されている基準価格によっています。
	 e	 貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定
しています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円

Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としてい

ます。
【負債】
	 a	 貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時価は、
期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時
価に代わる金額として算定しています。

	 b	 借用金
借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
【デリバティブ取引】

デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、為替予約取引は決算日の
為替予約相場、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引は取引金融機関等から提示された価格により算出した価
額によっています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれて
いません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　　　　外	部	出	資　　　　　　192,431百万円

　（脚注）	外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価
開示の対象としていません。

④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
預け金 3,059,895 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
満期保有目的 829 724 628 550 456 2,083

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの 167,376 205,964 17,275 35,046 31,116 554,617

貸出金 107,218 85,850 79,867 95,411 90,782 268,735
合　　計 3,335,320 292,539 97,771 131,008 122,354 825,436

（脚注）１．貸出金のうち、貸借対照表上の当座貸越22,854百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない劣後
特約付貸出金47,164百万円については「5年超」に含めています。

　　　２．貸出金のうち、3か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等556百万円は償還の予定が見込まれないため、含め
ていません。

⑤借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 	４年超５年以内 　５年超
貯　　　金 4,277,850 27 1 0 11 ―
譲渡性貯金 213,100 ― ― ― ― ―
借　用　金 5,900 8,400 9,200 10,000 ― ―
合　　　計 4,496,850 8,427 9,201 10,000 11 ―

　（脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。
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６　有価証券に関する事項
	 （１）	有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、「買入金銭債権」が含まれています。

①売買目的有価証券はありません。
②満期保有目的の債券

　　　　　　　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
（単位：百万円）

種　類 貸借対照表計上額 時　価 差　額
時価が貸借対照表　　
計上額を超えないもの その他 5,274 5,268 △	5

③その他有価証券
その他有価証券において、種類ごとの貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）
種　類 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 11,482 5,641 5,840
債　券 704,929 660,288 44,640
　国　債 417,531 396,937 20,593
　地方債 27,986 27,720 266
　社　債 6,058 6,001 56
　外国証券 253,353 229,629 23,723
受益証券 141,671 121,383 20,288
小　計 858,083 787,312 70,770

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 3,228 3,751 △	522
債　券 139,636 143,153 △	3,517
　国　債 81,235 81,415 △	179
　地方債 797 800 △	2
　外国証券 57,602 60,937 △	3,335
受益証券 137,670 149,000 △	11,329
小　計 280,535 295,904 △	15,369

合　　計 1,138,618 1,083,217 55,400
（脚注）上記差額合計から繰延税金負債15,521百万円を差し引いた金額39,879百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれ

ています。
	 （２）	当年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

（単位：百万円）

売	却	額 売	却	益 売	却	損
株　　式 583 ― 195
債　　券 401,980 6,119 1,133
受益証券 9,673 30 693
合　　計 412,238 6,150 2,022

	 （３）	売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く。）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比
べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照
表価額とするとともに、評価差額を当年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しています。
当年度における減損処理額は、株式54百万円です。
なお、減損処理にあたっては、当年度末における時価が取得原価又は償却原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30％以上50％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮して減損処理を行っています。

７　金銭の信託に関する事項
　　　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。

①運用目的の金銭の信託
　　　　　　　貸借対照表計上額　　　　　　　　　　5,980百万円
　　　　　　　当年度の損益に含まれた評価差額　　　　―　百万円

②満期保有目的の金銭の信託はありません。
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③その他の金銭の信託
（単位：百万円）

貸借対照表計上額 取得原価 差　額
うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

その他の金銭の信託 38,741 44,140 △	5,398 140 5,539
（脚注）１．上記差額に繰延税金資産1,505百万円を加えた金額△3,893百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれていま

す。
　　　２．「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ

「差額」の内訳です。

８　退職給付に関する事項
	 （１）	退職給付

①採用している退職給付制度の概要
当会では、確定給付型の制度として、退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。退職一時金制度では、退職給付として、

給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。当会が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給
付費用を計算しています。

②確定給付制度
	 a	 退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　　　期首における退職給付引当金　　　　　1,949百万円
　　　　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　148百万円
　　　　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　	△	29百万円
　　　　　　　期末における退職給付引当金　　　　　2,069百万円

	 b	 退職給付に関連する損益
　　　　　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　148百万円
	 （２）	その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法

等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て
るため特例業務負担金を含めて計上しています。
なお、当年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、21百万円となっています。
また、令和2年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は、253百万円となっています。

９　税効果会計に関する事項
	 （１）	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等	 （２） 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因　　

繰延税金資産 法定実効税率 27.88％
貸倒引当金超過額 153百万円 （調整）
賞与引当金超過額 63百万円 事業分量配当金 △	6.66％
退職給付引当金超過額 576百万円 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.18％
相互援助積立金超過額 3,180百万円 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △	4.75％
有価証券有税償却額 15百万円 評価性引当額の増減 △	0.42％
未払事業税 113百万円 その他 0.06％
その他 512百万円 税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.29％

繰延税金資産小計 4,614百万円
評価性引当額 △	3,633百万円
繰延税金資産合計(A) 980百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △	14,016百万円
繰延ヘッジ損益 △	325百万円

繰延税金負債合計(B) △	14,341百万円
繰延税金負債の純額(A)＋(B) △	13,360百万円



損益の状況と諸指標

49

D
ata

利益総括表� （単位：百万円、％）

項　　　　目 平成30年度 令和元年度 増　減

資 金 運 用 収 支 16,999 8,825 △ 8,173
役 務 取 引 等 収 支 △ 14 30 44
そ の 他 事 業 収 支 764 6,742 5,977
事 業 粗 利 益 17,749 15,597 △ 2,151
（事 業 粗 利 益 率） （0.33） （0.32） （△ 0.01）

脚注  １．資金運用収支＝資金運用収益－（資金調達費用－金銭の信託運用見合費用）
 ２．役務取引等収支＝役務取引等収益－役務取引等費用
 ３．その他事業収支＝その他事業収益－その他事業費用
 ４．事業粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋その他事業収支
 ５．事業粗利益率＝事業粗利益／資金運用勘定平均残高×100

資金運用収支の内訳� （単位：百万円、％）

項　　目 平成30年度 令和元年度
平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り

資 金 運 用 勘 定 5,242,849 43,539 0.83 4,782,175 33,283 0.69 
	 う ち 	預 け 金 3,547,212 22,140 0.62 3,152,918 17,631 0.55
	 う ち 	有 価 証 券 979,718 14,189 1.44 932,287 10,815 1.16
	 う ち 	貸 出 金 713,637 7,205 1.00 689,518 4,825 0.69 
資 金 調 達 勘 定 5,135,156 26,540 0.51 4,696,865 24,457 0.52
	 う ち 	貯 金 ・ 定 積 4,474,563 26,609 0.59 4,394,499 24,221 0.55
	 う ち 	譲 渡 性 貯 金 511,112 81 0.01 245,767 30 0.01 
	 う ち 	借 用 金 70,753 － － 41,149 － －
総 資 金 利 鞘 － － 0.21 － － 0.08

脚注  １．総資金利鞘＝資金運用利回り－資金調達原価率
  資金調達原価率＝（資金調達費用（貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋

金利スワップ支払利息＋その他支払利息（支払雑利息等））＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（貯金＋譲渡性貯金
＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）－金銭の信託運用見合額）
×100

 ２．預け金の利息には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。
 ３．貯金・定積の利息には、支払奨励金が含まれています。
 ４．資金調達勘定計の平均残高及び利息は金銭の信託運用見合額及び金銭の信託運用見合費用を控除しています。

受取・支払利息の増減額� （単位：百万円）

項　　　目 平成30年度増減額 令和元年度増減額

受 取 利 息 △ 2,414 △ 10,256
	 う ち 	貸 出 金 △ 45 △ 2,379
	 う ち 	有 価 証 券 △ 3,964 △ 3,374
	 う ち 	コ ー ル ロ ー ン 0 0
	 う ち 	預 け 金 1,596 △ 4,509
支 払 利 息 1,152 △ 2,083
	 う ち 	貯 金 ・ 定 積 1,065 △ 2,388
	 う ち 	譲 渡 性 貯 金 △ 32 △ 50
差 引 △ 3,566 △ 8,173

脚注  １．増減額は前年度対比です。
 ２．預け金には、受取奨励金及び受取特別配当金が含まれています。
 ３．貯金・定積には、支払奨励金が含まれています。
 ４．支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息額の増減額です。
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科目別貯金残高
【年度末残高】� （単位：百万円、％）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

流 動 性 貯 金 32,346 (0.7) 35,053 (0.7) 2,706
定 期 性 貯 金 4,309,354 (94.2) 4,242,838 (94.4) △ 66,516

計 4,341,701 (94.9) 4,277,891 (95.2) △ 63,809
譲 渡 性 貯 金 231,470 (5.0) 213,100 (4.7) △ 18,370

合　　　　　計 4,573,171 (100.0) 4,490,991 (100.0) △ 82,179

【平均残高】� （単位：百万円、％）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

流 動 性 貯 金 27,072 (0.5) 31,262 (0.6) 4,190
定 期 性 貯 金 4,447,491 (89.2) 4,363,237 (94.0) △ 84,253

計 4,474,563 (89.7) 4,394,499 (94.7) △ 80,063
譲 渡 性 貯 金 511,112 (10.2) 245,767 (5.2) △ 265,345

合　　　　　計 4,985,676 (100.0) 4,640,267 (100.0) △ 345,409

脚注  １．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金＋別段貯金＋納税準備貯金
 ２．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
 ３．（　）内は構成比です。

定期貯金残高� （単位：百万円、％）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

定 期 貯 金 4,309,237 (100.0) 4,242,763 (100.0) △ 66,473
	 うち	固 定 金 利 定 期 4,309,237 (100.0) 4,242,763 (100.0) △ 66,473
	 うち	変 動 金 利 定 期 ― ― ― ― ―

脚注  １．固定金利定期 ： 預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
 ２．変動金利定期 ： 預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
 ３．（　）内は構成比です。
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科目別貸出金残高
【年度末残高】� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

手 形 貸 付 754 582 △ 172
証 書 貸 付 665,887 704,958 39,071
当 座 貸 越 18,739 22,854 4,114
割 引 手 形 79 76 △ 3

合　　　　　計 685,462 728,471 43,009

【平均残高】� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

手 形 貸 付 1,508 767 △ 741
証 書 貸 付 687,924 668,362 △ 19,562
当 座 貸 越 24,124 20,301 △ 3,822
割 引 手 形 79 87 7

合　　　　　計 713,637 689,518 △ 24,119

貸出金の金利条件別内訳残高� （単位：百万円、％）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

固 定 金 利 貸 出 467,410 (68.1) 484,651 (66.5) 17,241
変 動 金 利 貸 出 218,051 (31.8) 243,819 (33.4) 25,768

合　　　　　計 685,462 (100.0) 728,471 (100.0) 43,009

脚注  （　）内は構成比です。

貸出金の担保別内訳残高� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 9 316 306
有 価 証 券 120 110 △ 10
動 産 ― ― ―
不 動 産 1,698 2,931 1,232
そ の 他 担 保 物 20,428 20,255 △ 173

計 22,257 23,612 1,355
農 業 信 用 基 金 協 会 保 証 88 65 △ 22
そ の 他 保 証 14,437 13,004 △ 1,432

計 14,525 13,070 △ 1,454
信 用 648,679 691,787 43,108

合　　　　　計 685,462 728,471 43,009

債務保証の担保別内訳残高� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 ― ― ―
有 価 証 券 ― ― ―
動 産 ― ― ―
不 動 産 53 62 9
そ の 他 担 保 物 11 12 1

計 64 74 10
信 用 0 4 3

合　　　　　計 64 79 14
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貸出金の使途別内訳残高� （単位：百万円、％）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

設 備 資 金 8,525 (1.2) 7,697 (1.0) △ 828
運 転 資 金 676,936 (98.7) 720,774 (98.9) 43,837

合　　　　　計 685,462 (100.0) 728,471 (100.0) 43,009

脚注  （　）内は構成比です。

貸出金の業種別残高� （単位：百万円、％）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

製 造 業 92,923 (13.5) 97,349 (13.3) 4,426
農 業 1 (0.0) 4 (0.0) 2
林 業 ー ー ー ー ー
漁 業 1,100 (0.1) 1,100 (0.1) ー
鉱 業 300 (0.0) 300 (0.0) △ 0
建 設 業 4,881 (0.7) 4,883 (0.6) 2
電気・ガス・熱供給・水道業 10,390 (1.5) 10,070 (1.3) △ 320
情 報 通 信 業 10,035 (1.4) 10,663 (1.4) 627
運 輸 業 32,895 (4.7) 31,115 (4.2) △ 1,779
卸 売 ・ 小 売 業 100,436 (14.6) 105,534 (14.4) 5,098
金 融 ・ 保 険 業 205,620 (29.9) 226,764 (31.1) 21,143
不 動 産 業 88,844 (12.9) 97,831 (13.4) 8,987
飲 食 店 ・ 宿 泊 業 659 (0.0) 469 (0.0) △ 189
サ ー ビ ス 業 131,348 (19.1) 136,776 (18.7) 5,427
地 方 公 共 団 体 5,975 (0.8) 5,575 (0.7) △ 400
そ の 他 48 (0.0) 32 (0.0) △ 16

合　　　　　計 685,462 (100.0) 728,471 (100.0) 43,009

脚注  １．不動産業（個人事業主）向け貸出金は不動産業に含めています。
 ２．（　）内は構成比です。

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

区　　分
平成30年度 令和元年度

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 2,307 2,262 ー 2,307 2,262 2,262 2,360 － 2,262 2,360
個別貸倒引当金 215 1,196 ー 215 1,196 1,196 549 534 661 549
合　　計 2,522 3,459 ー 2,522 3,459 3,459 2,910 534 2,924 2,910

脚注  期中減少額（その他）は、全額洗替額です。

貸出金償却の額� （単位：百万円）

項　　目 平成30年度 令和元年度

貸 出 金 償 却 額 ー ー 

脚注  貸出金償却額は、すでに個別貸倒引当金を計上していた債権について、償却額と引当金戻入額を相殺した残高を表示し
ています。
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主要な農業関係の貸出金残高
＜営農類型別＞� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

農 業 1 4 2
耕 作 ー ー ー
野 菜 ・ 園 芸 1 4 2
果 樹 ・ 樹 園 農 業 ー ー ー
工 芸 作 物 ー ー ー
養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 ー ー ー
養 鶏 ・ 養 卵 ー ー ー
養 蚕 ー ー ー
そ の 他 農 業 ー ー ー

農 業 関 連 団 体 等 1,341 611 △ 729
合　　　　　計 1,343 616 △ 727

脚注  １．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の
生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

  なお、P52の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。
 ２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業

者等が含まれています。
 ３．「農業関連団体等」には、JAや全農（経済連）とその子会社等が含まれています。

＜資金種類別＞
○貸出金� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

プ ロ パ ー 資 金 1,343 616 △ 727
農 業 制 度 資 金 ー ー ー
農 業 近 代 化 資 金 ー ー ー
そ の 他 制 度 資 金 ー ー ー

合　　　　　計 1,343 616 △ 727

脚注  １．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
 ２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的又は間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで

当会が低利で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象とし
ています。

 ３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーS資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

○受託貸付金� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 527 673 145
そ の 他 ー ー ー

合　　　　　計 527 673 145

脚注  日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）に係る資金をいいます。
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リスク管理債権の状況� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度 増　減

貸出金残高（A） 685,462 728,471 43,009

リ
ス
ク
管
理
債
権

破綻先債権額 11 ― △ 11
延滞債権額 1,191 556 △ 635
3か月以上延滞債権額 ー ー ー 
貸出条件緩和債権額 ー ー ー 
合計（Ｂ） 1,202 556 △ 646
担保・保証付債権額等（Ｃ） 6 6 △ 0
個別貸倒引当金残高（Ｄ） 1,196 549 △ 646
担保・保証等控除後債権額（Ｂ−Ｃ−Ｄ） ー ― ―

リスク管理債権比率（Ｂ/Ａ) 0.17% 0.07% △ 0.10%

脚注  １．破綻先債権
  元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込

みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じているもの。

 ２．延滞債権
  未収利息不計上貸出金であって、脚注1に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息

の支払を猶予したもの以外のもの。
 ３．3か月以上延滞債権
  元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金（脚注１、脚注２に掲げるものを除く）。
 ４．貸出条件緩和債権
  債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他

の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（脚注1、脚注2及び脚注3に掲げるものを除く）。
 ５．担保・保証付債権額等
  リスク管理債権のうち、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額、保証による回収が可能と認められる額

及び清算配当等による回収可能見込額の合計額。
 ６．個別貸倒引当金残高
  リスク管理債権のうち、自己査定に基づき回収不能見込額を債務者個別に引き当てした金額の合計額。なお、個別貸

倒引当金の引き当ての対象とならない貸出金については、貸倒実績率等による一般貸倒引当金を引き当てています。

金融再生法開示債権の保全状況� （単位：百万円）

債権区分 平成30年度 令和元年度 増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11 ー △ 11
危険債権 1,191 556 △ 635
要管理債権 ー ー ー 
非正常債権計（Ａ） 1,202 556 △ 646
正常債権（Ｂ） 684,729 728,360 43,630
合計（Ａ＋Ｂ） 685,932 728,916 42,983
保全額（Ｃ） 1,202 556 △ 646

貸倒引当金 1,196 549 △ 646
担保・保証等 6 6 △ 0

保全率（Ｃ/Ａ） 100.00% 100.00% ー
不良債権比率（Ａ/（Ａ＋Ｂ）） 0.17% 0.07% △ 0.10%

脚注  １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
  破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及び

これらに準ずる債権。
 ２．危険債権
  債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び

利息の受取りができない可能性の高い債権。
 ３．要管理債権
  自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、3か月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権に

該当する貸出債権。
 ４．正常債権
  債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、脚注1、脚注2及び脚注3に掲げる債権以外の債権。

元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況
該当する取引はありません。
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商品有価証券種類別平均残高�
該当する取引はありません。

有価証券残存期間別残高� （単位：百万円）

種　類 1年
以下

1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

平成30年度
国 債 99,634 271,099 50 ー ー 229,626 ー 600,411
地 方 債 19,290 28,519 399 ー ー ー ー 48,210
社 債 3,024 6,136 ー ー ー ー ー 9,160
外 国 証 券 17,069 39,010 2,964 77,270 127,077 14,730 ー 278,123
株 式 ー ー ー ー ー ー 16,492 16,492
その他の証券 1,473 4,214 28,271 7,638 63,042 20,324 40,278 165,242
合　 計 140,492 348,981 31,686 84,908 190,119 264,681 56,771 1,117,642

令和元年度

国 債 106,053 161,539 ー ー ー 231,174 ー 498,767
地 方 債 17,937 10,448 398 ー ー ー ー 28,784
社 債 3,011 3,046 ー ー ー ー ー 6,058
外 国 証 券 35,872 39,440 18,316 78,318 118,389 20,617 ー 310,955
株 式 ー ー ー ー ー ー 14,710 14,710
その他の証券 10,045 17,567 49,072 29,849 95,827 12,501 64,477 279,342

合　計 172,920 232,042 67,787 108,168 214,216 264,293 79,188 1,138,618

脚注  有価証券残高のうち、保有目的区分「その他有価証券」については、期末の時価を適用しています。

種類別有価証券平均残高� （単位：百万円）

種　　類 平成30年度 令和元年度 増　減

国 債 572,822 415,297 △ 157,525
地 方 債 47,401 28,513 △ 18,887
社 債 9,015 6,939 △ 2,075
外 国 証 券 243,658 263,707 20,048
株 式 10,148 9,667 △ 480
そ の 他 の 証 券 96,672 208,160 111,488

合　　　　　計 979,718 932,287 △ 47,431
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時価情報等

有価証券の時価情報
○売買目的有価証券

該当する取引はありません。

○満期保有目的の債券�
該当する取引はありません。

○その他有価証券� （単位：百万円）

種　類 平成30年度 令和元年度
貸借対照表計上額 取得原価 差　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 15,630 8,979 6,650 11,482 5,641 5,840
債　券 895,523 845,303 50,220 704,929 660,288 44,640

国 債 600,411 568,730 31,680 417,531 396,937 20,593
地 方 債 47,610 46,880 730 27,986 27,720 266
社 債 9,160 9,007 153 6,058 6,001 56
外国証券 238,340 220,685 17,655 253,353 229,629 23,723

受益証券 141,579 123,847 17,731 141,671 121,383 20,288
小　計 1,052,733 978,131 74,602 858,083 787,312 70,770

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 862 976 △ 113 3,228 3,751 △ 522
債　券 40,382 40,821 △ 439 139,636 143,153 △ 3,517

国 債 ー ー ー 81,235 81,415 △ 179
地 方 債 599 600 △ 0 797 800 △ 2
外国証券 39,783 40,221 △ 438 57,602 60,937 △ 3,335

受益証券 23,663 23,895 △ 232 137,670 149,000 △ 11,329
小　計 64,908 65,693 △ 785 280,535 295,904 △ 15,369

合　　　　計 1,117,642 1,043,824 73,817 1,138,618 1,083,217 55,400

脚注  １．時価は、期末日における市場価格等によっています。
 ２．取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。
 ３．売買目的有価証券については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益は当期の損益に含めています。
 ４．満期保有目的の債券については、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。
 ５．その他有価証券については、時価を貸借対照表価額としています。

金銭の信託の時価情報
○運用目的の金銭の信託� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
貸借対照表計上額 当年度の損益に含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 7,977 ー 5,980 ー

○満期保有目的の金銭の信託�
該当する取引はありません。

○その他の金銭の信託� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
貸借対照表

計上額 取得原価 差　額 うち時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

うち時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

貸借対照表
計上額 取得原価 差　額 うち時価が貸借対照表

計上額を超えるもの
うち時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

その他の金銭の信託 46,953 47,444 △ 491 303 794 38,741 44,140 △ 5,398 140 5,539
脚注  １．時価は、期末日における市場価格等によっています。

 ２．取得価額は、取得原価又は償却原価によっています。
 ３．運用目的の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額とし、評価損益は当期の損益に含めています。
 ４．満期保有目的の金銭の信託については、取得価額を貸借対照表価額として計上しています。
 ５．その他の金銭の信託については、時価を貸借対照表価額としています。
 ６．満期保有目的の金銭の信託及びその他の金銭の信託の「うち時価が貸借対照表計上額を超えるもの」「うち時価が貸借対照

表計上額を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳であります。
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デリバティブ取引等
（デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引）
○金利関連取引� （単位：百万円）

区　分 平成30年度 令和元年度
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

金利先物
売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

金利 
オプション

売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

店
頭

金利
スワップ

受取固定
支払変動 ー ー ー ー ー ー

受取変動
支払固定 ー ー ー 52,200 222 222

金利 
オプション

売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

合　　　　計 ー ー ー 52,200 222 222

脚注  上記取引はヘッジ会計が適用されています。ヘッジ会計が適用されていない取引はありません。

○通貨関連取引� （単位：百万円）

区　分 平成30年度 令和元年度
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

通貨先物
売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

通貨 
オプション

売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

店
頭

通貨スワップ 10,602 △ 442 △ 442 14,021 △ 1,854 △ 1,854

為替予約
売建 91,664 97,179 △ 5,514 108,968 112,494 △ 3,526
買建 ー ー ー ー ー ー

為替 
オプション

売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

合　　　　計 102,267 96,737 △ 5,957 122,989 110,639 △ 5,380

脚注  上記取引はヘッジ会計が適用されています。ヘッジ会計が適用されていない取引はありません。

○株式関連取引� （単位：百万円）

区　分 平成30年度 令和元年度
契約額等 時　価 評価損益 契約額等 時　価 評価損益

取
引
所

株価
指数先物

売建 3,564 3,652 △ 88 4,035 3,638 397
買建 ー ー ー ー ー ー

株式指数
オプション

売建 ー ー ー ー ー ー
買建 ー ー ー ー ー ー

合　　　　計 3,564 3,652 △ 88 4,035 3,638 397

脚注  上記取引はヘッジ会計が適用されています。ヘッジ会計が適用されていない取引はありません。

○債券関連取引
該当する取引はありません。
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貯貸率・貯証率� （単位：％）

区　　分 平成30年度 令和元年度 増　減

貯 貸 率
期 末 14.9 16.2 1.3
期 中 平 均 14.3 14.8 0.5

貯 証 率
期 末 24.4 25.3 0.9
期 中 平 均 19.6 20.0 0.4

脚注  １．貯貸率＝貸出金／（貯金＋譲渡性貯金）
 ２．貯証率＝有価証券／（貯金＋譲渡性貯金）

利益率� （単位：％）

項　　目 平成30年度 令和元年度 増　減

総 資 産 経 常 利 益 率 0.21 0.21 0.00
純 資 産 経 常 利 益 率 4.57 4.02 △ 0.55
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.16 0.17 0.01
純 資 産 当 期 純 利 益 率 3.46 3.37 △ 0.09

脚注  １．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
 ２．純資産経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×100
 ３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×100
 ４．純資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×100

自己資本の状況
自己資本比率の状況
　当会では、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤の強
化を経営の重要課題として取り組んでいます。
　内部留保の積上げによる自己資本の増強に努めた結果、当会の令和2年3月末における自己資本比率は、
14.48％となりました。

経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当会の自己資本は会員からの普通出資金のほか、後配出資金により調達しています。

普通出資金
項　　目 内　　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 534億円（前年度534億円）

後配出資金
項　　目 内　　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 872億円（前年度872億円）

　自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」を制
定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。また、これに基づき、当会における
信用リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本の維持に努めています。
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【自己資本の構成】� （単位：百万円）

項　　目 平成30年度 令和元年度

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 253,280 257,146
うち、出資金及び資本準備金の額 140,690 140,690
うち、再評価積立金の額 0 0
うち、利益剰余金の額 117,495 121,465
うち、外部流出予定額（△） 4,905 5,009
うち、上記以外に該当するものの額 ー ー

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 13,258 13,767
うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 13,258 13,767
うち、適格引当金コア資本算入額 ー ー

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ー ー

コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 266,538 270,913
コア資本に係る調整項目（２）

無形固定資産（�モーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るものを除く。）の額の合計額 22 27

うち、のれんに係るものの額 ー ー
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 22 27
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ー ー
適格引当金不足額 ー ー
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ー ー
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ー ー
前払年金費用の額 ー ー
自己保有普通出資等（�純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ー ー
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ー ー
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 ー ー
特定項目に係る10パーセント基準超過額 ー ー
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ー ー
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ー ー
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ー ー
特定項目に係る15パーセント基準超過額 ー ー
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ー ー
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ー ー
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ー ー
コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 22 27
自己資本
自己資本の額（（イ）―（ロ））�� （ハ） 266,516 270,886
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        　　　　　 （単位：百万円）

項　　目 平成30年度 令和元年度

リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額 1,776,947 1,837,083
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ー ー

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ー ー

うち、上記以外に該当するものの額 ー ー
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 35,671 33,525
信用リスク・アセット調整額 ー ー
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ー ー
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 1,812,618 1,870,608
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 14.70% 14.48%

脚注  １．農協法第11条の2第1項第1号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出しています。なお、
当会は国内基準を採用しています。

 ２．当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手
法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

  基礎的手法とは、1年間の粗利益に0.15を乗じた額の直近3年間の平均値によりオペレーショナル・リスク相当額を算出する方法で
す。

  なお、1年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益及びその他経常収益を控除し、役務取引等費用、国債等債券売却損・償
還損・償却、経費、その他経常費用及び金銭の信託運用見合費用を加算して算出しています。

【自己資本の充実度に関する事項】
○信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 4,348 ー ー 2,878 ー ー
我 が 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け 569,616 ー ー 479,053 ー ー

外国の中央政府及び中央銀行向け 230,888 ー ー 226,712 ー ー
国 際 決 済 銀 行 等 向 け ー ー ー ー ー ー
我が国の地方公共団体向け 53,585 ー ー 34,160 ー ー
外国の中央政府等以外の
公 共 部 門 向 け ー ー ー ー ー ー

国 際 開 発 銀 行 向 け ー ー ー ー ー ー
地方公共団体金融機構向け 300 30 1 300 30 1
我が国の政府関係機関向け 8,699 869 34 6,559 655 26
地 方 三 公 社 向 け 662 115 4 625 109 4
金 融 機 関 及 び
第一種金融商品取引業者向け 3,505,731 695,634 27,825 3,205,075 632,420 25,296

法 人 等 向 け 981,716 314,361 12,574 895,455 343,687 13,747
中 小 企 業 等 向 け 及 び
個 人 向 け 26 10 0 22 12 0

抵 当 権 付 住 宅 ロ ーン ー ー ー ー ー ー
不動産取得等事業向け ー ー ー ー ー ー
三 月 以 上 延 滞 等 1,133 3 0 ー ー ー
取 立 未 済 手 形 8 1 0 11 2 0
信用保証協会等による保証付 88 8 0 65 6 0
株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付� ー ー ー ー ー ー

出 資 等 14,077 14,077 563 13,514 13,514 540
（うち出資等のエクスポージャー） 14,077 14,077 563 13,514 13,514 540
（�うち重要な出資のエクスポージャー） ー ー ー ー ー ー
上 記 以 外 246,558 603,312 24,132 247,347 605,579 24,223
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（単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他外
部ＴＬＡＣ関連調達手段に該当するもの
以外のものに係るエクスポージャー）

ー ー ー ー ー ー

（�うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 235,447 588,619 23,544 235,443 588,608 23,544

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分に係るエクスポージャー） 2,389 5,972 238 3,380 8,451 338

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有している他の金
融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段に関するエクスポージャー）

ー ー ー ー ー ー

（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係
る5％基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

ー ー ー ー ー ー

（うち上記以外のエクスポージャー） 8,721 8,719 348 8,522 8,519 340
証 券 化 2,336 467 18 17,638 3,527 141
（うちＳＴＣ要件適用分） ー ー ー ー ー ー
（うち非ＳＴＣ要件適用分） 2,336 467 18 17,638 3,527 141
再 証 券 化 ー ー ー ー ー ー
リスク・ウェイトのみなし計算
が適用されるエクスポージャー 217,302 146,837 5,873 328,704 235,856 9,434

（うちルックスルー方式） 217,302 146,837 5,873 328,704 235,856 9,434
（うちマンデート方式） ー ー ー ー ー ー
（うち蓋然性方式250%） ー ー ー ー ー ー
（うち蓋然性方式400%） ー ー ー ー ー ー
（うちフォールバック方式） ー ー ー ー ー ー
経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されるものの額 ー ー ー ー ー ー

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエ
クスポージャーに係る経過措置によりリスク・
アセットの額に算入されなかったものの額(△)

ー ー ー ー ー ー

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 5,837,079 1,775,729 71,029 5,458,125 1,835,402 73,416
ＣＶＡリスク相当額÷８％ ー 1,217 48 ー 1,680 67
中央清算機関関連エクスポージャー ー ー ー ー ー ー
合計（信用リスク・アセットの額） 5,837,079 1,776,947 71,077 5,458,125 1,837,083 73,483

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本額
（ 基 礎 的 手 法 ）

オペレーショナル・リスク
相当額を8％で除して得た額 所 要 自 己 資 本 額 オペレーショナル・リスク

相当額を8％で除して得た額 所 要 自 己 資 本 額
ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％

35,671 1,427 33,525 1,341

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等(分母）合計 所 要 自 己 資 本 額 リスク・アセット等(分母）合計 所 要 自 己 資 本 額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
1,812,618 72,504 1,870,608 74,824

脚注  １．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに
記載しています。

 ２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や有
価証券等が該当します。

 ３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャー及び「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが150％になっ
たエクスポージャーのことです。

 ４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
 ５．「証券化」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は

全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
 ６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・ア

セットに算入したものが該当します。
 ７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保

証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。
 ８．オペレーショナル・リスク相当額算出にあたり、当会では基礎的手法を採用しています。
　　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を8%で除して得た額の算出方法(基礎的手法)＞

(粗利益(正の値の場合に限る)×15％）の直近3年間の合計額 ÷8％直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
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信用リスクに関する事項
リスク管理の方針及び手続の概要
　当会では、リスクを確実に認識し、評価・計測し、報告するための態勢として、リスク管理に関する規
程類を整備しています。
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減
少ないし消失し、損失を被るリスクのことです。当会は信用リスクを、収益発生を意図し能動的に取得す
るリスクのひとつとして位置づけ、信用リスクマネジメント方針を定めて適切に管理しています。
　信用リスク取引に係る経営戦略に基づく基本方針等は、経営会議、理事会において協議・検討を行い、
経営管理委員会で決定しています。
　また、経営層によって構成されるＡＬＭ委員会及びリスク管理委員会において、当会全体の信用リスク
取引に係る経営戦略に基づく具体的方針等及び信用リスク管理の基本的制度等について協議するととも
に、当会が保有するリスク量やリスク内容及び対応方針について協議しています。
　与信審査については、リスク発生部門から独立した審査所管部を設置し、個別内部格付の決定、個別与
信審査、大口与信先等の信用状況のモニタリング、自己査定における第２次査定の実施を通じて、デフォ
ルト等に伴う損失を最小限に抑え適正なリターンの確保を図っています。
　当会における貸倒引当金の計上は、「資産の償却・引当要領」に基づき計上しています。
　正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）に相当する債権については、一定の種類毎に分類し､
貸倒実績率等に基づき算定した額を計上しています。
　破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てています。
　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てています。

標準的手法に関する事項
　当会では自己資本比率算出に係る信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出してい
ます。また、信用リスク・アセットの算出におけるリスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は次
のとおりです。

①�リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付は、以下の適格格付機関による依頼格付のみ使用し、非
依頼格付は使用しないこととしています。

適�格�格�付�機�関
株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&P�グローバル・レーティング（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

②�リスク・ウェイトの判定に当たり使用するエクスポージャーごとの適格格付機関の格付又はカントリー・
リスク・スコアは以下のとおりです。

エクスポージャー 適�格�格�付�機�関 カントリー・リスク・スコア
中央政府及び中央銀行 日�本�貿�易�保�険
国際開発銀行向けエクスポージャー R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
金融機関向けエクスポージャー 日�本�貿�易�保�険
法人等向けエクスポージャー（長期）R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
法人等向けエクスポージャー（短期）R&I,JCR,Moody's,S&P,Fitch
� 「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。脚注
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【信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高】
� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

三月以上
延滞

エクスポー
ジャー

信用リスクに
関するエクス
ポージャーの
残高

三月以上
延滞

エクスポー
ジャー

うち
貸出金等 うち債券 うち店頭

デリバティブ
うち

貸出金等 うち債券 うち店頭
デリバティブ

国 　 内 5,367,874 1,125,687 639,673 ー 133 4,832,355 1,021,864 527,074 ー ー
国 　 外 249,566 ー 249,566 ー ー 279,426 ー 279,426 ー ー
地域別残高計 5,617,441 1,125,687 889,240 ー 133 5,111,782 1,021,864 806,501 ー ー

法
人

農 業 9 9 ー ー ー 12 12 ー ー ー
林 業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
水 産 業 1,100 1,100 ー ー ー 1,100 1,100 ー ー ー
製 造 業 101,210 93,279 ー ー ー 103,314 97,704 ー ー ー
鉱 業 300 300 ー ー ー 300 300 ー ー ー
建設・不動産業 95,793 93,738 ー ー ー 103,448 102,795 ー ー ー

電気・ガス・
熱供給・水道業 10,873 10,391 ー ー ー 10,552 10,071 ー ー ー

運輸・通信業 48,078 43,003 ー ー ー 43,384 41,821 ー ー ー
金融・保険業 4,219,314 644,398 9,049 ー 122 3,777,848 518,308 6,023 ー ー

卸売・小売・
飲食・サービス業 235,279 233,268 ー ー 11 245,578 243,969 ー ー ー

日本国政府・
地方公共団体 623,201 5,977 617,224 ー ー 513,214 5,576 507,637 ー ー

上記以外 267,037 ー 262,966 ー ー 298,468 ー 292,840 ー ー
個 　 人 219 219 ー ー ー 203 203 ー ー ー
そ の 他 15,021 ー ー ー ー 14,353 ー ー ー ー
業種別残高計 5,617,441 1,125,687 889,240 ー 133 5,111,782 1,021,864 806,501 ー ー
1 年 以 下 4,027,921 510,557 135,207 ー 3,615,420 393,232 158,553 ー
１年超３年以下 491,508 160,422 329,348 ー 367,268 158,483 207,770 ー
３年超５年以下 169,976 166,803 3,060 ー 198,958 182,098 16,860 ー
５年超７年以下 190,254 114,610 75,552 ー 165,183 91,414 73,349 ー
７年超10年以下 177,976 52,619 124,653 ー 176,285 62,451 113,201 ー
10 年 超 342,198 120,524 221,418 ー 362,822 124,567 236,765 ー
期限の定めのないもの 217,604 148 ー ー 225,843 9,617 ー ー

残存期間別残高計 5,617,441 1,125,687 889,240 ー 5,111,782 1,021,864 806,501 ー

脚注 � １．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バラン
ス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

� ２．「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクス
ポージャーを含んでいます。なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、ご利用者のご請求に基づ
き、金融機関が融資を実行することを約束する契約における融資可能残額のことをいいます。

� ３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
� ４．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞しているエクス

ポージャーをいいます。

【貸倒引当金の期末残高及び期中増減額】
○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 2,307� 2,262� ー 2,307� 2,262� 2,262 2,360 ー 2,262 2,360
個別貸倒引当金 215� 1,196� ー 215� 1,196� 1,196 549 534 661 549

脚注 � 期中減少額（その他）は全額洗替額です。
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○業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
個別貸倒引当金

貸出金
償　却

個別貸倒引当金
貸出金
償　却

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高

期首
残高

期　中
増加額

期中減少額 期末
残高目的使用 その他 目的使用 その他

法
人

農 業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
林 業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
水 産 業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
製 造 業 ー 1,000 ー ー 1,000 ー 1,000 454 525 474 454 ー
鉱 業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
建設・不動産業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

電気・ガス・
熱供給・水道業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー

運輸・通信業 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
金融・保険業 124 116 ー 124 116 ー 116 94 ー 116 94 ー

卸売・小売・
飲食・サービス業 90 80 ー 90 80 ー 80 ー 9 70 ー ー

上記以外 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
個 　 人 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー
合　　　計 215 1,196 ー 215 1,196 ー 1,196 549 534 661 549 ー

脚注  １．一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
 ２．当会では国外への貸出を行っていないため、地域別（国内・国外）の開示を省略しています。

【信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト1250％を適用する残高】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

0% ー 1,328,222 1,328,222 ー 1,082,898 1,082,898
2% ー ー ー ー ー ー
4% ー ー ー ー ー ー
10% ー 9,087 9,087 ー 6,925 6,925
20% 54,327 3,478,929 3,533,257 70,264 3,162,835 3,233,099
35% ー ー ー ー ー ー
50% 364,123 133 364,256 395,670 ー 395,670
75% ー 13 13 ー 16 16
100% 77,079 67,687 144,766 71,417 82,930 154,348
150% ー ー ー ー ー ー
250% ー 237,837 237,837 ー 238,824 238,824
その他 ー ー ー ー ー ー
1250% ー ー ー ー ー ー

合　　　計 495,529 5,121,911 5,617,441 537,352 4,574,429 5,111,782

脚注  １．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バラン
ス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

 ２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクス
ポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機
関による依頼格付のみ使用しています。

 ３．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトに
よって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

 ４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免
責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト1250％を適用したエクスポージャーが
あります。
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信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　「信用リスク削減手法」とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エ
クスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーの
リスク・ウェイトに代え、担保や保証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット
額を軽減する方法です。
　当会では、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
　信用リスク削減手法として、「適格金融資産担保」、「保証」、「貸出金と当会貯金の相殺」を適用してい
ます。
　適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部又は一部が、取引相手又は取引相
手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。
　当会では、適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
　保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我が国の
地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開
発銀行、及び金融機関又は第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付を付与しているものを
適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリ
スク・ウェイトに代えて、保証人のリスク･ウェイトを適用しています。
　ただし、証券化エクスポージャーについては、これら以外の主体で保証提供時に長期格付がA-又はA3
以上で、算定基準日に長期格付がBBB-又はBaa3以上の格付を付与しているものを適格保証人とし、エク
スポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被保証債権のリスク・ウェイトに代え
て、保証人のリスク・ウェイトを適用しています。
　貸出金と当会貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類す
る事由にかかわらず、貸出金と当会貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有しているこ
と、②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と当会貯金をいずれの時点においても特定するこ
とができること、③当会貯金が継続されないリスクが、監視及び管理されていること、④貸出金と当会貯
金の相殺後の額が、監視及び管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出
金と当会貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。
　担保に関する評価及び管理方法は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行ってい
ます。なお、主要な担保の種類は当会貯金です。
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【信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け ー ー ー ー ー ー
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け ー ー ー ー ー ー
地 方 三 公 社 向 け ー 84 ー ー 77 ー
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け ー ー ー 9,200 ー ー
法 人 等 向 け 441,896 172 ー 296,807 172 ー
中小企業等向け及び個人向け ー 0 ー ー 0 ー
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン ー ー ー ー ー ー
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け ー ー ー ー ー ー
三 月 以 上 延 滞 等 ー ー ー ー ー ー
証 券 化 ー ー ー ー ー ー
中 央 清 算 機 関 関 連 ー ー ー ー ー ー
上 記 以 外 ー ー ー ー 0 ー

合　　　　　計 441,896 257 ー 306,007 249 ー

脚注  １．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当し
ます。

 ２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融
機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

 ３．「証券化」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は全部を第三者に移
転する性質を有する取引のことです。

 ４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向
け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

 ５. 「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテクションの買い手)と信
用リスクを取得したい者(プロテクションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由(延滞・破産など)が発生した場合にプロテ
クションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。
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派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項
派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要
　「派生商品取引」とは、その価格（現在価値）が他の証券・商品（原資産）の価格に依存して決定され
る金融商品（先物、オプション、スワップ等）に係る取引です。
　「長期決済期間取引」とは、有価証券等の受渡し又は決済を行う取引であって、約定日から受渡日（決
済日）までの期間が5営業日又は市場慣行による期間を超えることが約定され、反対取引に先立って取引
相手に対して有価証券等の引渡し又は資金の支払いを行う取引です。
　当会では、派生商品取引は、原則としてヘッジを目的として行っています。なお、長期決済期間取引に
ついて該当となる取引はありません。

【派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳】
平成30年度 令和元年度

与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

平成30年度� （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

現金・
当会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 577 3,823 ー ー ー 3,823 
（2）金 利 関 連 取 引 ー ー ー ー ー ー 
（3）金 関 連 取 引 ー ー ー ー ー ー
（4）株 式 関 連 取 引 15 234 ー ー ー 234 
（5）貴金属（金を除く）関連取引 ー ー ー ー ー ー
（6）その他コモディティ関連取引 ー ー ー ー ー ー
（7）クレジット・デリバティブ ー ー ー ー ー ー
派 生 商 品 合 計 592 4,058 ー ー ー 4,058 
長 期 決 済 期 間 取 引 ー ー ー ー ー ー 
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果（△） ー ー

合　　　　　　計 592 4,058 ー ー ー 4,058 

令和元年度� （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

現金・
当会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 746 3,733 ー ー ー 3,733 
（2）金 利 関 連 取 引 469 1,252 ー ー ー 1,252 
（3）金 関 連 取 引 ー ー ー ー ー ー
（4）株 式 関 連 取 引 397 615 ー ー ー 615 
（5）貴金属（金を除く）関連取引 ー ー ー ー ー ー
（6）その他コモディティ関連取引 ー ー ー ー ー ー
（7）クレジット・デリバティブ ー ー ー ー ー ー
派 生 商 品 合 計 1,613 5,601 ー ー ー 5,601 
長 期 決 済 期 間 取 引 ー ー ー ー ー ー
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果(△) ー ー

合　　　　　　計 1,613 5,601 ー ー ー 5,601 

脚注  １．「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額を算出する方法の一つです。再構築コストと
想定元本に一定の掛目を乗じて得た額の合計で与信相当額を算出します。なお、「再構築コスト」とは、同一の取引を市場で再度構築する
のに必要となるコスト(ただし0を下回らない)をいいます。

 ２．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテクションの買い手)と信
用リスクを取得したい者(プロテクションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由(延滞・破産など)が発生した場合にプロテ
クションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引をいいます。

 ３．「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいいます。オン・バランスの元本と区別
して「想定元本」と呼ばれています。

【与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ】
該当する取引はありません。

【信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ】
該当する取引はありません。
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証券化エクスポージャーに関する事項
リスク管理の方針及びリスク特性の概要
　「証券化エクスポージャー」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポー
ジャーに階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引に係るエクスポージャーのこ
とです。「再証券化エクスポージャー」とは、原資産の一部又は全部が証券化エクスポージャーである取
引に係るエクスポージャーのことです。
　当会では、投資家として証券化エクスポージャーを取得し、当該エクスポージャーの外部格付と金利に
よりリスク量を測定し、適切に管理しています。
体制の整備及びその運用状況の概要
　当会は、投資家として運用資産の分散を目的に証券化商品に投資しており、その他の目的のための証券
化取引の実績はありません。
　証券化商品には金利リスクとともに、裏付けとなっている資産等の信用リスクが内包されていますが、
当会では裏付け資産の信用度、証券化スキームの内容を十分に検討した上で投資を行っています。また、
保有する証券化商品に対しては裏付け資産の状況や外部格付の継続的なモニタリングを行い、厳格なリス
ク管理に努めています。
信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針
　信用リスク削減手法として証券化取引を用いていないため、方針は定めていません。
信用リスク・アセットの額算出方法の名称
　証券化エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額の算出については、外部格付準拠方式、標準
的手法準拠方式を採用しており、いずれにも該当しない場合は1250%のリスク・ウェイトを適用してい
ます。
当会が証券化目的導管体を用いて行った第三者の資産に係る証券化取引
　該当する取引はありません。
当会が行った証券化取引に係る証券化エクスポージャーを保有している子会社等及び関連法人等
　該当ありません。
証券化取引に関する会計方針
　証券化取引については、「金融商品に係る会計基準」及び「金融商品会計に関する実務指針」に基づき
会計処理を行っています。
証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイト判定に当たり使用する格付は、以下の適格格付機関による
所定の要件を満たした依頼格付のみ使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関
株式会社格付投資情報センター（R&Ⅰ）
株式会社日本格付研究所（JCR）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody's）
S&P グローバル・レーティング（S&P）
フィッチレーティングスリミテッド（Fitch）

内部評価方式の概要
　当会は内部格付手法を採用していないため該当しません。

【当会がオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
該当する取引はありません。

【当会が投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
○保有する証券化エクスポージャーの額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー 証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

オン・バランス

クレジットカード与信 ー ー ー ー
住 宅 ロ ー ン ー ー 11,214 ー
自 動 車 ロ ー ン 2,335 ー 4,423 ー
そ の 他 ー ー 2,000 ー
合　　　　計 2,335 ー 17,637 ー
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平成30年度 令和元年度
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー 証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

オフ・バランス

クレジットカード与信 ー ー ー ー
住 宅 ロ ー ン ー ー ー ー
自 動 車 ロ ー ン ー ー ー ー
そ の 他 ー ー ー ー
合　　　　計 ー ー ー ー

脚注  証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して
記載しています。

○リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額
平成30年度� （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー
リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

0％～15％未満 ー ー 0％～100％未満 ー ー
15％～50％未満 2,336 18 100％～250％未満 ー ー
50％～100％未満 ー ー 250％～400％未満 ー ー
100％～250％未満 ー ー 400％～1,250％未満 ー ー
250％～400％未満 ー ー 1,250％ ー ー
400％～1,250％未満 ー ー

1,250％ ー ー
合　　　　計 2,336 18 合　　　　計 ー ー

オフ・バランス

0％～15％未満 ー ー 0％～100％未満 ー ー
15％～50％未満 ー ー 100％～250％未満 ー ー
50％～100％未満 ー ー 250％～400％未満 ー ー
100％～250％未満 ー ー 400％～1,250％未満 ー ー
250％～400％未満 ー ー 1,250％ ー ー
400％～1,250％未満 ー ー

1,250％ ー ー
合　　　　計 ー ー 合　　　　計 ー ー

令和元年度� （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー
リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

0％～15％未満 ー ー 0％～100％未満 ー ー
15％～50％未満 17,638 141 100％～250％未満 ー ー
50％～100％未満 ー ー 250％～400％未満 ー ー
100％～250％未満 ー ー 400％～1,250％未満 ー ー
250％～400％未満 ー ー 1,250％ ー ー
400％～1,250％未満 ー ー

1,250％ ー ー
合　　　　計 17,638 141 合　　　　計 ー ー

オフ・バランス

0％～15％未満 ー ー 0％～100％未満 ー ー
15％～50％未満 ー ー 100％～250％未満 ー ー
50％～100％未満 ー ー 250％～400％未満 ー ー
100％～250％未満 ー ー 400％～1,250％未満 ー ー
250％～400％未満 ー ー 1,250％ ー ー
400％～1,250％未満 ー ー

1,250％ ー ー
合　　　　計 ー ー 合　　　　計 ー ー

脚注  証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して
記載しています。

○�自己資本比率告示第224条並びに第224条の4第1項第1号及び第2号の規定によりリスク・ウェイト1250％を適用した
証券化エクスポージャーの額
該当する取引はありません。

○保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
信用リスク削減手法の有無 無
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オペレーショナル・リスクに関する事項
リスク管理の方針及び手続の概要
　当会では、金融業務を行う上で発生するリスクのうち、収益発生を意図し能動的に取得するリスク（信
用リスク、市場リスク、流動性リスク）以外の受動的に発生する各種リスクをオペレーショナル・リスク
とし、オペレーショナル・リスクマネジメント方針を定めて管理しています。
　具体的にはオペレーショナル・リスクを以下の２分類に大別し管理しています。
　○リスクの発生そのものが統制活動の対象となるもの
　　�　業務戦略、組織体制やコンピュータシステム等の統制機能、経営方針や手続の遵守、及び管理ミス
や詐欺に関して発生するリスク｡

　　�　事務リスク、法務リスク、システムリスク、人的リスク、有形資産リスク、情報漏洩等リスク等｡
　○リスク発生後の対応が統制活動の対象となるもの
　　�　マクロ経済や政策問題、法律や規制要因、金融業界のインフラシステム等の業務運営環境から発生
するリスク、及び外生的な事象から発生するリスク｡

　　�　業務継続リスク、系統組織の経営リスク、風評リスク、規制・制度変更リスク等｡
　上記リスクに対して、主体的なコントロールの可否並びにリスクの計量化の程度のリスク特性を踏まえ、
また当会にとっての経営上の重要度を勘案し、当会として管理を行うリスク範囲を次のとおり設定してい
ます｡
　①　業務継続リスク
　②　事務リスク
　③　システムリスク
　④　法務リスク
　⑤　人的リスク
　⑥　有形資産リスク
　⑦　情報漏洩等リスク
　⑧　系統組織の経営リスク
　⑨　風評リスク
　⑩　規制・制度変更リスク

オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　当会では、自己資本比率算出におけるオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたり、「基礎的手法」
を採用しています。
　「基礎的手法」とは、１年間の粗利益に0.15を乗じた額の直近3年間の平均値によりオペレーショナル・
リスク相当額を算出する方法です。
　なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益及びその他経常収益を控除し、役務
取引等費用、国債等債券売却損・償還損・償却、経費、その他経常費用及び金銭の信託運用費用を加算し
て算出します。

出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項
　「出資その他これに類するエクスポージャー」とは貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株
式又は出資として計上されているものであり、当会においては、これらを①子会社及び関連会社株式、②
その他有価証券、③系統及び系統外出資に区分して管理しています。
　①子会社及び関連会社については、経営上も密接な連携を図ることにより、当会の事業のより効率的運
営を目的として、株式を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の他、四
半期毎の収支状況把握を行う等適切な業況把握に努めています。
　②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握及び
コントロールに努めています。具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポートフォリ
オの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会・経営管理委員会で運用方針を定めるとともに経営層で構成する
リスク管理委員会並びにＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び協議を行っています。
運用部門は、経営管理委員会等で決定した方針に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っています。
運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的に
リスク量の測定を行い経営層に報告しています。
　③系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を
通じて財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。
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【出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
貸借対照表
計上額 時価評価額 貸借対照表

計上額 時価評価額

上 場 16,492� 16,492� 14,710� 14,710�
非 上 場 192,431� 192,431� 192,431� 192,431�
合　　　　　計 208,924� 208,924� 207,142� 207,142�

脚注 �「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

【出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

242� 152� ー ー 195� 54�

【貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）】
� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
評価益 評価損 評価益 評価損

6,650 113 5,840 522

【貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）】
該当する取引はありません。

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
ル ッ ク ス ル ー 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 217,302 328,704
マ ン デ ー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー
蓋 然 性 方 式 （ 2 5 0 ％ ） を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー
蓋 然 性 方 式 （ 4 0 0 ％ ） を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ー ー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー ー ー

金利リスクに関する事項
リスク管理の方針及び手続の概要
　「金利リスク」とは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（例えば、
貸出金、有価証券、貯金等）が、金利の変動により発生するリスクのことです。
　当会における、リスク管理方針及び手続については以下のとおりです。
・�リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲に関する説明
　当会では、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リ
スクと一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク（IRRBB）については、
個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。
・リスク管理及びリスクの削減の方針に関する説明
　当会は、リスク管理委員会のもと、自己資本に対するIRRBBの比率の管理などを行うとともに、
ＡＬＭ委員会において収支シミュレーションの分析を実施するなど、リスク削減に努めています。
・金利リスク計測の頻度
　毎月末を基準日として、月次でIRRBBを計測しています。
・ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明
　当会は、金利スワップ等のヘッジ手段を活用し金利リスクの削減に努めています。また、金利リ
スクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上および
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会）に規定する繰延ヘッジに依っています。
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金利リスクの算定手法の概要
　当会では、経済価値ベースの金利リスク量（⊿EVE）については、金利感応ポジションに係る基準日時
点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカー
ブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフ
ト、下方パラレルシフト、スティープ化、フラット化、短期金利上昇、短期金利低下の6シナリオによる
金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適用しております。
・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期
　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.182年です。
・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期
　流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
・流動性貯金への満期の割り当て方法（コア貯金モデル等）及びその前提
　流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提
　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。
・複数の通貨の集計方法及びその前提
　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。
・スプレッドに関する前提（計算に当たって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）
　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該ス
プレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。
・内部モデルの使用等、⊿EVE及び⊿NIIに重大な影響を及ぼすその他の前提
　内部モデルは使用しておりません。
・前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　算定方法については変動ありません。
・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　該当ありません。

⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項
・金利ショックに関する説明
　リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。

・金利リスク計測の前提及びその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的開示の対象と
なる⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩと大きく異なる点）
　特段ありません。

金利リスクに関する事項� � � � � � � （単位：百万円）

IRRBB1：金利リスク
項番 ⊿ＥＶＥ ⊿NＩＩ

平成30年度末 令和元年度末 平成30年度末 令和元年度末
1 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト 115,073 102,086 8,850� 11,243�
2 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト 0 0 132 158
3 ス テ ィ ー プ 化 79,243 69,344
4 フ ラ ッ ト 化 937 5,538
5 短 期 金 利 上 昇 21,944 26,371
6 短 期 金 利 低 下 5,969 10,994
7 最 大 値 115,073 102,086 8,850� 11,243

8 自 己 資 本 の 額 平成30年度末 令和元年度末
266,516 270,886

脚注 ��1．「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
2．「�⊿NII」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から12か月を経過する日までの金利収益の減少
額として計測されるものをいいます。

【ＶａＲによる金利リスク計測】� （単位：百万円）

平成30年度末 令和元年度末

Ｖ ａ Ｒ 計 測 に よ る 最 大 損 失 見 込 額 35,863 40,384

脚注 　ＶａＲについては分散共分散法による計測（信頼区間99％、保有期間60日、観測期間5年）を行っています。
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グループの概況
株式会社

大阪府農協電算センター
電算処理 電算処理

出資等 出資等

リース

大阪協同サービス
株式会社

出資等

リース・不動産管理等
リース等

Ｊ
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会
・
連
合
会

大
阪
府
信
用
農
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協
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合
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名 称 株式会社大阪府農協電算センター 大阪協同サービス株式会社
所 在 地 大阪市中央区農人橋２丁目１番33号 大阪市中央区農人橋２丁目１番33号
設 立 年 月 日 昭和50年９月６日 昭和58年４月１日
資 本 金 250百万円 35百万円
当 会 の 議 決 権 比 率
（当会及び他の子会社等の議決権比率）

91.28％
（91.28％）

100％
（100％）

事 業 内 容

○電子計算機による事務処理業務
○�コンピュータシステムの設計・制作・保守業務及び
コンピュータによるプログラムの設計・制作・販売・
保守業務

○JA等諸団体より受託する事務処理
○前各業務に附帯関連する一切の業務

○事務用機器・通信機器・電子計算機等のリース業
○不動産の賃貸及び受託管理
○JA等諸団体より受託する事務処理
○�JA等諸団体の事務に供する物品の購入又は管理業
務
○�JA等諸団体の自動車の運行又は保守、点検その他
の管理を行う業務
○前各業務に附帯関連する一切の業務

グループの経営環境と業績
株式会社大阪府農協電算センター（子会社）

　当社は府内ＪＡ、中央会・連合会に対する情報処理システムの受託等とその付随業務を営む子会社です。
　�令和元年度は、中期経営計画に基づき、消費税増税対応、業務効率化に向けた対応、府内ＪＡからの要望に伴う既存システムの機
能拡充を重点施策として取り組んだ他、全国施策への対応についても概ね計画どおりの実績をあげました。
　令和元年度の決算状況については、売上高1,849百万円、経常利益102百万円、当期純利益70百万円を計上いたしました。

大阪協同サービス株式会社（子会社）
　当社は府内ＪＡ、中央会・連合会に対するリース業務、建物の受託管理等とその付随業務を営む子会社です。
　�令和元年度は、府内ＪＡ向け自動車リースをはじめ、建物管理における改装工事対応や証券外務員研修等の研修講師受託等、各事
業に積極的に取り組みました。
　令和元年度の決算状況については、売上高663百万円、経常利益17百万円、当期純利益11百万円を計上いたしました。

連結事業概況（令和元年度）�
　令和元年度の当会の連結決算は、子会社株式会社大阪府農協電算センター及び大阪協同サービス株式
会社を連結しています。
　連結決算の内容は、連結経常収益484億円、連結当期剰余金89億円、連結純資産3,015億円、総資産
5兆1,905億円で、連結自己資本比率は14.54%となりました。

連結事業年度の最近５年間の主要な経営指標� （単位：百万円）

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

経 常 収 益 52,790 54,481 56,159 52,448 48,499
経 常 利 益 18,461 14,462 12,968 11,837 10,721
当期剰余金（当期利益金） 13,798 10,054 10,520 8,936 8,947
純 資 産 額 311,655 304,981 303,881 314,668 301,516
総 資 産 額 5,241,939 5,397,953 5,486,873 5,449,842 5,190,582
連 結 自 己 資 本 比 率 17.57% 15.90% 15.77% 14.75% 14.54%

脚注 �「連結自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成18年金融庁・農林水産省告示第２号）に基づき算出しておりま
す。
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度 科　　目 平成30年度 令和元年度

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
現 金 4,348 2,879 貯 金 4,340,217 4,276,220

預 け 金 3,372,074 3,059,895 譲 渡 性 貯 金 231,470 213,100

買 入 金 銭 債 権 7,052 5,274 債券貸借取引受入担保金 441,548 297,321

金 銭 の 信 託 54,930 44,721 借 用 金 47,000 33,500

有 価 証 券 1,117,642 1,138,618 代 理 業 務 勘 定 － 1

貸 出 金 684,729 727,904 そ の 他 負 債 41,003 41,073

そ の 他 資 産 11,198 13,011 諸 引 当 金 11,663 12,093

有 形 固 定 資 産 8,355 8,256 退職給付に係る負債 2,190 2,324

建 物 2,988 2,986 繰 延 税 金 負 債 20,015 13,352

土 地 4,385 4,385 債 務 保 証 64 79

リ ー ス 資 産 157 134 負債の部合計 5,135,174 4,889,066

その他の有形固定資産 824 750 （純資産の部）
無 形 固 定 資 産 634 578 出 資 金 140,690 140,690

ソフトウェア 510 551 資 本 剰 余 金 0 0

リ ー ス 資 産 0 0 利 益 剰 余 金 119,509 123,553

その他の無形固定資産 123 27 子会社の所有する親連合会出資金 △ 18 △ 18

外 部 出 資 192,168 192,168 会員資本合計 260,180 264,224

繰 延 税 金 資 産 98 103 その他有価証券評価差額金 52,838 35,985

債 務 保 証 見 返 64 79 繰延ヘッジ損益 1,476 1,127

貸 倒 引 当 金 △ 3,456 △ 2,908 評価・換算差額等合計 54,315 37,113

非支配株主持分 171 177

純資産の部合計 314,668 301,516

資産の部合計 5,449,842 5,190,582 負債及び純資産の部合計 5,449,842 5,190,582
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連結損益計算書 （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度

経 常 収 益 52,448 48,499
資 金 運 用 収 益 43,535 33,279
貸 出 金 利 息 7,201 4,822
預 け 金 利 息 360 320
有 価 証 券 利 息 配 当 金 14,189 10,815
コ ー ル ロ ー ン 等 利 息 0 0
そ の 他 受 入 利 息 21,784 17,322
（う ち 受 取 奨 励 金 ） （19,579） （15,899）
（う ち 受 取 特 別 配 当 金） （2,199） （1,411）
役 務 取 引 等 収 益 1,771 1,803
そ の 他 事 業 収 益 5,637 11,909
そ の 他 経 常 収 益 1,503 1,507
（う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益） （－） （13）
経 常 費 用 40,611 37,778
資 金 調 達 費 用 26,880 24,713
貯 金 利 息 474 438
譲 渡 性 貯 金 利 息 81 30
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 14 6
そ の 他 支 払 利 息 26,310 24,237
（う ち 支 払 奨 励 金） （26,133） （23,781）
役 務 取 引 等 費 用 1,450 1,355
そ の 他 事 業 費 用 4,872 5,167
経 費 5,248 4,999
そ の 他 経 常 費 用 2,158 1,543
（う ち 貸 倒 引 当 金 繰 入 額） （933） （－）
経 常 利 益 11,837 10,721
特 別 利 益 0 －
固 定 資 産 処 分 益 0 －

特 別 損 失 0 0
固 定 資 産 処 分 損 0 0

税 金 等 調 整 前 当 期 利 益 11,836 10,720
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,756 1,782
法 人 税 等 調 整 額 139 △ 15
法 人 税 等 合 計 2,896 1,766
当 期 利 益 8,940 8,953
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 利 益 3 6
当 期 剰 余 金 8,936 8,947
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連結剰余金計算書� （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度

（資 本 剰 余 金 の 部）
1	 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 0 0
2	 資 本 剰 余 金 増 加 高 － －
3	 資 本 剰 余 金 減 少 高 － －
4	 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 0 0

（利 益 剰 余 金 の 部）
1	 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 115,568 119,509
2	 利 益 剰 余 金 増 加 高 8,936 8,947
（当 期 剰 余 金） （8,936） （8,947） 

3	 利 益 剰 余 金 減 少 高 4,995 4,903
（出 資 配 当 金） （2,474） （2,474） 
（事 業 分 量 配 当 金） （2,520） （2,429） 

4	 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 119,509 123,553

連結キャッシュ・フロー計算書� （単位：百万円）

科　　目 平成30年度 令和元年度

1 　 事業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 利 益 11,836 10,720
減 価 償 却 費 722 678
貸倒引当金の増減額（△は減少） 936 △ 547
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 129 134
その他の引当金・積立金の増減額（△は減少） 458 429
資 金 運 用 収 益 △ 43,535 △ 33,279
資 金 調 達 費 用 26,880 24,713
有 価 証 券 関 係 損 益（△ は 益 ） 1,742 △ 145
金銭の信託の運用損益（△は益） △ 342 △ 1,059
固 定 資 産 処 分 損 益（△ は 益 ） 0 0
貸 出 金 の 純 増（△） 減 13,478 △ 43,179
預 け 金 の 純 増（△） 減 36,000 386,000
貯 金 の 純 増 減 （△） △ 134,782 △ 82,366
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 97,928 △ 144,226
借 用 金 の 純 増 減（△） △ 24,600 △ 13,500
コ ール ロ ーン 等 の 純 増（△）減 △ 7,052 1,777
資 金 運 用 に よ る 収 入 43,439 35,719
資 金 調 達 に よ る 支 出 △ 25,606 △ 27,018
事 業 分 量 配 当 金 の 支 払 額 △ 2,520 △ 2,429
そ の 他 4,404 △ 1,027
小 計 △ 481 111,395
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 793 △ 3,096
事業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,274 108,298

2 　 投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 287,365 △ 635,795
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 278,844 590,208
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 2,957 7,439
金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出 △ 4,580 △ 2,620
金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 14,563 7,815
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 608 △ 519
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0 －
外 部 出 資 に よ る 支 出 △ 34,510 －
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 30,699 △ 33,472

3 　 財務活動によるキャッシュ・フロー
出 資 配 当 金 の 支 払 額 △ 2,474 △ 2,474
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,474 △ 2,474

4 　 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 34,448 72,351
5 　 現金及び現金同等物の期首残高 69,868 35,419
6 　 現金及び現金同等物の期末残高 35,419 107,770
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１　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
	 （１）	連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　株式会社大阪府農協電算センター
　　　　　　　　大阪協同サービス株式会社

	 以上2社
	 （２）	持分法の適用に関する事項

持分法適用の対象はありません。
	 （３）	連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて3月31日です。
	 （４）	剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定し
た剰余金処分に基づいて作成しています。

	 （５）	連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金
同等物の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」並
びに「預け金」中の当座預け金、普通預け金及び通知預
け金です。

２　重要な会計方針に関する事項
	 （１）	記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
	 （２）	有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及

び評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のと
おり行っています。
・売買目的有価証券　・・・時価法（売却原価は移動平均

法により算定）
・その他有価証券
 　　時価のあるもの・・・原則として連結決算日の市

場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

 　　時価を把握することが極めて困難と認められるもの
・・・原価法（売却原価は移動平均

法により算定）

なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整
と認められる部分については償却原価法による取得価
額の修正を行っています。
また、連結子会社においては有価証券の保有はあり

ません。
	 （３）	金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構

成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記
（２）の有価証券と同様の方法によっており、信託の契
約単位ごとに当連結会計年度末の信託財産構成物であ
る資産及び負債の評価額の合計額をもって連結貸借対
照表に計上しています。
なお、連結子会社においては金銭の信託の保有はあ

りません。
	 （４）	デリバティブ取引の評価は時価法により行っています。

なお、連結子会社においてはデリバティブ取引はあ
りません。

	 （５）	当会の有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却

は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用し、資産から直接減額して計上しています。
　また、主な耐用年数は次のとおりです。
建　物 15年～50年
その他 3年～20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積
耐用年数等に基づき定額法により償却しています。

	 （６）	当会及び連結子会社の無形固定資産（リース資産を除
く。）の減価償却は、定額法により償却しています。その
うち自社利用ソフトウェアについては、当会並びに連
結子会社における利用可能期間（主として5年）に基づ
いて償却しています。

	 （７）	「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の
減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によ
り償却しています。なお、残存価額については、零とし
ています。

	 （８）	当会の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替
相場による円換算額を付しています。
なお、連結子会社においては外貨建資産・負債はあり
ません。

	 （９）	引当金の計上方法
①貸倒引当金
当会の貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、
次のとおり計上しています。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含
む。）に相当する債権については、一定の種類ごとに
分類し、貸倒実績率等に基づき算定した額を計上し
ています。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権
額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額
を計上しています。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
います。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しています。
なお、株式会社大阪府農協電算センター及び大阪
協同サービス株式会社の貸倒引当金は、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案した結果、
計上すべき該当項目はありません。
②相互援助積立金
相互援助積立金は、「大阪府ＪＡバンク支援制度要
領」等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信
用向上に資することを目的として、所要額を計上し
ています。

連結注記表（平成30年度/自平成30年4月1日　至平成31年3月31日）
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担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金	 441,548百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及
び有価証券7,070百万円を差し入れています。

	 （３）	当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び
連結子会社との間の取引による金銭債権はありません。

	 （４）	当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び
連結子会社との間の取引による金銭債務はありません。

	 （５）	貸出金のうち、破綻先債権額は11百万円、延滞債権額
は1,191百万円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が
相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金です。

	 （６）	貸出金のうち、3か月以上延滞債権額はありません。
なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払
が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

	 （７）	貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権
及び3か月以上延滞債権に該当しないものです。

	 （８）	破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額は1,202百万円です。
なお、（５）から（８）に掲げた債権額は、貸倒引当金控
除前の金額です。

	 （９）	割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、
金融取引として処理しています。これにより受け入れ
た商業手形は、自由に処分できる権利を有しています
が、その額面金額は79百万円です。

	 （10）	当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライ
ン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一
定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。
これらの契約に係る融資未実行残高は、109,883百万
円です。

	 （11）	貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位であ
る旨の特約が付された劣後特約付貸出金48,164百万
円が含まれています。

	

③賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結
会計年度に帰属する額を計上しています。

④役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、当連結会計年度末の要支給見積額を
計上しています。

⑤特例業務負担金引当金
特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済

組合より通知される特例業務負担金の将来負担見込
額に基づき計上しています。

	 （10）	退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における従業員の自己都合退
職の場合の要支給額を基礎として計上しています。

	 （11）	ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度

額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る為
替相場変動リスク、株価変動リスクを一定の範囲内で
ヘッジしています。
・為替変動リスクヘッジ
外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ
プ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権に見合うヘッジ手段の外貨ポ
ジション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。
・株価変動リスクヘッジ
国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の方

法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象で

ある個別株式を売り建てる株式先渡取引をヘッジ手段
とし、ヘッジ対象である個別株式とヘッジ手段のポジ
ション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

	 （12）	消費税及び地方消費税の会計処理は、当会は税込方式、
連結子会社は税抜方式によっています。

（追加情報）
「税効果会計に係る会計基準」の一部改正（企業会
計基準第28号　平成30年2月16日）等を当連結会
計年度から適用しています。

３　連結貸借対照表に関する事項
	 （１）	有形固定資産の減価償却累計額は、4,736百万円です。
	 （２）	担保に供している資産は次のとおりです。

担保に供している資産
有価証券	 441,328百万円
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４　金融商品に関する事項
	 （１）	金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が

会員となって運営されている相互扶助型の農業専門
金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金
融機関です。
ＪＡは、農家組合員や地域から預かった貯金を原

資に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が
預かる仕組みとなっています。
当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡ

や農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や
団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほ

か、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価
証券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク
当会が保有する金融資産は、主として府内の取引

先に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに
晒されています。
また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、

その他目的で保有しています。これらは、それぞれ発
行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されています。

③金融商品に係るリスク管理体制
	ａ	信用リスクの管理

当会は、貸出金の信用リスク管理については信
用リスクに関する管理諸規程に従い、個別案件ご
との与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格
付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信
管理に関する体制を整備し運営しています。これ
らの与信管理は、営業部等の貸出担当部門のほか
リスク統括部により行われ、その与信管理の状況
については、リスク統括部がモニタリングを行い、
定期的に理事会に報告を行っています。
また、有価証券の信用リスク管理については信

用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。

	ｂ	市場リスクの管理
（ａ）	金利リスクの管理

当会は、リスク統括部において金融資産及び
負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ
分析や金利感応度分析等によりモニタリング
を行い、定期的に理事会に報告しています。

（ｂ）	為替リスクの管理
当会は、為替の変動リスクに関しては、継続

的なモニタリングを行うとともに、必要に応
じ為替予約等の措置を講じることでその軽減
を図っています。なお、モニタリング結果につ
いては、リスク統括部を通じ、理事会に定期的

に報告しています。
（ｃ）	価格変動リスクの管理

有価証券を含む投資商品の保有については、
余裕金運用規程等に従い行っています。運用に
あたっては、運用限度額を設定し、継続的なモ
ニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を
図っています。なお、これらの情報はリスク統
括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。

（ｄ）	デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、市場リスク
マネジメント方針等に基づき内部牽制を確立
し、実施しています。

（ｅ）	市場リスクに係る定量的情報
当会で保有している金融商品はすべてト
レーディング目的以外の金融商品です。当会
において、主要なリスク変数である金利リス
クの影響を受ける主たる金融商品は、「預け
金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券
に分類される債券、「貯金」です。
当会では、これらの金融資産及び金融負債
について、期末後1年程度の金利の合理的な
予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金
利の変動リスクの管理にあたっての定量的分
析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であ
ると仮定し、当連結会計年度末現在、指標とな
る金利が0.30％上昇したものと想定した場
合には、経済価値が26,019百万円減少する
ものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一
定の場合を前提としており、金利とその他の
リスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える
変動が生じた場合には、算定額を超える影響
が生じる可能性があります。

	ｃ	資金調達に係る流動性リスクの管理
当会は、流動性リスクマネジメント方針等によ
り、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続的
なモニタリングを通じて流動性リスクを管理して
います。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、
理事会に定期的に報告しています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、
市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合
には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を
含む。）が含まれています。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあ
ります。

	 （２）	金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の連結貸借対照表計上額及び時価等
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当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず③に記載しています。　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
預　 け　 金 3,372,074 3,371,701 △	372
買入金銭債権
　有価証券に該当しないもの 7,052 7,053 1
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 7,977 7,977 ―
　その他の金銭の信託 46,953 46,953 ―
有 価 証 券
　 そ の 他 有 価 証 券 1,117,642 1,117,642 ―
貸　 出　 金 684,799
　貸倒引当金 △	3,456
　貸倒引当金控除後 681,343 694,690 13,347

資　産　計 5,233,042 5,246,018 12,975
貯　　　　金 4,571,687 4,571,103 △	583
借　 用　 金 47,000 46,995 △	4

負　債　計 4,618,687 4,618,098 △	588
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているもの （6,045） （6,045） ―

デリバティブ取引計 （6,045） （6,045） ―
（脚注）１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
　　　２．貸出金には、連結貸借対照表上のその他資産に計上している従業員貸付金70百万円を含めています。
　　　３．貯金には、連結貸借対照表上の譲渡性貯金231,470百万円を含めています。
　　　４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
　　　（　	）で表示しています。

②金融商品の時価の算定方法
【資産】
	ａ	預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金
については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

	ｂ	買入金銭債権
ブローカー等の第三者から入手した評価額によっています。

	ｃ	金銭の信託
信託財産を構成している貸出金や有価証券の時価は、下記d及びeと同様の方法により評価しています。

	ｄ	有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっています。また、投資信託につい

ては、上場投資信託は取引所の価格、非上場投資信託は公表されている基準価格によっています。
	ｅ	貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定
しています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円

Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として

います。
【負債】
	ａ	貯金

要求払貯金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしています。また、定期性貯金の時
価は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価
値を時価に代わる金額として算定しています。

	ｂ	借用金
借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフ
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リーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
【デリバティブ取引】

デリバティブ取引は、為替予約取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、為替予約取引は連結決算日の為替予約相場、
通貨スワップ取引、株式先渡取引は取引金融機関等から提示された価格により算出した価額によっています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれて
いません。

連結貸借対照表計上額
外	部	出	資 192,168百万円
（脚注）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価

開示の対象としていません。
④金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
預け金 3,372,074 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
その他有価証券に
該当しないもの 7,050 ― ― ― ― ―

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの 136,150 145,524 187,017 8,767 22,553 508,651

貸出金 88,000 81,519 81,227 70,721 82,432 279,615
合　　　計 3,603,275 227,044 268,244 79,488 104,986 788,266

（脚注）１．貸出金のうち、当座貸越18,639百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約付貸出金
47,164百万円については「5年超」に含めています。

　　　２．貸出金のうち、3か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等1,202百万円は償還の予定が見込まれないため、含
めていません。

⑤借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
貯　　　金 4,340,103 78 33 ― 0 1
譲渡性貯金 231,470 ― ― ― ― ―
借　用　金 9,700 14,900 13,100 9,300 ― ―
合　　　計 4,581,273 14,978 13,133 9,300 0 1

（脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

５　有価証券に関する事項
	 （１）	有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。

①売買目的有価証券はありません。
②満期保有目的の債券はありません。
③その他有価証券
その他有価証券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

種　類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 15,630 8,979 6,650
債　券 895,523 845,303 50,220
　国　債 600,411 568,730 31,680
　地方債 47,610 46,880 730
　社　債 9,160 9,007 153
　外国証券 238,340 220,685 17,655
受益証券 141,579 123,847 17,731
小　計 1,052,733 978,131 74,602

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 862 976 △	113
債　券 40,382 40,821 △	439
　地方債 599 600 △	0
　外国証券 39,783 40,221 △	438
受益証券 23,663 23,895 △	232
小　計 64,908 65,693 △	785

合　　計 1,117,642 1,043,824 73,817

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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（脚注）上記差額合計から繰延税金負債20,623百万円を差し引いた金額53,193百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれ
ています。

	 （２）	当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

売	却	額 売	却	益 売	却	損
株　　　式 2,982 242 152
債　　　券 264,793 3,526 4,871
受	益	証	券 3,361 78 64
合　　　計 271,137 3,847 5,088

６　金銭の信託に関する事項
　　　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。

①運用目的の金銭の信託
連結貸借対照表計上額 7,977百万円

②満期保有目的の金銭の信託はありません。
③その他の金銭の信託

連結貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えないもの

その他の金銭の信託 46,953 47,444 △	491 303 794

（脚注）１．上記差額合計に繰延税金資産137百万円を加えた金額△	354百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれてい
ます。

　　　２．「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、
それぞれ「差額」の内訳です。

７　退職給付に関する事項
	 （１）	退職給付

①採用している退職給付制度の概要
確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。確定給

付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しています。退職一時金制度では、退職給付として、給
与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。また、この制度に加え、退職給付の一部にあてるため退職共済制度を採用し
ています。
確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しています。

②確定給付制度
	ａ	退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付に係る負債	 2,060百万円
退職給付費用	 184百万円
退職給付の支払額	 △	38百万円
制度への拠出額	 △	16百万円
期末における退職給付に係る負債	 2,190百万円

	 b	 退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務	 362百万円
年金資産	 △	362百万円
	 －百万円
非積立型制度の退職給付債務	 2,190百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,190百万円

退職給付に係る負債	 2,190百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,190百万円

	ｃ	退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用	 184百万円

	 （２）	その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充
てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。
なお、当連結会計年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、20百万円となっていますが、連結損益計算

書上は特例業務負担金引当金戻入額20百万円と相殺して表示しています。

８　税効果会計に関する事項
	 （１）	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等	 （２）	法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

繰延税金資産 法定実効税率 27.88％
貸倒引当金超過額 332百万円 （調整）
賞与引当金超過額 81百万円 事業分量配当金 △	5.72％
退職給付に係る負債超過額 617百万円 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.37％
相互援助積立金超過額 3,065百万円 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △	1.65％
未払事業税 177百万円 評価性引当額の増減 3.32％
その他 483百万円 その他 0.27％

繰延税金資産小計 4,757百万円 税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.47％
評価性引当額 △	3,679百万円
繰延税金資産合計（A） 1,077百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △	20,486百万円
繰延ヘッジ損益 △	508百万円

繰延税金負債合計（B） △	20,994百万円
繰延税金負債の純額（A）＋（B） △	19,917百万円
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１　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
	 （１）	連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　株式会社大阪府農協電算センター
　　　　　　　　大阪協同サービス株式会社

	 以上2社
	 （２）	持分法の適用に関する事項

持分法適用の対象はありません。
	 （３）	連結される子会社及び子法人等の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて3月31日です。
	 （４）	剰余金処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定し
た剰余金処分に基づいて作成しています。

	 （５）	連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金
同等物の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

び現金同等物）の範囲は、連結貸借対照表上の「現金」並
びに「預け金」中の当座預け金、普通預け金及び通知預
け金です。

２　重要な会計方針に関する事項
	 （１）	記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
	 （２）	有価証券（外部出資勘定の株式を含む。）の評価基準及

び評価方法は、有価証券の保有目的区分ごとに次のと
おり行っています。
・売買目的有価証券　・・・時価法（売却原価は移動平均

法により算定）
・満期保有目的の債券・・・定額法による償却原価法
・その他有価証券
 　　時価のあるもの・・・原則として連結決算日の市

場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

 　　時価を把握することが極めて困難と認められるもの
・・・原価法（売却原価は移動平均

法により算定）

なお、取得価額と券面金額との差額のうち金利調整
と認められる部分については償却原価法による取得価
額の修正を行っています。
また、連結子会社においては有価証券の保有はあり

ません。
	 （３）	金銭の信託（合同運用を除く。）において信託財産を構

成している有価証券の評価基準及び評価方法は、上記
（２）の有価証券と同様の方法によっており、信託の契
約単位ごとに当連結会計年度末の信託財産構成物であ
る資産及び負債の評価額の合計額をもって連結貸借対
照表に計上しています。
なお、連結子会社においては金銭の信託の保有はあ

りません。
	 （４）	デリバティブ取引の評価は時価法により行っています。

なお、連結子会社においてはデリバティブ取引はあ
りません。

	 （５）	当会の有形固定資産（リース資産を除く。）の減価償却
は、定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定
額法）を採用し、資産から直接減額して計上しています。
　また、主な耐用年数は次のとおりです。
建　物 15年～50年
その他 3年～30年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積
耐用年数等に基づき定額法により償却しています。

	 （６）	当会及び連結子会社の無形固定資産（リース資産を除
く。）の減価償却は、定額法により償却しています。その
うち自社利用ソフトウェアについては、当会並びに連
結子会社における利用可能期間（主として5年）に基づ
いて償却しています。

	 （７）	「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の
減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によ
り償却しています。なお、残存価額については、零とし
ています。

	 （８）	当会の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替
相場による円換算額を付しています。
なお、連結子会社においては外貨建資産・負債はあり
ません。

	 （９）	引当金の計上方法
①貸倒引当金
当会の貸倒引当金は、資産の償却・引当要領に則り、
次のとおり計上しています。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償
却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公
認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号	令和
2年3月17日）に規定する正常先債権及び要注意先
債権に相当する債権については、主として今後1年
間の予想損失額または今後3年間の予想損失額を見
込んで計上しており、予想損失額は、過去3年間の貸
倒実績率の平均値に基づき損失率を求め、これに将
来見込み等必要な修正を加えて計上しています。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権
額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める
額を計上しています。
破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権に
ついては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除した残額を計上して
います。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資
産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立
した資産監査部署が査定結果を監査しています。
なお、株式会社大阪府農協電算センター及び大阪
協同サービス株式会社の貸倒引当金は、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案した結果、

連結注記表（令和元年度/自平成31年4月1日　至令和2年3月31日）
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ション相当額が存在することを確認することにより
ヘッジの有効性を評価しています。

	 （12）	消費税及び地方消費税の会計処理は、当会は税込方式、
連結子会社は税抜方式によっています。

３　連結貸借対照表に関する事項
	 （１）	有形固定資産の減価償却累計額は、5,015百万円です。
	 （２）	担保に供している資産は次のとおりです。

担保に供している資産
有価証券� 305,840百万円
担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金� 297,321百万円
上記のほか､為替決済等の取引の担保あるいは先物
取引証拠金等の代用として、預け金200,000百万円及
び有価証券8,910百万円を差し入れています。

	 （３）	無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付け
ている有価証券が、国債に合計9,502百万円含まれて
います。

	 （４）	当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び
連結子会社との間の取引による金銭債権はありません。

	 （５）	当会の理事、経営管理委員及び監事に対する当会及び
連結子会社との間の取引による金銭債務はありません。

	 （６）	貸出金のうち、破綻先債権額はありません。延滞債権額
は556百万円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が
相当期間継続していることその他の事由により元本又
は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未
収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部
分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第
1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金です。	
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金です。

	 （７）	貸出金のうち、3か月以上延滞債権額はありません。
なお、3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払
が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金
で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

	 （８）	貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権
及び3か月以上延滞債権に該当しないものです。

	 （９）	破綻先債権額、延滞債権額、3か月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額は556百万円です。
なお、（６）から（９）に掲げた債権額は、貸倒引当金控
除前の金額です。

	 （10）	割引手形は、業種別監査委員会報告第24号に基づき、

計上すべき該当項目はありません。
②相互援助積立金
相互援助積立金は、「大阪府ＪＡバンク支援制度要

領」等に基づき、府内信用事業の信頼性維持を図り信
用向上に資することを目的として、所要額を計上し
ています。

③賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるた

め、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結
会計年度に帰属する額を計上しています。

④役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、当連結会計年度末の要支給見積額を
計上しています。

⑤特例業務負担金引当金
特例業務負担金引当金は、農林漁業団体職員共済

組合に対する特例業務負担金の費用に充てるため、
当連結会計年度末における将来負担見込額を計上し
ています。

	 （10）	退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における従業員の自己都合退
職の場合の要支給額を基礎として計上しています。

	 （11）	ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引に関する権限規定及び取引限度額

等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金利
変動リスク、為替変動リスク、株価変動リスクを一定の
範囲内でヘッジしています。
・金利変動リスクヘッジ
金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計

は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象と

なる国内債券とヘッジ手段である金利スワップ取引に
関する重要な条件が同一であると認められるため、高
い有効性があると見込まれることから、これをもって
有効性の判定に代えています。
・為替変動リスクヘッジ
外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワッ
プ取引、通貨スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対
象である外貨建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しています。
・株価変動リスクヘッジ
国内株式の株価変動リスクに対するヘッジ会計の方

法は繰延ヘッジによっています。
ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象で

ある個別株式を売り建てる株式先渡取引をヘッジ手段
とし、ヘッジ対象である個別株式とヘッジ手段のポジ
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金融取引として処理しています。これにより受け入れ
た商業手形は、自由に処分できる権利を有しています
が、その額面金額は76百万円です。	

	 （11）	当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン
契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、			
契約上規定された条件について違反がない限り、一定
の限度額まで資金を貸付けることを約する契約です。
これらの契約に係る融資未実行残高は、112,252百万
円です。	

	 （12）	貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位であ
る旨の特約が付された劣後特約付貸出金48,164百万
円が含まれています。

４　連結損益計算書に関する事項
貸出金償却は、すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債

権について、償却額と引当金戻入額を相殺しており、相殺した
金額は、534百万円です。

５　金融商品に関する事項
	 （１）	金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当会は、大阪府を事業区域として、地元のＪＡ等が

会員となって運営されている相互扶助型の農業専門
金融機関であり、地域経済の活性化に資する地域金
融機関です。
ＪＡは、農家組合員や地域から預かった貯金を原

資に、農家組合員や地域へ貸付け、その残りを当会が
預かる仕組みとなっています。
当会では、これを原資として、資金を必要とするＪＡ

や農業に関連する企業・団体及び、府内の地場企業や
団体、地方公共団体などに貸付を行っています。
また、残った資金は農林中央金庫に預け入れるほ

か、国債や地方債等の債券、投資信託、株式等の有価
証券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク
当会が保有する金融資産は、主として府内の取引

先に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、顧
客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに
晒されています。
また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託であり、

満期保有目的及びその他目的で保有しています。こ
れらは、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リ
スク、為替の変動及び市場価格の変動リスクに晒さ
れています。

③金融商品に係るリスク管理体制
�ａ�信用リスクの管理

当会は、貸出金の信用リスク管理については信
用リスクに関する管理諸規程に従い、個別案件ご
との与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格
付、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信
管理に関する体制を整備し運営しています。これ
らの与信管理は、営業部等の貸出担当部門のほか
リスク統括部により行われ、その与信管理の状況

については、リスク統括部がモニタリングを行い、
定期的に理事会に報告を行っています。
また、有価証券の信用リスク管理については信
用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理し
ています。

�ｂ�市場リスクの管理
（ａ）�金利リスクの管理

当会は、リスク統括部において金融資産及び
負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ
分析や金利感応度分析等によりモニタリング
を行い、定期的に理事会に報告しています。

（ｂ）�為替リスクの管理
当会は、為替の変動リスクに関しては、継続
的なモニタリングを行うとともに、必要に応
じ為替予約等の措置を講じることでその軽減
を図っています。なお、モニタリング結果につ
いては、リスク統括部を通じ、理事会に定期的
に報告しています。

（ｃ）�価格変動リスクの管理
有価証券を含む投資商品の保有については、

余裕金運用規程等に従い行っています。運用に
あたっては、運用限度額を設定し、継続的なモ
ニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を
図っています。なお、これらの情報はリスク統
括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。

（ｄ）�デリバティブ取引
デリバティブ取引に関しては、市場リスク

マネジメント方針等に基づき内部牽制を確立
し、実施しています。

（ｅ）�市場リスクに係る定量的情報
当会で保有している金融商品はすべてト
レーディング目的以外の金融商品です。当会
において、主要なリスク変数である金利リス
クの影響を受ける主たる金融商品は、｢預け
金」、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券
に分類される債券、「貯金」、「デリバティブ取
引」のうちの金利スワップ取引です。
当会では、これらの金融資産及び金融負債
について、期末後1年程度の金利の合理的な
予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金
利の変動リスクの管理にあたっての定量的分
析に利用しています。
金利以外のすべてのリスク変数が一定であ
ると仮定し、当連結会計年度末現在、指標とな
る金利が0.25％上昇したものと想定した場
合には、経済価値が16,489百万円減少する
ものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一
定の場合を前提としており、金利とその他の
リスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える
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変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
�ｃ�資金調達に係る流動性リスクの管理

当会は、流動性リスクマネジメント方針等により、預け金の期日分散等の資金管理を行い、継続的なモニタリングを通じて
流動性リスクを管理しています。なお、これらの情報はリスク統括部を通じ、理事会に定期的に報告しています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む。）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額（これに準ずる価額を含む。）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な
る前提条件等によった場合、当該価額が異なる場合もあります。

	 （２）	金融商品の時価等に関する事項
①金融商品の連結貸借対照表計上額及び時価等
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。
なお、時価の把握が困難なものについては、次表には含めず③に記載しています。　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
預　 け　 金 3,059,895 3,060,017 122
買入金銭債権
　満期保有目的 5,274 5,268 △	5
金銭の信託
　運用目的の金銭の信託 5,980 5,980 ―
　その他の金銭の信託 38,741 38,741 ―
有 価 証 券
　 そ の 他 有 価 証 券 1,138,618 1,138,618 ―
貸　 出　 金 727,968
　貸倒引当金 △	2,908
　貸倒引当金控除後 725,059 739,544 14,485

資　産　計 4,973,569 4,988,171 14,601
貯　　　　金 4,489,320 4,489,486 165
借　 用　 金 33,500 33,500 ―

負　債　計 4,522,820 4,522,986 165
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されているもの （4,760） （4,760） ―

デリバティブ取引計 （4,760） （4,760） ―
（脚注）１．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。
　　　２．貸出金には、連結貸借対照表上のその他資産に計上している当会の従業員貸付金及び子会社の厚生資金貸付金63百万円
　　　を含めています。

　　　３．貯金には、連結貸借対照表上の譲渡性貯金213,100百万円を含めています。
　　　４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
　　　（　	）で表示しています。

②金融商品の時価の算定方法
【資産】
	ａ	預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。満期のある預け金
については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた
現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

	ｂ	買入金銭債権
ブローカー等の第三者から入手した評価額によっています。

	ｃ	金銭の信託
信託財産を構成している有価証券や貸出金の時価は、下記d及びeと同様の方法により評価しています。

	ｄ	有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっています。また、投資信託につい

ては、上場投資信託は取引所の価格、非上場投資信託は公表されている基準価格によっています。
	ｅ	貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として算定
しています。
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一方、固定金利によるものは、貸出金の種類、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円
Libor・スワップレートで割り引き、貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としてい

ます。
【負債】
	ａ	貯金

要求払貯金については、連結決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。また、定期性貯金の時
価は、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値
を時価に代わる金額として算定しています。

	ｂ	借用金
借用金については、全て固定金利によるものであり、一定の期間毎に区分した当該借用金の元利金の合計額をリスクフリー

レートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
【デリバティブ取引】

デリバティブ取引は、為替予約取引、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引であり、為替予約取引は連結決算
日の為替予約相場、金利スワップ取引、通貨スワップ取引、株式先渡取引は取引金融機関等から提示された価格により算出し
た価額によっています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれて
いません。

連結貸借対照表計上額
外	部	出	資 192,168百万円
（脚注）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価

開示の対象としていません。
④金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
預け金 3,059,895 ― ― ― ― ―
買入金銭債権
満期保有目的 829 724 628 550 456 2,083

有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの 167,376 205,964 17,275 35,046 31,116 554,617

貸出金 106,918 85,680 79,794 95,391 90,777 268,735
合　　　計 3,335,020 292,369 97,699 130,988 122,349 825,436

（脚注）１．貸出金のうち、当座貸越22,754百万円については「1年以内」に含めています。また、期限のない劣後特約付貸出金
47,164百万円については「5年超」に含めています。

　　　２．貸出金のうち、3か月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等556百万円は償還の予定が見込まれないため、含め
ていません。

⑤借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超
貯　　　金 4,276,180 27 1 0 11 ―
譲渡性貯金 213,100 ― ― ― ― ―
借　用　金 5,900 8,400 9,200 10,000 ― ―
合　　　計 4,495,180 8,427 9,201 10,000 11 ―

（脚注）貯金のうち、要求払貯金については「1年以内」に含めています。

６　有価証券に関する事項
	 （１）	有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりです。これらには、有価証券のほか、「買入金銭債権」が含まれています。

①売買目的有価証券はありません。
②満期保有目的の債券
満期保有目的の債券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

種　類 連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの その他 5,274 5,268 △	5

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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③その他有価証券
その他有価証券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額については、次のとおりです。

種　類 連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株　式 11,482 5,641 5,840
債　券 704,929 660,288 44,640
　国　債 417,531 396,937 20,593
　地方債 27,986 27,720 266
　社　債 6,058 6,001 56
　外国証券 253,353 229,629 23,723
受益証券 141,671 121,383 20,288
小　計 858,083 787,312 70,770

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株　式 3,228 3,751 △	522
債　券 139,636 143,153 △	3,517
　国　債 81,235 81,415 △	179
　地方債 797 800 △	2
　外国証券 57,602 60,937 △	3,335
受益証券 137,670 149,000 △	11,329
小　計 280,535 295,904 △	15,369

合　　計 1,138,618 1,083,217 55,400
（脚注）上記差額合計から繰延税金負債15,521百万円を差し引いた金額39,879百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれ

ています。
	 （２）	当連結会計年度中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

売	却	額 売	却	益 売	却	損
株　　　式 583 ― 195
債　　　券 401,980 6,119 1,133
受	益	証	券 9,673 30 693
合　　　計 412,238 6,150 2,022

	 （３）	売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く。）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比
べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借
対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しています。
当連結会計年度における減損処理額は、株式54百万円です。
なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価又は償却原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮して減損処理を行っています。
７　金銭の信託に関する事項
　　　金銭の信託の保有目的区分別の内訳は次のとおりです。

①運用目的の金銭の信託
連結貸借対照表計上額 5,980百万円
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 －百万円

②満期保有目的の金銭の信託はありません。
③その他の金銭の信託

連結貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　額

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えないもの

その他の金銭の信託 38,741 44,140 △	5,398 140 5,539

（脚注）１．上記差額に繰延税金資産1,505百万円を加えた金額△3,893百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれています。
　　　２．「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、

それぞれ「差額」の内訳です。

８　退職給付に関する事項
	 （１）	退職給付

①採用している退職給付制度の概要
確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立型制度）を設けています。確定給付

企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しています。退職一時金制度では、退職給付として、給与と

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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連結情報

勤務期間に基づいた一時金を支給しています。また、この制度に加え、退職給付の一部にあてるため退職共済制度を採用してい
ます。
確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しています。

②確定給付制度
	ａ	退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付に係る負債	 2,190百万円
退職給付費用	 181百万円
退職給付の支払額	 △	29百万円
制度への拠出額	 △	16百万円
期末における退職給付に係る負債	 2,324百万円

	 b	 退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務	 378百万円
年金資産	 △	378百万円
	 －百万円
非積立型制度の退職給付債務	 2,324百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,324百万円

退職給付に係る負債	 2,324百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 2,324百万円

	ｃ	退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用	 181百万円

	 （２）	その他の経常費用には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法
等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充
てるため拠出した特例業務負担金を含めて計上しています。
なお、当連結会計年度において存続組合に対して拠出した特例業務負担金の額は、21百万円となっています。
また、令和2年3月現在における令和14年3月までの特例業務負担金の将来見込額は、253百万円となっています。

９　税効果会計に関する事項
	 （１）	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等	 （２）	法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

繰延税金資産 法定実効税率 27.88％
貸倒引当金超過額 153百万円 （調整）
賞与引当金超過額 82百万円 事業分量配当金 △	6.58％
退職給付に係る負債超過額 655百万円 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.19％
相互援助積立金超過額 3,180百万円 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △	4.70％
有価証券有税償却額 15百万円 評価性引当額の増減 △	0.41％
未払事業税 115百万円 その他 0.10％
その他 527百万円 税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.48％

繰延税金資産小計 4,728百万円
評価性引当額 △	3,635百万円
繰延税金資産合計（A） 1,093百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △	14,016百万円
繰延ヘッジ損益 △	325百万円

繰延税金負債合計（B） △	14,341百万円
繰延税金負債の純額（A）＋（B） △	13,248百万円
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連結事業年度のリスク管理債権の状況� （単位:百万円）

平成30年度 令和元年度 増　　　減

貸出金残高（A) 684,729 727,904 43,174

リ
ス
ク
管
理
債
権

破綻先債権額 11 － △ 11
延滞債権額 1,191 556 △ 635
３か月以上延滞債権額 － － －
貸出条件緩和債権額 － － －
合計（Ｂ） 1,202 556 △ 646
担保・保証付債権額等（Ｃ） 6 6 △ 0
個別貸倒引当金残高（Ｄ） 1,196 549 △ 646
担保・保証等控除後債権額（Ｂ-Ｃ-Ｄ） － － －

リスク管理債権比率（Ｂ/Ａ) 0.17% 0.07% △ 0.10%

脚注  １.破綻先債権
  元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込

みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。)の うち、法人税法施行令第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じているもの。

 ２.延滞債権
  未収利息不計上貸出金であって、脚注1に掲げるもの及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の

支払を猶予したもの以外のもの。
 ３.3か月以上延滞債権
  元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金(脚注1、脚注2に掲げるものを除く)。
 ４.貸出条件緩和債権
  債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他

の債務者に有利となる取決めを行った貸出金(脚注1、脚注2及び脚注3に掲げるものを除く)。
 ５.担保・保証付債権額等
  リスク管理債権のうち、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額、保証による回収が可能と認められる額

及び清算配当等による回収可能見込額の合計額。
 ６.個別貸倒引当金残高
  リスク管理債権のうち、自己査定に基づき回収不能見込額を債務者個別に引き当てした金額の合計額。なお、個別貸

倒引当金の引き当ての対象とならない貸出金については、貸倒実績率等による一般貸倒引当金を引き当てています。

事業の種類別情報
連結子会社の営む信用事業以外の事業は、全事業に占める割合が僅少であるため事業の種類別情報は記載
していません。
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連結の範囲に関する事項
連結自己資本比率算出の対象となる会社と連結財務諸表規則における連結の範囲に含まれる会社との相違
点及び相違点が生じた原因
　該当ありません。

連結子会社数並びに連結子会社の名称及び業務内容
　○連結子会社数　　　　　　　　　　　　　2社

名　　　　称 業務内容
株式会社大阪府農協電算センター ○電子計算機による事務処理業務

○�コンピュータシステムの設計・制作・保守業務及び
コンピュータによるプログラムの設計・制作・販売・
保守業務
○JA等諸団体より受託する事務処理
○前各業務に附帯関連する一切の業務

大阪協同サービス株式会社 ○事務用機器・通信機器・電子計算機等のリース業
○不動産の賃貸及び受託管理
○JA等諸団体より受託する事務処理
○�JA等諸団体の事務に供する物品の購入又は管理業務
○�JA等諸団体の自動車の運行又は保守、点検その他の
管理を行う業務
○前各業務に附帯関連する一切の業務

比例連結が適用される関連法人
　該当ありません。
連結グループに属する会社であって会計連結範囲に含まれない会社
　該当ありません。
連結グループに属しない会社であって会計連結範囲に含まれる会社
　該当ありません。
連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
　該当ありません。
規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
　該当ありません。

自己資本の充実の状況（連結）
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自己資本の状況
自己資本比率の状況
　当連結グループでは、多様化するリスクに対応するとともに、会員や利用者のニーズに応えるため、財
務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。
　内部留保の積上げによる自己資本の増強に努めた結果、当連結グループの令和2年3月末における自己資
本比率は、14.54％となりました。

経営の健全性の確保と自己資本の充実
　当連結グループの自己資本は会員からの普通出資金、後配出資金、非支配株主持分により調達していま
す。

普通出資金
項　　目 内　　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 普通出資金
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 534億円（前年度534億円）

後配出資金
項　　目 内　　容

発行主体 大阪府信用農業協同組合連合会
資本調達手段の種類 後配出資金
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 872億円（前年度872億円）

非支配株主持分
項　　目 内　　容

発行主体 株式会社大阪府農協電算センター
資本調達手段の種類 普通株式
コア資本に係る
基礎項目に算入した額 0億円（前年度0億円）

※非支配株主持分に係る出資比率　　8.72%（前年度8.72%）

　自己資本比率の算出にあたっては、「自己資本比率算出要領」及び「自己資本比率算出事務手続」を制
定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出しています。また、これに基づき、当連結グルー
プにおける信用リスクやオペレーショナル・リスクに対応した十分な自己資本の維持に努めています。

D
ata
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【連結自己資本の構成】� （単位：百万円）

項　　目 平成30年度 令和元年度

コア資本に係る基礎項目（1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員資本の額 255,277 259,216
うち、出資金及び資本剰余金の額 140,671 140,671
うち、再評価積立金の額 0 0
うち、利益剰余金の額 119,509 123,553
うち、外部流出予定額(△) 4,903 5,008
うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に算入される評価・換算差額等 － －
うち、退職給付に係るものの額 － －

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 － －
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 13,255 13,765
うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額 13,255 13,765
うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに
相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 85 71
コア資本に係る基礎項目の額� （イ） 268,618 273,053
コア資本に係る調整項目（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るも
のを除く。）の額の合計額

457 417

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 － －
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 457 417

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －
適格引当金不足額 － －
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －
退職給付に係る資産の額 － －
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 － －
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －
特定項目に係る10パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る15パーセント基準超過額 － －
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額� （ロ） 457 417
自己資本
自己資本の額（（イ）―（ロ））� （ハ） 268,160 272,635

自己資本の充実の状況（連結）
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� （単位：百万円）

項　　目 平成30年度 令和元年度

リスク・アセット等（3）
信用リスク・アセットの額の合計額 1,777,682 1,837,832
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 － －
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、上記以外に該当するものの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 39,157 36,887
信用リスク・アセット調整額 － －
オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －
リスク・アセット等の額の合計額� （ニ） 1,816,839 1,874,720
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 14.75% 14.54%

脚注 	 １．農協法第11条の2第1項第2号の規定に基づく組合の経営の健全性を判断するための基準に係る算式に基づき算出
しています。なお、当会は国内基準を採用しています。

	 ２．当会は、信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法を、適格金融資産担保の適用については信用リスク
削減手法の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

	 	 基礎的手法とは、１年間の粗利益に0.15を乗じた額の直近3年間の平均値によりオペレーショナル・リスク相当額を
算出する方法です。

	 	 なお、１年間の粗利益は、経常利益から国債等債券売却益・償還益及びその他経常収益を控除し、役務取引等費用、国
債等債券売却損・償還損・償却、経費、その他経常費用及び金銭の信託運用見合費用を加算して算出しています。

D
ata
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【自己資本の充実度に関する事項】
○信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

信 用 リ ス ク・ア セ ッ ト エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の 期 末 残 高

リスク・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現 金 4,348 － － 2,878 － －
我 が 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け

569,616 － － 479,053 － －

外 国 の 中 央 政 府
及 び 中 央 銀 行 向 け

230,888 － － 226,712 － －

国 際 決 済 銀 行 等 向 け － － － － － －
我が国の地方公共団体向け 53,585 － － 34,160 － －
外国の中央政府等以外の
公 共 部 門 向 け

－ － － － － －

国 際 開 発 銀 行 向 け － － － － － －
地方公共団体金融機構向け 300 30 1 300 30 1
我が国の政府関係機関向け 8,699 869 34 6,559 655 26
地 方 三 公 社 向 け 662 115 4 625 109 4
金 融 機 関 及 び 第 一 種
金融商品取引業者向け

3,505,731 695,634 27,825 3,205,075 632,420 25,296

法 人 等 向 け 980,983 313,632 12,545 894,888 343,122 13,724
中 小 企 業 等 向 け
及 び 個 人 向 け

26 10 0 22 12 0

抵 当 権 付 住 宅 ロ ーン － － － － － －
不動産取得等事業向け － － － － － －
三 月 以 上 延 滞 等 1,133 3 0 － － －
取 立 未 済 手 形 8 1 0 11 2 0
信 用 保 証 協 会 等
に よ る 保 証 付

88 8 0 65 6 0

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

－ － － － － －

出 資 等 13,849 13,849 553 13,285 13,285 531
（う ち 出 資 等 の
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー）

13,849 13,849 553 13,285 13,285 531

（う ち 重 要 な 出 資 の
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー）

－ － － － － －

上 記 以 外 247,919 605,005 24,200 248,575 607,121 24,284
（うち他の金融機関等の対象資本等調達
手段のうち対象普通出資等及びその他外
部TLAC関連調達手段に該当するもの以
外のものに係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち農林中央金庫の対象資本調
達手段に係るエクスポージャー） 235,447 588,619 23,544 235,443 588,608 23,544

（うち特定項目のうち調整項目に算入さ
れない部分に係るエクスポージャー） 2,610 6,525 261 3,589 8,974 358

（うち総株主等の議決権の百分の十を
超える議決権を保有している他の金
融機関等に係るその他外部TLAC関連
調達手段に関するエクスポージャー）

－ － － － － －

自己資本の充実の状況（連結）
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（うち総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関等に係るその他外部TLAC関
連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調達手段に係
る5%基準額を上回る部分に係るエクスポージャー）

－ － － － － －

（うち上記以外のエクスポージャー） 9,861 9,860 394 9,542 9,538 381
証 券 化 2,336 467 18 17,638 3,527 141
（うちSTC要件適用分） － － － － － －
（うち非STC要件適用分） 2,336 467 18 17,638 3,527 141
再 証 券 化 － － － － － －
リスク・ウェイトのみな
し 計 算 が 適 用 さ れ る
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー

217,302 146,837 5,873 328,704 235,856 9,434

（うちルックスルー方式） 217,302 146,837 5,873 328,704 235,856 9,434
（うちマンデート方式） － － － － － －
（うち蓋然性方式250%） － － － － － －
（うち蓋然性方式400%） － － － － － －
（うちフォールバック方式） － － － － － －
経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されるものの額

－ － － － － －

他の金融機関等の対象資本調達手段
に係るエクスポージャーに係る経過
措置によりリスク・アセットの額に
算入されなかったものの額(△)

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクスポージャー別計 5,837,480 1,776,465 71,058 5,458,557 1,836,151 73,446
CVAリスク相当額÷8% － 1,217 48 － 1,680 67
中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －
合計（信用リスク・アセットの額） 5,837,480 1,777,682 71,107 5,458,557 1,837,832 73,513

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本額
（ 基 礎 的 手 法 ）

オペレーショナル・リスク
相当額を8%で除して得た額 所 要 自 己 資 本 額 オペレーショナル・リスク

相当額を8%で除して得た額 所 要 自 己 資 本 額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
39,157 1,566 36,887 1,475

所 要 自 己 資 本 額
リスク・アセット等(分母）合計 所 要 自 己 資 本 額 リスク・アセット等(分母）合計 所 要 自 己 資 本 額

ａ ｂ＝ａ×４％ ａ ｂ＝ａ×４％
1,816,839 72,673 1,874,720 74,988

脚注 	 １．「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごと
に記載しています。

	 ２．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や
有価証券等が該当します。

	 ３．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャー及び「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが150％になった
エクスポージャーのことです。

	 ４．「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
	 ５．「証券化」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は

全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。
	 ６．「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置により、リスク・ア

セットに算入したものが該当します。
	 ７．「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保

証又はクレジット・デリバティブの免責額が含まれます。
	 ８．オペレーショナル・リスク相当額算出にあたり、当会では基礎的手法を採用しています。
　　　　　＜オペレーショナル・リスク相当額を8%で除して得た額の算出方法(基礎的手法)＞

(粗利益(正の値の場合に限る)×15％）の直近3年間の合計額 ÷8％直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

信用リスクに関する事項
　	　当連結グループでは、信連以外で与信を行っていないため、連結グループにおける信用リスク管理の
方針及び手続等は定めていません。信連における信用リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体
の開示内容（P62）をご参照ください。
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【信用リスクに関するエクスポージャー（地域別、業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高】
� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
信用リスクに
関するエクス
ポ ージ ャーの
残高

三月以上
延滞

エクスポー
ジャー

信用リスクに
関するエクス
ポ ージ ャーの
残高

三月以上
延滞

エクスポー
ジャー

うち
貸出金等

うち債券 うち店頭
デリバティブ

うち
貸出金等

うち債券
うち店頭

デリバティブ

国 内 5,368,275 1,124,954 639,673 － 133 4,832,787 1,021,297 527,074 － －
国 外 249,566 － 249,566 － － 279,426 － 279,426 － －
地域別残高計 5,617,841 1,124,954 889,240 － 133 5,112,214 1,021,297 806,501 － －

法
人

農 業 9 9 － － － 12 12 － － －
林 業 － － － － － － － － － －
水 産 業 1,100 1,100 － － － 1,100 1,100 － － －
製 造 業 101,210 93,279 － － － 103,314 97,704 － － －
鉱 業 300 300 － － － 300 300 － － －
建設・不動産業 95,793 93,738 － － － 103,448 102,795 － － －
電気・ガス・
熱供給・水道業

10,873 10,391 － － － 10,552 10,071 － － －

運輸・通信業 47,850 43,003 － － － 43,156 41,821 － － －
金融・保険業 4,219,314 644,398 9,049 － 122 3,777,848 518,308 6,023 － －
卸売・小売・
飲食・サービス業

234,512 232,535 － － 11 244,976 243,402 － － －

日本国政府・
地方公共団体

623,201 5,977 617,224 － － 513,214 5,576 507,637 － －

上記以外 267,037 － 262,966 － － 298,468 － 292,840 － －
個 　 人 219 219 － － － 203 203 － － －
そ の 他 16,418 － － － － 15,616 － － － －
業種別残高計 5,617,841 1,124,954 889,240 － 133 5,112,214 1,021,297 806,501 － －
1 年 以 下 4,027,921 510,557 135,207 － 3,615,290 393,102 158,553 －
1年 超3年 以 下 491,328 160,242 329,348 － 366,915 158,130 207,770 －
3年 超5年 以 下 169,423 166,251 3,060 － 198,873 182,013 16,860 －
5年 超7年 以 下 190,254 114,610 75,552 － 165,183 91,414 73,349 －
7年 超10年 以 下 177,976 52,619 124,653 － 176,285 62,451 113,201 －
10 年 超 342,198 120,524 221,418 － 362,822 124,567 236,765 －
期限の定めのないもの 218,738 148 － － 226,844 9,617 － －

残存期間別残高計 5,617,841 1,124,954 889,240 － 5,112,214 1,021,297 806,501 －

脚注 � １．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バラン
ス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

� ２．「うち貸出金等」には、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクス
ポージャーを含んでいます。なお、コミットメントとは、契約した期間・融資枠の範囲内で、ご利用者のご請求に基づ
き、金融機関が融資を実行することを約束する契約のことをいいます。

� ３．「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引をいいます。
� ４．「三月以上延滞エクスポージャー」には、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞しているエクス

ポージャーが該当します。

【貸倒引当金の期末残高及び期中増減額】
○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度

期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高 期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高
目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 2,304 2,260 － 2,304 2,260 2,260 2,358 － 2,260 2,358

個別貸倒引当金 215 1,196 － 215 1,196 1,196 549 534 661 549

脚注 � 期中減少額（その他）は全額洗替額です。

自己資本の充実の状況（連結）
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○業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
個別貸倒引当金

貸出金償却
個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高 期首残高 期中増加額 期中減少額 期末残高

目的使用 その他 目的使用 その他

法
人

農 業 － － － － － － － － － － － －
林 業 － － － － － － － － － － － －
水 産 業 － － － － － － － － － － － －
製 造 業 － 1,000 － － 1,000 － 1,000 454 525 474 454 －
鉱 業 － － － － － － － － － － － －
建設・不動産業 － － － － － － － － － － － －
電気・ガス・
熱供給・水道業 － － － － － － － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － － － － － － － －
金融・保険業 124 116 － 124 116 － 116 94 － 116 94 －
卸売・小売・
飲食・サービス業 90 80 － 90 80 － 80 － 9 70 － －

上記以外 － － － － － － － － － － － －
個 人 － － － － － － － － － － － －
合　　　計 215 1,196 － 215 1,196 － 1,196 549 534 661 549 －

脚注 � １．一般貸倒引当金については業種別の算定を行っていないため、個別貸倒引当金のみ記載しています。
� ２．当会では国外への貸出を行っていないため、地域別（国内・国外）の開示を省略しています。

【信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト 1250％を適用する残高】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
格付あり 格付なし 計 格付あり 格付なし 計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

0% － 1,328,219 1,328,219 － 1,082,895 1,082,895
2% － － － － － －
4% － － － － － －
10% － 9,087 9,087 － 6,925 6,925
20% 54,327� 3,478,929 3,533,257 70,264� 3,162,835 3,233,099
35% － － － － － －
50% 364,123� 133 364,256 395,670� － 395,670
75% － 13 13 － 16 16
100% 77,079� 67,870 144,949 71,417� 83,156 154,574
150% － － － － － －
250% － 238,058 238,058 － 239,033 239,033
その他 － － － － － －
1250% － － － － － －

合　　　計 495,529� 5,122,312 5,617,841 537,352� 4,574,862 5,112,214

脚注 � １．信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が
適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ･バラン
ス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

� ２．「格付あり」にはエクスポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし」にはエクス
ポージャーのリスク・ウェイト判定において格付を使用していないものを記載しています。なお、格付は適格格付機
関による依頼格付のみ使用しています。

� ３．経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトに
よって集計しています。また、経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象としています。

� ４．1250％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免
責額に係るもの、重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウェイト1250％を適用したエクスポージャーが
あります。

D
ata



100

信用リスク削減手法に関する事項
　�　当連結グループにおける信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続等については、信連
に準じて管理しています。具体的内容は単体の開示内容（P65）をご参照ください。

【信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
適格金融
資産担保 保証 クレジット・

デリバティブ
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け － － － － － －
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け － － － － － －
地 方 三 公 社 向 け － 84 － － 77 －
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け － － － 9,200 － －
法 人 等 向 け 441,896 172 － 296,807 172 －
中小企業等向け及び個人向け － 0 － － 0 －
抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － － － － － －
不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － － － －
三 月 以 上 延 滞 等 － － － － － －
証 券 化 － － － － － －
中 央 清 算 機 関 関 連 － － － － － －
上 記 以 外 － － － － 0 －

合　　　　　計 441,896 257 － 306,007 249 －

脚注 � １．「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産(オフ・バランスを含む)のことをいい、具体的には貸出金や
有価証券等が該当します。

� ２．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャー及び「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが150%になっ
たエクスポージャーのことです。

� ３．「証券化」とは、原資産に係る信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は
全部を第三者に移転する性質を有する取引のことです。

� ４．「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向
け・国際開発銀行向け・取立未済手形・未決済取引・その他の資産（固定資産等）等が含まれます。

� ５．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテク
ションの買い手)と信用リスクを取得したい者(プロテクションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由
(延滞・破産など)が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引を
いいます。

派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項
　�　当連結グループでは、信連以外で派生商品取引及び長期決済期間取引を行っていないため、連結グルー
プにおける当該取引に係るリスク管理の方針及び手続等は定めていません。信連におけるリスク管理の
方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容（P67）をご参照ください。

【派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳】
平成30年度 令和元年度

与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

平成30年度� （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

現金・
当会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 557 3,823 － － － 3,823
（2）金 利 関 連 取 引 － － － － － －
（3）金 関 連 取 引 － － － － － －
（4）株 式 関 連 取 引 15 234 － － － 234
（5）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －
（6）その他コモディティ関連取引 － － － － － －
（7）クレジット・デリバティブ － － － － － －
派 生 商 品 合 計 592 4,058 － － － 4,058
長 期 決 済 期 間 取 引 － － － － － －
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果（△）

－ －

合　　　　　計 592 4,058 － － － 4,058

自己資本の充実の状況（連結）
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令和元年度� （単位：百万円）

グロス再構築
コストの額

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

担保 信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

現金・
当会貯金 債券 その他

（1）外国為替関連取引 746 3,733 － － － 3,733
（2）金 利 関 連 取 引 469 1,252 － － － 1,252
（3）金 関 連 取 引 － － － － － －
（4）株 式 関 連 取 引 397 615 － － － 615
（5）貴金属（金を除く）関連取引 － － － － － －
（6）その他コモディティ関連取引 － － － － － －
（7）クレジット・デリバティブ － － － － － －
派 生 商 品 合 計 1,613 5,601 － － － 5,601
長 期 決 済 期 間 取 引 － － － － － －
一括清算ネッティング契約に
よる与信相当額削減効果(△)

－ －

合　　　　　計 1,613 5,601 － － － 5,601
脚注 � １．「カレント・エクスポージャー方式」とは、派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額を算出する方法の一つで

す。再構築コストと想定元本に一定の掛目を乗じて得た額の合計で与信相当額を算出します。なお、「再構築コスト」
とは、同一の取引を市場で再度構築するのに必要となるコスト(ただし0を下回らない)をいいます。

� ２．「クレジット・デリバティブ」とは、第三者(参照組織)の信用リスクを対象に、信用リスクを回避したい者(プロテク
ションの買い手)と信用リスクを取得したい者(プロテクションの売り手)との間で契約を結び、参照組織に信用事由
(延滞・破産など)が発生した場合にプロテクションの買い手が売り手から契約に基づく一定金額を受領する取引を
いいます。

� ３．「想定元本」とは、デリバティブ取引において価格決定のために利用される名目上の元本のことをいいます。オン・バ
ランスの元本と区別して「想定元本」と呼ばれています。

【与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ】
該当する取引はありません。

【信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ】
該当する取引はありません。

証券化エクスポージャーに関する事項
　�　当連結グループでは、信連以外で証券化エクスポージャーを取り扱っていないため、連結グループに
おける当該取引に係るリスク管理の方針及びリスク特性等は定めていません。信連におけるリスク管理
の方針及びリスク特性等の具体的内容は単体の開示内容（P68）をご参照ください。

【当連結グループがオリジネーターである場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
該当する取引はありません。

【当連結グループが投資家である場合における信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項】
○保有する証券化エクスポージャーの額� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー 証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

オン・バランス

クレジットカード与信 － － － －
住 宅 ロ ー ン － － 11,214 －
自 動 車 ロ ー ン 2,335 － 4,423 －
そ の 他 － － 2,000 －
合　　　　計 2,335 － 17,637 －

オフ・バランス

クレジットカード与信 － － － －
住 宅 ロ ー ン － － － －
自 動 車 ロ ー ン － － － －
そ の 他 － － － －
合　　　　計 － － － －

脚注 � 証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクス
ポージャーを区別して記載しています。

D
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○リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額
平成30年度� （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー
リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

0%～15%未満 － － 0%～100%未満 － －
15%～50%未満 2,336 18 100%～250%未満 － －
50%～100%未満 － － 250%～400%未満 － －
100%～250%未満 － － 400%～1,250%未満 － －
250%～400%未満 － － 1,250% － －
400%～1,250%未満 － －

1,250% － －
合　　　　計 2,336 18 合　　　　計 － －

オフ・バランス

0%～15%未満 － － 0%～100%未満 － －
15%～50%未満 － － 100%～250%未満 － －
50%～100%未満 － － 250%～400%未満 － －
100%～250%未満 － － 400%～1,250%未満 － －
250%～400%未満 － － 1,250% － －
400%～1,250%未満 － －

1,250% － －
合　　　　計 － － 合　　　　計 － －

令和元年度� （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー
リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額 リスク・ウェイト区分 残高 所要自己資本額

オン・バランス

0%～15%未満 － － 0%～100%未満 － －
15%～50%未満 17,638 141 100%～250%未満 － －
50%～100%未満 － － 250%～400%未満 － －
100%～250%未満 － － 400%～1,250%未満 － －
250%～400%未満 － － 1,250% － －
400%～1,250%未満 － －

1,250% － －
合　　　　計 17,638 141 合　　　　計 － －

オフ・バランス

0%～15%未満 － － 0%～100%未満 － －
15%～50%未満 － － 100%～250%未満 － －
50%～100%未満 － － 250%～400%未満 － －
100%～250%未満 － － 400%～1,250%未満 － －
250%～400%未満 － － 1,250% － －
400%～1,250%未満 － －

1,250% － －
合　　　　計 － － 合　　　　計 － －

脚注 �証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エクスポージャーと再証券化エクスポー
ジャーを区別して記載しています。

○自己資本比率告示第224条並びに第224条の4第1項第1号及び第2号の規定によりリスク・ウェイト
1250%を適用した証券化エクスポージャーの額
該当する取引はありません。

○保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無
信用リスク削減手法の有無 無

オペレーショナル・リスクに関する事項
　�　当連結グループにおけるオペレーショナル・リスクの管理方法や手続については、信連に準じた内容
としています。信連におけるオペレーショナル・リスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開
示内容（P70）をご参照ください。

出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項
　�　当連結グループでは、子法人等が信連以外の出資その他これに類するエクスポージャーを保有してい
ないため、連結グループにおける当該エクスポージャーに係るリスク管理の方針及び手続等は定めてい
ません。信連におけるリスク管理の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容（P70）をご参照く
ださい。

自己資本の充実の状況（連結）
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【出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
貸借対照表
計上額 時価評価額 貸借対照表

計上額 時価評価額

上 場 16,492 16,492 14,710 14,710
非 上 場 192,168 192,168 192,168 192,168

合　　　　　計 208,661 208,661 206,879 206,879

脚注 �「時価評価額」は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

【出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益】� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

242 152 － － 195 54

【貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）】
� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
評価益 評価損 評価益 評価損

6,650 113 5,840 522

【貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益等）】
該当する取引はありません。

リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
� （単位：百万円）

平成30年度 令和元年度
ル ッ ク ス ル ー 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 217,302 328,704
マ ン デ ー ト 方 式 を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －
蓋 然 性 方 式 （ 2 5 0 % ） を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －
蓋 然 性 方 式 （ 4 0 0 % ） を 適 用 す る エ ク ス ポ ー ジ ャ ー － －
フォールバック方式（1250%）を適用するエクスポージャー － －

金利リスクに関する事項
　�　当連結グループでは、信連以外で重要性のある金利リスクを伴う取引を行っていないため、連結グルー
プにおける金利リスクに係るリスク管理の方針及び手続等は定めていません。信連におけるリスク管理
の方針及び手続等の具体的内容は単体の開示内容(P71)をご参照ください。

【IRRBB1：金利リスク】� （単位：百万円）

項番 ⊿ＥＶＥ ⊿ＮＩＩ
平成30年度末 令和元年度末 平成30年度末 令和元年度末

1 上 方 パ ラ レ ル シ フ ト 115,073 102,086 8,850 11,243
2 下 方 パ ラ レ ル シ フ ト 0 0 132 158
3 ス テ ィ ー プ 化 79,243 69,344
4 フ ラ ッ ト 化 937 5,538
5 短 期 金 利 上 昇 21,944 26,371
6 短 期 金 利 低 下 5,969 10,994
7 最 大 値 115,073 102,086 8,850 11,243

8 自 己 資 本 の 額 平成30年度末 令和元年度末
266,516 270,886

1．「⊿EVE」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
2．「�⊿NII」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から12か月を経過する日までの金利収益の減少
額として計測されるものをいいます。

【ＶａＲ計測による最大損失見込額】� （単位：百万円）

平成30年度末 令和元年度末
ＶａＲ計測による最大損失見込額 35,863 40,384

脚注 　ＶａＲについては分散共分散法による計測（信頼区間99%、保有期間60日、観測期間5年）を行っています。

脚注

D
ata



役員

（単位：百万円）

①役員報酬（基本報酬）

○対象役員
　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、経営管理委員、理事及び監事をいいます。

○役員報酬等の種類、支払総額及び支払方法
　役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和元年度における対象役員に対する報酬等の支
払総額は、次のとおりです。
　なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振り込みの方法による現金支給のみであり、退職慰労金は、その支給に
関する総会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方法で支払っています。

○対象役員の報酬等の決定等

②役員退職慰労金
　役員退職慰労金については、総会で経営管理委員、理事及び監事の別に各役員に支給する退職慰労金の総額の承認
を受けた後、役員退職慰労金支給規程に基づき、経営管理委員については経営管理委員会、理事については理事会、監
事については監事の協議において各人別の支給額と支給時期・方法を決定し、その決定に基づき支給しています。
　なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計上しています。

※対象役員は、経営管理委員８名、理事６名、監事４名です。（期中に退任した者を含む）
※退職慰労金については、当年度に実際に支給した額ではなく、当年度の費用として認識される部分の金額（引当金への繰入額と支給額のうち当年度
の負担に属する金額）によっています。

対象役員に対する報酬等

支給総額

基本報酬 退職慰労金

　役員報酬は、役員報酬審議会（構成：当会の会員ＪＡの組合長から選出された委員８名と学識経験者から選出された若
干名）の答申を基に、支給する報酬総額の最高限度額を、経営管理委員、理事及び監事の別に総会において決定し、役員
各人別の報酬額については、その総会決議の範囲内において、経営管理委員については経営管理委員会、理事について
は理事会、また監事については監事の協議において決定しています。なお、業績連動型の報酬体系とはなっていません。

職員等
○対象職員等
　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象職員等」の範囲は、当会の職員及び当会の主要な連結子法人等の
役職員であって、常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当会の業務及び財産の状況に重要
な影響を与える者をいいます。
　なお、令和元年度において、対象職員等に該当する者はおりませんでした。

１.対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めています。
２.「主要な連結子法人等」とは、当会の連結子法人等のうち、当会の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
３.「同等額」は、令和元年度に当会の常勤役員に支払った報酬額等の平均額としています。
４.令和元年度において当会の常勤役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はおりませんでした。

脚注

その他
　当会の対象役員及び対象職員等の報酬等の体系は、上記開示のとおり過度なリスクテークを惹起するおそれのある
要素はありません。したがって、報酬告示のうち、「対象役員及び対象職員等の報酬等の体系とリスク管理の整合性並び
に対象役員及び対象職員等の報酬等と業績の連動に関する事項」その他「報酬等の体系に関し参考となるべき事項」と
して、記載する内容はありません。

22132

役員等の報酬体系
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長

機構図（令和２年７月１日現在）

岸 本 　 隆 之
谷 口 　 敏 信
西 川 　 喜 清
岡 本 　 康 夫
寺 下 　 三 郎
内 本 　 直 哉
中 木 　 福 義
菱 井 　 由 一

経営管理委員会会長
経営管理委員会副会長
経 営 管 理 委 員
経 営 管 理 委 員
経 営 管 理 委 員
経 営 管 理 委 員
経 営 管 理 委 員
経 営 管 理 委 員

代表理事理事長
代表理事専務
常 務 理 事
常 務 理 事
常 務 理 事

代 表 監 事
常 任 監 事
員 外 監 事

●経営管理委員会 ●理　　事 ●監　　事
中 上 　 文 宏
池 辺 　 　 覚
中 井 　 　 薫
照 井 　 英 俊
谷 口 　 浩 一

木 下 　 昭 男
宮 下 　 至 誠
村 井 　 　 潤

役　員（令和２年７月１日現在）

自動化機器の設置状況（令和２年７月１日現在）
本　　　　所                    
事務センター（大阪市支所）                   
府内JAのATM台数                   

ＡＴＭ 1台
ＡＴＭ 1台
ＡＴＭ 351台

本　　　　所　　〒541-0043
　　　　　　　　大阪市中央区高麗橋3丁目3番7号
　　　　　　　　TEL　06－6204－6500

事務センター　　〒540-0011
　　　　　　　　大阪市中央区農人橋2丁目1番33号
　　　　　　　　TEL　06－6944－7321

店舗一覧（令和２年７月１日現在）

（大阪市支所）

特定信用事業代理業者の状況（令和２年７月１日現在）
該当する取引はありません。

会計監査人の名称（令和２年７月１日現在）
みのり監査法人　所在地　東京都港区芝5－29－11

専

務

理

事

長

理

事

会

員
外
監
事

常
任
監
事

代
表
監
事

監

事

会

総

会

職員数

一 般 職 員 数
 うち常勤嘱託

令和元年度末

218

5

平成30年度末

212

4

会員数

正 会 員
准 会 員
合 計

22

68

90

平成30年度末

22

68

90

令和元年度末

ＪＡ バ ン ク 推 進 部

ＪＡ バ ン ク 指 導 部

ＪＡバンク資産相談部

農 業 金 融 部

営 業 部

市 場 運 用 部

総 合 企 画 部

シ ス テ ム 統 括 部

総 務 部

監 査 部

組織・機構図・店舗一覧
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昭　和

23年 大阪府信用農業協同組合連合会設立（8月27日）

25年 農業協同組合財務処理基準令公布

27年 大阪府組合金融推進委員会結成

29年 農林漁業金融公庫（現:（株）日本政策金融公庫）業務受託開始

30年 信連貯金50億円達成

31年 府内農協貯金100億円達成

35年 大阪府農林会館完成により本所を会館内に移転
信連貯金100億円達成

37年 府内農協貯金500億円達成

38年 住宅金融公庫（現:（独）住宅金融支援機構）業務の受託開始

40年 府内農協貯金1,000億円達成

41年 信連・内国為替業務開始

43年 信連貯金1,000億円達成

47年 農協業務の電算処理受託開始
府内農協メール実施

48年 府内農協貯金5,000億円達成
事務センター発足

49年 全国農協信用事業相互援助制度発足
農協・内国為替業務開始

50年 国庫金払込取扱い開始
（株）大阪府農協電算センター設立

52年 信連貯金5,000億円達成
府内農協オンラインの実施

54年 信連・全銀内為制度加盟
府内農協貯金1兆円達成

57年 府内農協貯金ネットサービス開始

58年 大阪協同サービス（株）設立
信連貯金1兆円達成

59年 農協・全銀内為制度加盟
府内農協・ダッシュ15運動の実施

60年 新事務センター竣工

61年 府内農協・ファイト17運動の実施

62年 府内の地相銀とCDオンライン業務提携（FOC）

63年 府内農協・クリア2兆円運動の実施
府内農協貯金2兆円達成

平　成

2年 「全国キャッシュサービス（MICS）」による
業態間CDオンライン提携スタート

3年 全国農協貯金ネットサービス、サンデーバンキング実施
府内農協貯金2兆5,000億円突破

4年 農協の愛称として「JA」を使用開始

6年 第3次オンラインシステム稼働
国債窓販業務の取扱い開始

7年 日銀歳入金の取扱い開始

8年 「やるやんかJA」キャンペーンを展開

9年 信託契約代理業務の開始
府内JA信用事業の愛称として「JAバンク」を使用開始

10年 投信窓販業務の取扱い開始

11年 府内JA「いち、にの、3兆」運動の実施

12年
「大阪府内JA役職員大会」開催
府内JA貯金3兆円達成
日銀歳入復代理店業務取扱い開始

14年

FP資格者1,500名体制の確立
JAバンクシステムの導入
JAネットバンクの取扱い開始
JASTEMシステムへの移行
融資残高1,300億円伸長策の実施

16年 発行体格付け「A」を取得（R&I）
融資残高1,300億円伸長達成

17年 遺言信託代理業務取扱い開始

18年 コンサルティング業務の取扱い開始
JAバンク大阪中之島倶楽部オープン

19年 信連貯金3兆円達成

20年 JAバンク食農教育応援事業の開始

22年 JA大阪センタービルへの移転
府内JA貯金4兆円達成

23年 短期格付「a-1」を取得（R&I）

24年 信連貯金4兆円達成

25年 大阪府立大学と産学官連携基本協定を締結
大阪府立大学に対する産学連携研究支援事業を開始

27年 JAバンクでんさいサービスの取扱い開始

28年 JAバンク大阪基本戦略並びに第10次中期経営計画の策定

29年 JASTEMシステムの更改

30年 創立70周年
府内JA貯金5兆円達成

令　和

元年 第11次中期経営計画の策定

2年 大阪府立環境農林水産総合研究所と研究支援基本協定を締結

沿革・あゆみ
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確  認  書 

 

 

１． 私は、平成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの事業年度にかかる   

ディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての 

重要な点において関係諸法令に準拠して適正に表示されていることを確認   

しました。 

 

２． 当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しました。 

・ 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が 

整備されております。 

・ 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性

を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されており   

ます。 

・ 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。 

 

 

 

令和２年７月１日 

 

 

 

 大 阪 府 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 

 代表理事理事長    中 上  文 宏   

 

 

 

（注）財務諸表とは、貸借対照表、損益計算書、注記表、剰余金処分計算書及び連結貸借対照表、連結損益 

計算書、連結注記表、連結剰余金計算書並びに連結キャッシュ・フロー計算書を指しています。 

会計監査人の監査
令和元年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書及び注記表は、農業協同組合法第37条の2第
3項の規定に基づき、みのり監査法人の監査を受けております。

D
ata

財務諸表の適正性等に係る確認・会計監査人の監査を受けている旨
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単体開示項目（農業協同組合法施行規則第204条関連） ページ

1 概況及び組織に関する事項

（1）業務の運営の組織 105

（2）理事、経営管理委員及び監事の氏名及び役職名 105

（3）会計監査人の名称 105

（4）事務所の名称及び所在地 105

（5）特定信用事業代理業者に関する事項 105

2 主要な業務の内容 25〜32

3 主要な業務に関する事項

（1）直近の事業年度における事業の概況 6

（2）直近の5事業年度における主要な業務の状況

①経常収益 8

②経常利益 8

③当期剰余金 8

④出資金及び出資口数 8

⑤純資産額 8

⑥総資産額 8

⑦貯金等残高 8

⑧貸出金残高 8

⑨有価証券残高 8

⑩単体自己資本比率 8

⑪剰余金の配当の金額 8

⑫職員数 8

（3）直近の2事業年度における事業の状況

①主要な業務の状況を示す指標 49

②貯金に関する指標 50

③貸出金等に関する指標 51〜53

④有価証券に関する指標 55

4 業務の運営に関する事項

（1）リスク管理態勢 15〜19

（2）法令遵守の体制 20〜24

（3）中小企業の経営改善及び地域の活性化のための取組みの状況 9〜11

（4）金融ADR制度への対応 21

5 直近の2事業年度における財産の状況に関する事項

（1）貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書 34〜48

（2）貸出金に係る事項

①破綻先債権に該当する貸出金 54

②延滞債権に該当する貸出金 54

③3カ月以上延滞債権に該当する貸出金 54

④貸出条件緩和債権に該当する貸出金 54

（3）元本補てん契約のある信託に係る貸出金に係る事項 54

（4）自己資本の充実の状況 58〜72

（5）取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

①有価証券 56

②金銭の信託 56

③デリバティブ取引 57

④金融等デリバティブ取引 57

⑤有価証券関連店頭デリバティブ取引 57

（6）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 52

（7）貸出金償却の額 52

（8）会計監査人の監査を受けている旨 107

連結開示項目（農業協同組合法施行規則第205条関連） ページ

1 信連及びその子会社等の概況に関する事項

（1）信連及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成 73

（2）信連の子会社等に関する事項

①名称 73

②事務所の所在地 73

③資本金 73

④事業の内容 73

⑤設立年月日 73

⑥信連が有する子会社等の議決権の総株主の議決権に占める 

割合
73

⑦信連の一の子会社等以外の子会社等が有する当該一の子会社等

の議決権の総株主の議決権に占める割合
73

2 信連及びその子会社等の主要な業務につき連結したもの

（1）直近の連結事業年度における事業の概況 73

（2）直近の5連結事業年度における主要な業務の状況

①経常収益 73

②経常利益 73

③当期利益 73

④純資産額 73

⑤総資産額 73

⑥連結自己資本比率 73

3 信連及びその子会社等の直近の2連結事業年度における

財産の状況に関する事項

（1）貸借対照表、損益計算書及び剰余金計算書 74〜90

（2）貸出金に係る事項

①破綻先債権に該当する貸出金 91

②延滞債権に該当する貸出金 91

③3カ月以上延滞債権に該当する貸出金 91

④貸出条件緩和債権に該当する貸出金 91

（3）自己資本の充実の状況 92〜103

　このディスクロージャー誌は、農業協同組合法第54条の3に基づき作成しておりますが、農業協同組合法施行規則にお
ける各項目は以下のページに記載しています。

その他の重要な事項（農業協同組合法施行規則第207条） ページ

役員等の報酬体系 104

法定開示項目　索引



ＪＡバンク大阪信連は

最適なサービスの提供を通じて

ご利用者の信頼に応えます

私たちが大切に
　　したいこと・・・
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農
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